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論文概要書 
1.はじめに 
(1)問題提起 
日本の広告会社にとって, 海外市場での事業の拡大は回避できない課題である。国内の上位
各社はグローバル化戦略のもと, 海外売上高の拡大を目指している。その背景には, 欧米の大
手広告会社グループと比較しても, 日本の広告会社の取扱いは今なお国内によるものが大部分
を占めているが, 国内市場の拡大はもはや期待できない状況がある。 
そして当面, 日本の広告会社による海外での事業拡大の余地が残されているエリアとしては,
新興国市場のなかでも注目を集めている中国である。海外事業の拡大を実現するためには, 経
営資産である知識をいかに効果的に移転するかが, 重要な課題となる。新興国市場戦略の視点
から知識移転を論じることが求められる。 
そこで, 広告会社が国内で蓄積した知識の特性および中国への知識移転のプロセスの実態
を分析し, どこに問題があるのかについて検証し, どうマネジメントすべきであるのかということを
明らかにする必要があると考える。 
(2)研究目的 
本稿の研究目的は, 中国市場における日本の広告会社の事例分析を通して, 移転される知
識がどのような特性をもっているか, 知識がどのようなプロセスで移転されるのかを明らかにする
ことである。なぜ, このような研究が必要であるかというと, 中国市場における知識移転は製造業
や小売業に関する研究を中心になされており, 広告会社のような専門サービス業に関する具体
的な事例に基づいた研究がないからである。 
また, 知識移転の先行研究において, 移転のプロセスにおける送り手である日本企業の知識
特性と, 受け手の中国人の性質を加えて論じたものはない。それらの要素を取り込みながら, 日
本にとって重要な市場である中国を対象として知識移転のプロセス上の問題について考察する。 
先行研究においては, 広告会社の海外市場への参入動機は, 顧客追随型であると規定され
てきた。しかしながら, 新興国市場のように, 企業が現地での事業領域を拡大し, 成長しなくては
ならない時期には, もうひとつの参入動機である市場探索型の側面も重要になってくる。 
そこで, サービス業の参入動機の分類として扱われた顧客追随と市場探索という 2 つの類型を
具体的な事例と関連させる。専門サービス業の成熟市場から成長市場に「移転される知識」の特
性とプロセスを明らかにすることで, 日本の広告会社の国内で集積された知識を有効活用して, 
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国際競争力に結び付けていくための移転プロセスのマネジメントに関する問題を解明する。 
日本と中国の間に存在する知識の移転経路のパターンを分析し, 本社派遣者と中国人マネジ
メントの機能がどのようなものであるかについても明らかにする。 
そうすることで, これまでの知識や知識移転の研究において欠落していた部分を埋めることが
できると考える。 
2.先行研究と事例分析の枠組み 
(1)先行研究と事例分析の枠組み 
まず, サービス業の参入動機の分類の先行研究についてレビューする。広告会社のようなサ
ービス業の海外市場への参入動機である顧客追随型と市場探索型の類型を, 参入後の現地で
の事業展開ための知識のタイプとして援用する。次に, 移転される知識特性についての先行研
究を形式知と暗黙知の分類を中心に説明する。 
成熟市場で培われた暗黙知と形式知は, 知識資産として活用する視点が必要になる。そこで, 
野中・紺野［1999］による知識資産のナレッジ・マネジメントの 4 つに分類するアプローチを, 知識
経営論における先行研究としてレビューする。 
知識特性と移転プロセスの関係を分析するために, 移転プロセスの先行研究のレビューをおこ
なう。Kogut and Zander［1992］と Inkpen and Dinur［1998］によってなされた個人からグループ, そ
して, 組織という単位での知識移転プロセスのフレームワークを事例の分析において使用する。
また, 中国人の特性による知識移転の差異についても検討する。移転プロセスについて考える
上で, 野中と竹内［1996］が提示した日本型と西洋型の組織的知識創造のスタイルの差異を参照
する。 
野中と竹内［1996］が提示した 4 つの知識変換モードによる組織的知識創造の「SECI モデル」
の, 「共同化」プロセスに着目する。他人のもつ経験の共有や暗黙知を個人から個人のレベルで
獲得するプロセスである。この「SECI モデル」でも個人からグループ, そして組織という単位での
知識のやり取りが対象となっていることを踏まえて, 本稿は本社と現地拠点の間で, 本社-派遣者
-中国人マネジメント-現地スタッフという単位に細分化された 4 つの移転プロセスのフェイズを構
成することを提示する。フェイズ(1)は, 本社と中国拠点への派遣者の知識移転である。フェイズ
(2)は派遣者から中国人マネジメントへ, フェイズ(3)は本社から中国人マネジメントへの直接の移
転である。フェイズ(4)は, 中国人マネジメントから現地スタッフへの知識移転である。 
各フェイズにおいては, 知識特性や送り手, 受け手の性質や能力によって知識移転のパター
ンには差異が生じると考えられる。特に本社からの派遣者, 中国人マネジメントと現地社員の機
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能について分析する。具体的な事例を通して, その実態を明らかにする。 
(2)研究方法 
事例分析の対象企業として, 「中国に強い広告会社」のイメージ確立にいち早く成功した国内
第 3 位の株式会社アサツーディ・ケイ(以下 ADK)を取り上げる。ADK の中国市場における現地
法人企業の現役駐在員に加えて駐在経験者, 現地法人を統括している中国事業本部や中国事
業に関係する社員を対象とした聞き取り調査を実施した。 
3.ADK の中国事業展開 
ADK の中国事業や独自性の高いビジネス・モデルとなったアニメーション・コンテンツ事業など
への取り組みが, いかにして確立されたのかを経時的な視点で検証する。また, 知識移転の受
け手である中国の拠点がどのように成立してきたかを記述する。グローバル競争が新興国市場を
巡って過熱するなか, 中国市場でのネットワーク構築の必要性が高まりつつあり, ネットワークに
よるクライアントへのサービスを大都市のみならず, 内陸部でも展開する段階に入り, さらに知識
移転の重要度が増していることについて示す。 
4.顧客追随型の知識特性と移転プロセス 
ここでは, 広告会社の顧客追随型の知識特性と移転プロセスについて分析の枠組みを用いて, 
ADK のクライアントである資生堂と三菱自動車の事例を具体的に検証する。顧客追随型には, 
顧客知共有型とベストプラクティス共有型の２つの知識タイプがみられる。 
(1)中国資生堂の事例 
資生堂業務に携わる中国人マネジメントは, 移転知識を共有しない「グループ成果より個人の
立場優先」の移転プロセスであることがわかった。現地スタッフに対する指示・命令による個人中
心型の知識移転プロセスを提示する。 
(2)中国三菱自動車の事例 
知識移転に関して資生堂業務との違いは, 現地マネジメントのみならず, 現地スタッフレベル
まで巻き込んだ知識の共有がおこなわれていたことにある。この事例ではダイムラー・クライスラー
との提携に対応するために採用された中国人マネジメントが重要な役割を果たした。 
この事例でみられたのは, グループで移転された知識を共有する「グループ中心型」の移転プ
ロセスであった。グループのパフォーマンスの最大化を意識する「次世代の中国人マネジメント」
による移転プロセスを提示する。 
資生堂と三菱自動車業務の事例から, 顧客追随型の知識移転において, 中国人マネジメント
の機能が知識移転プロセスにおいて大きな違いを生み出し, 影響を及ぼすことが明らかになっ
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た。 
5.市場探索型の知識特性と移転プロセス 
 市場探索型の類型においても前章同様, ADK が取り扱った 3 つの業務事例をもとに, その知識
特性と移転プロセスについて検証する。 
(1)上海万博-中国民間企業連合館の事例 
2005 年の愛知万博において日本政府館の企画・運営を担当した知識を, 上海万博に活用し
た事例である。この事例では, 大型プロジェクトをプランニングし, マネジメントする日本人のノウ
ハウという経験に基づく暗黙知が求められていたことがわかる。中国人マネジメントが日本からの
万博プロジェクトの知識を共有させ, 現地スタッフの責任と業務の範囲を重複させる方法をとって
いる。ここでも, 「次世代の中国人マネジメント」によるグループ中心型の知識移転がおこなわれ
ている。知識の「摺り合わせ」を自然に出来る状況をつくったことが成功の要因である。 
(2)アニメーション・コンテンツとメディア事業開発ビジネスの事例 
日本で確立されたアニメーション・コンテンツに関する事例と, 交通媒体などのメディア事業開
発に関する事例を取り上げた。日本では既に成熟市場になっているアニメーションのコンテンツ
は, 中国市場では成長産業と位置付けられている。今後, 需要が増す事業領域の知識移転とし
て取り上げる。コンテンツ・ビジネスとコンサルテーション型の知識特性を明らかにする。 
6.発見事実と知識移転マネジメントの課題 
顧客追随型における中国資生堂と, 三菱自動車の業務における知識移転の事例には明らか
な違いがある。それは, 知識移転プロセスにおける中国人マネジメントの機能の違いである。個
人からグループへの知識移転が円滑になされる性質をもつ「グループ中心型」と, グループの能
力の最大化よりも個人の能力を出し切ることで業務に貢献する「個人中心型」の違いである。中国
人マネジメントの機能によって, 最前線にいる現地スタッフへの知識移転の在り方が変わり, この
ことが最終的な成果に影響を与えることがわかった。 
今後, とりわけ新興国市場において事業拡大を実現するためには, 現地クライアントの獲得を
推進することが必要である。それは, 市場探索型の知識を重視し, 成熟市場で蓄積された強み
を成長市場で活かす戦略が求められることでもある。また, 知識自体が企業の経営資源であり, 
直接的な競争優位の源泉となる広告会社のような専門的サービス業にとっては, 中長期的な取り
組みとして, 国際知識移転の中心的な役割を担う中国人マネジメントの志向性を意識したプロセ
スの構築と人的資源のマネジメントが, 従来の国際知識移転が論じてきた以上の重要な課題とな
ることを示す。
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第 1 章 はじめに 
 
第 1 節 問題提起 
日本の広告会社にとって, 海外市場での事業の拡大は回避できない課題である。例えば, 国
内の広告会社で売上高が第1位の電通は, 国際競争力を強化する「グローバル・イノベーション」
を標榜している。BRICsなどの成長市場を中心に, 従前の方式にとらわれない新しい視点から事
業に取り組み, 日系クライアントに加えて, ローカルクライアントの獲得やマネジメントの現地化な
どを図り, 拠点の営業基盤の安定と強化を推進するとしている1。電通に限らず, 大手広告会社
の中期経営計画には, 異口同音に海外成長市場での事業拡大が基本方針に設定されている。
このような方針が打ち出される背景には, 世界第2位といわれ成長を続けていた国内の広告市場
規模が, 終焉を迎えつつあることが考えられる。 
しかし, 上位各社がグローバル化を戦略の重要課題として標榜する割には, 海外の売上高の
比率は伸びていないといえる。2010 年度 3 月期の決算では, 電通は売上高 1 兆 6,786 億 1,800
万円に対して, 海外売上高比率が 8.5％の 1,429 億 6,900 万円であった。業界第 2 位の博報堂
は売上高 9,170 億 6,500 万円に対して, 海外売上高比率が 3.0％の 276 億 8,900 万円である。
第3 位のアサツーディ・ケイ（以下ADK）は, 中国やアジアへの進出に比較的早く取り組んでいた
ため博報堂よりも海外売上比率が高いが, それでも海外売上高比率は連結売上高の 5.4％にす
ぎない。（表１-１, 参照）。 
 
表 1-1 ： 日本の広告会社の海外売上高・海外売上高比率 （2010 年度 3 月期） 
  
売上高 1,678 ,618 売上高 917 ,065 売上高 350 ,211
日本 1,541 ,552 日本 894 ,434 日本 331 ,300
海外 142 ,969 海外 27,689 海外 18,911
海外売上高比率 8.5% 海外売上高比率 3.0% 海外売上高比率 5.4%
ADK博報堂電通
 
                                                            （売上高：百万円） 
出所：電通および ADK は 2010 年決算短信, 博報堂は 2010 年『有価証券報告書』。 
 
一方, 欧米の広告会社グループはどうであろうか。ニューヨークに本拠を置く世界第 1 位の広
                                                        
1 2010 年, 電通ホームページ http://www.dentsu.co.jp/ir/kojin/dentsu3.htmll（2010 年 7 月 18 日閲覧） 
「電通グループの成長戦略」より抜粋。 
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告グループOmnicom Group Inc.の海外利益額の比率（海外広告会社の場合は, 売上高より利
益額で財務評価する）は, 北米の収益率が 52.7%, 欧州が 21.8％, 英国が 8.9%・その他地域が
16.6%あり, 海外収益率の合計は 47.3%に及んでいる2。 
また, ロンドンに本拠をおく世界第 2 位のWPPグループは, 地域セグメントの税引き前利益比
率を公表している。その内訳は, 英国 13%, 北米 40%, 欧州が 18%, アジアや中南米などのその
他地域が 29%で, 海外市場の利益率の合計は 87%にもなる3。欧米の大手広告会社グループは,
世界第 1 位の北米市場の比率と欧州やアジア含むその他の地域が均衡していることがわかる。
自国外取扱高を拡大し, 着実に地理的拡大によるクライアント企業のグローバル戦略に対応して
いることがわかる。それに対し, 日本の広告会社の取り扱いは, 国内市場によるものが大部分を
占めている4。 
一方, クライアント企業である自動車やエレクトロニクス, 化粧品などの消費財企業はグローバ
ル化を推進し, 総売上高に占める海外事業の割合を高めている。2010年度の各社の決算情報
によると, 本田技研は81.6％, キャノンは78.1％, トヨタ自動車は61.4％, パナソニックは41.5％,
資生堂は36.9％, ユニチャームは38.7％の海外売上比率となっている5。これらの数値は, 日本
のグローバル企業にとって, 海外市場がいかに重要であるかを示している。本来であれば, 日本
の広告会社は, 国内での取引関係をベースにグローバル規模でのパートナーとしての存在感を
示してもいいと思われる。しかしながら, 日本の広告会社の上位3社は, 単体では世界トップ10ク
ラスに入る企業であるにも関わらず, 前述のように海外売上比率が低い6。国内市場への依存度
の高さに, 日本の広告会社のグローバル化の課題が示されていると考える。 
こうした日本の広告会社のグローバル規模での存在感のなさは, 国際競争力の欠如にあると
いわれている。吉原［2008］は, 広告会社ではないが, 日本のサービス業（非製造業）に関する,
国際競争力の課題を以下のようにまとめている7。 
(1)対象市場が, 邦人市場の取り扱いに終始する（労働集約的で撤退も容易である） 
                                                        
2 “Omnicom interactive annual report 2009”p.7 
3 “WPP annual report and accounts 2009”p.5 
4片平秀貴・山本晶「インターネットの普及と日本の広告市場：広告主の視点」『ITIM ディスカッションペー
パー』 No.75, 2001年3月。 
5本田技研, キャノンは 2010 年度の有価証券報告書, トヨタ自動車は 2010 年アニュアルレポート, パナソ
ニック, 資生堂, ユニチャームは決算短信を参照した。 
6電通グループは2009年の売上総利益に基づく広告コミュニケーション産業のランキングにおいて世界第5
位, 博報堂 DY グループは第 8 位, ADK は第 11 位である。電通は単独の広告会社として世界第 1 位にラ
ンクされている。（『アドバタイジング・エージ』2010 年 4 月発表） 
7吉原英樹『国際経営論への招待』(有斐閣, 2008 年）, 250-251 ページ。 
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(2)世界戦略の甘さ（経営トップの夢や冒険心を優先。調査・準備不足で中途半端に終わる） 
(3)政府の規制による保護（外資の参入が少ない国内市場と国際競争の経験不足） 
(4)経営ノウハウや技術の蓄積不足（世界に誇る技術やノウハウがない。ネットワークを活かして
無形資産を国際移転するようなシステムを構築できていない） 
ここで, 日本の広告会社の国際競争力の課題について, 上記の４つの原因に照らして検討し
てみる。(1)に示されているように, 顧客追随型での海外展開をする日本の広告会社の｢強み」は,
日本人による日本人クライアントとのリレーションシップ主体のサービスである。しかし, 現地スタッ
フによるマネジメントが成熟するに従って, 日本人同士の結びつきだけでは, パートナーとして選
択される理由が希薄になっていく。日本の広告会社は, このような現実に対する危機感はあって
も, クライアントの現地人マネジメントに対応する広告会社側の現地人マネジメント育成が, 組織
的戦略としてまだ根付いていない。 
次に, (2)で指摘されている「世界戦略の甘さ」に関しては, これまで国内市場が米国に次ぐ世
界第2位の規模であり, 海外市場開拓の必要性に迫られなかった8。新興国市場のようなものも存
在しておらず, 国際的なビジネス感覚をもつ人材の育成に積極的でなかった。人的資源を国内
市場に集中的に配分し, 海外市場に対して興味や知見を持つ経営幹部を育成してこなかったこ
とは, 海外事業の拡大の阻害要因のひとつである。 
(3)の「政府の規制による保護」に関して, 日本の広告ビジネスは, 基本的に｢信用｣をベースに
した商習慣という参入障壁により保護されていると言える。直接的な政府による規制ではないが,
日本の商習慣の特性も国内業務拡大には強みであった。しかし, 国際化と海外業務の拡大を阻
害する要因になっていると考えられる。 
具体的には, マスメディアの購入が限られた代理店の口座制による信用取引に限定されてい
ることや, 国内では広告会社は同業種複数社を扱う「マルチ・クライアント」制度が認められている
ことが挙げられる。しかし, 海外市場では「一業種一社」制度でなくてはならない。そのため, 日
本の広告会社は, グローバル契約によって展開される外資系のシンプルなネットワーク構造とは
異なり, ひとつの国において複数の拠点を, 同業種のクライアントを扱う場合には用意しなけれ
ばならない。そのためには, 大きな投資も必要になり, 非効率的な海外事業の拡大に対して本腰
をいれられない状態が長く続いたのである9。 
                                                        
8世界の総広告市場規模は, 推定 50 兆円とされる。電通によると 2009 年の日本の広告費は, 前年比
11.5％減の 5 兆 9,222 億円であった。(2010 年 2 月 22 日, 電通ニュースリリース) 
9今井 雅和「広告会社のアジア戦略と知識移転」『産業研究』,高崎経済大学附属産業研究所 45(2) (通号 
73) , 2010 年 3 月, 33 ページ。 
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(4)の「経営ノウハウや技術の蓄積不足」に関しては, グローバル・レベルでのコミュニケーショ
ンの戦略パートナーシップの問題がある。例えば, シェル石油やユニ・リーバであればオグルビ
ー＆メイザーのネットワークが, ロレアルであればマッキャン・エリクソンのネットワークが全世界の
広告活動を担当するなど, 欧米の広告会社にはグローバル企業の戦略パートナーとしてのネット
ワークが構築されている。日本の広告会社は, グローバル規模での契約に基づいてクライアント
にサービスを提供するというようなビジネスの形態をとっていない。従って, 国際的なネットワーク
としてはパッチワークにならざるを得ない。これでは, 国際経営のノウハウを蓄積することは難しい
環境にあるといえる。 
本稿は, 特に(4)で示された, 経営ノウハウや技術の蓄積不足と無形資産の国際移転システム
やネットワークが未構築という指摘に着目する。日本の広告会社が海外事業を拡大するうえで国
際競争力を向上させるために情報や知識といった無形資産の国際移転を, どのようなプロセスで
展開しているのかを検証する。 
日本の広告会社による海外市場での事業拡大の余地が残されているエリアとしては, クライア
ントである日本企業が比較的競争力を発揮している新興国市場である。新興国市場とは, 谷地
［1999］ によると, 「とりわけ近時における成長性が高く, 潜在的規模が大きいとされる市場を総
称したものである」とし, 「中国はとりわけ有望な新興市場とみられ, 『20世紀最後の巨大市場』と
呼ばれるようになり, 1980年代後半から日本企業の進出が活発化した」と指摘している10。 
2010 年のJETROの直接投資統計によると, 日本企業の海外での事業拡大の意欲は, 2008 年
9 月の金融危機の影響から着実に回復しており, 中国をはじめとするアジアにおいて販売拡大を
志向する企業が増加傾向にあると指摘されている11。特に中国への直接投資額は, 2000 年以降,
他の新興国市場より安定的に規模が拡大している（表 1-2, 参照）。このような現象は, 2000 年以
降の 10 年間に, 日本企業にとって中国を市場として開拓する必要性が強くなってきたことを示し
ている。  
谷地は, 1990 年代の日本企業の参入当時には, 合弁契約や生産, 人事, 労務面での問題が
中心であったが, 市場の成長によって製品販売とマーケティングに関する問題が増加しているこ
とを指摘している。それは, 中国市場が急成長したことにより, 高品質で高価格の日本の商品や
サービスに関心が高まっていることの裏返しである。そこで, 国内で集積された知識やノウハウを
                                                        
10谷地弘安 『中国市場参入-新興市場における生販並行展開』(千倉書房, 1999 年）,  2 ページ。 
11JETROホームページ, http://www.jetro.go.jp/news/releases/20100308934-news, 『日本企業の海外事業
展開に関するアンケート調査』（2010 年 3 月 18 日閲覧） 
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いかに成長市場に効率的に移転して成果を出すかということが重要になる。 
 
表1-2 ：日本の国 ・地域別対外直接投資 （国際収支ベース）
中国 934 2,158 2,622 3,980 5,863 6,575 6,169 6,218 6,496 6,899
インド 175 150 146 124 139 266 512 1,506 5,551 3,664
ブラジル △ 323 864 743 1,068 △ 65 953 1,423 1,244 5,371 3,753
ロシア 15 10 27 △ 5 49 95 160 99 306 391
2000 20092007 20082001 2004 2005 20062002 2003
 
（直接投資金額：百万ドル） 
出所：JETROホームページ, http://www.jetro.go.jp/world/japan/stats/fdi,「直接投資統計長期データ対外」(2010年) 
 
日本の広告会社の知識移転の問題を取り上げた研究は多くない。そのひとつとして, 今井
［2010］は, 広告会社のアジア戦略と知識移転の問題を取り上げている。そのなかで, 電通は社
内教育と知識移転をシンガポールの統括会社を中心に推進しており, 知識の体系化と組織化に
積極的であるとされている。電通アジアネットワーク大学のような公的・組織的な教育プログラムと
自発的, 非公式な研修や意見交換会を通して, 日本で培われた優れた知識と経験の共有化に
よる競争力の向上を目指している。 
博報堂においても2007年より, 電通と同様の取り組みがなされており, 東南アジアの子会社の
経営幹部候補やクリエイターを博報堂大学（日本）に派遣して, 各職種に応じた知識移転をおこ
なっていることを指摘している12。 
2002 年以降, ADK においても, 米国コロンビア大学のバーンド･シュミット教授の「経験価値マ
ーケティング（Experiential Marketing）」の概念と手法を組み込んだ独自のブランド開発メソッド
である「EX-ブランディング」が最適なコミュニケーションプランをクライアントに提案するためのも
のとして, 海外の各拠点でも研修する機会が設けられた。 
これらのような広告会社の知識移転の例としては, 教育プログラム的な「知識の蓄積」を共有す
るタイプがある。そのような移転では, 知識の送り手側が開発した状況と受け手の市場環境が均
一でないため, 現地の実際の業務に適用できる部分とそうでない部分が生じやすい。また, NIH
症候群（“Not Invented Here”（ここで発明したものではない））の問題もあり, 知識の送り手側が受
け手に「押しつける」タイプの知識移転になる傾向がみられる。 
                                                        
12今井雅和「広告会社のアジア戦略と知識移転」『産業研究』高崎経済大学附属産業研究所 45(2) (通号
73) , 2010 年 3 月, 36 ページ。 
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本稿では, このような研修を通しておこなわれる知識移転は分析の対象とはしない。現地での
業務ベースの知識移転を前提とし, 送り手と受け手が相互に関与するタイプの知識と移転プロセ
スを分析の対象とする。 
本稿は, 専門サービス業の成熟市場から成長市場に「移転される知識」の特性とそのプロセス
を明らかにする。すなわち, 日本の広告会社の国内で集積された知識を有効活用して, 国際競
争力に結び付けていくための移転プロセスのマネジメントに関する問題を解明し, 日本と中国の
間に存在する知識の移転経路のパターンにおける本社派遣者と中国人マネジメントの機能がど
のようなものであるかについても明らかにするべきであると考える。 
日本の広告会社が新興国市場での海外業務拡大を実現するための課題として, 知識移転プ
ロセスのマネジメントを捉えるべきであるという問題提起をおこなう。 
 
第 2 節 研究目的 
本稿の研究目的は, 新興国市場での事業拡大のポイントとなる中国において, 日本の広告会
社から移転される知識が, どのような特性をもち, いかなるプロセスで移転されるのかを明らかに
することである。 
知識移転を対象とする理由は, コンサルティングファームや広告会社のような専門サービス業
において, 知識は資産そのものであり, それがグローバルにいかに移転されるかが, 競争戦略
上も重要であることが理由である。 
特に中国市場での広告会社の事例を通して, 日本の広告会社が国内で蓄積した知識を有効
活用して, 国際競争力に結び付けていくために, 移転プロセスのマネジメントに関する問題を解
明することを研究目的とする。 
なぜ, このような研究が必要であるかというと, これまでの中国市場を対象とする移転される知
識特性に関する研究は, 製造業や小売業について中心におこなわれてきたが, 専門サービス業
である広告会社の移転される知識特性とその移転プロセスとを関連づけた研究はない。また, 知
識移転プロセスにおける送り手の日本企業の知識特性と受け手の中国人の性質を視点に加えて
論じたものもないことが理由である 
具体的には, 以下の分析の対象が挙げられる。 
第 1 にクライアントにサービスするための知識である。それは, 顧客に追随するタイプの知識で
あり, 国内での顧客に関する知識の集積を海外市場で活用するための移転プロセスと合わせて
分析する。 
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第2 に, 国内で独自に開発されたビジネス・モデルやプロジェクトに関する知識である。これは,
成熟市場に集積された知識を成長市場に移転するタイプの知識であり, 現地の市場における事
業領域の拡大を目的とする市場探索型の知識である。この知識に関しても移転プロセスと合わせ
て分析をおこなう。 
第 3 に, これまで広告会社のサービスの主体は, 顧客追随型であると規定されてきた。しかし, 
現地での事業領域を拡大し, 成長しなくてはならない時期には, もうひとつの参入動機の側面で
ある市場探索型の知識も対象にすべきである。サービス業の参入動機の分類として扱われた, 
顧客追随と市場探索という事業目的の類型を知識移転プロセスの分類と関連させて, 中国市場
での広告会社の知識移転が直面する課題を導出する。そうすることで, これまでの知識移転の研
究においては扱われていなかった部分を埋めることができると考える。 
第 4 に, 知識移転のプロセスは, 個人からグループ, そして組織の段階で知識が共有されるも
のとして扱われてきた。日本と中国という国際的な知識移転においては, 個人とグループの特性
をどう捉えるかが重要な点である。そこで, 聞き取り調査による事例分析によって, 個人とグルー
プの関係性を明らかにし, 中国における知識移転のパターンの差異を生み出す要因が何かを分
析する。 
それらを総括して, 日本の広告会社が直面する中国での知識移転プロセスの課題が何である
かを提示する。 
 
第 3 節 本稿の構成 
本稿は, 全 8 章から構成されている。問題提起をおこなった第 1 章に続く第 2 章では, サービ
ス業の移転される知識の特性および知識移転プロセスに関する先行研究のレビューをおこなう。
これまでの研究の成果と同時に, 問題点や欠落部分を整理し, これらの先行研究の検討結果に
基づいて事例分析の新しい枠組みを示す。 
第 3 章では, 事例分析の対象企業である広告会社 ADK の中国における事業展開の概要を記
述する。広告会社として独自性のある知識がどのように集積されたかという歴史的なデータとして
提示する。 
第 4 章では, 顧客追随型の知識移転の事例分析を試みるため, 同社の重要なクライアント企
業である中国資生堂の業務に関する事例をとりあげる。クライアントへのサービスとしてのビジネ
ス視点から, 感性やイメージという要素が重要である化粧品の広告活動に必要とされる知識特性
と移転プロセスの関係を明らかにする。 
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第 5 章では, 前章と同様の顧客追随型の知識移転の特性と移転プロセスを, 三菱自動車の業
務を対象に分析する。広告活動において機能が訴求するポイントとなる商品の場合の知識特性
と移転プロセスをとりあげる。 
さらに, 同じ顧客追随型の第 4 章の資生堂業務との知識移転プロセスの比較をおこない, そ
の相違点を示す。 
第 6 章では, 顧客追随型と異なる市場探索型の知識移転では, 何が受け手側から期待される
要因となるかを, 上海万博の中国民間企業連合館の事例をとりあげて分析する。日本が成熟市
場であり, 経験に基づく知識を保有しており,中国市場にはそのような知識が存在しないとき, ど
のような移転のプロセスを経て知識移転がおこなわれるかを明らかにする。 
第 7 章では, 日本では成熟市場になっているアニメーション・コンテンツとメディア事業開発の
事例をとりあげる。成長市場での事業開拓を目的とする市場探索型の事例において専門性の高
い複雑な知識およびコンサルテーション型知識の特性と移転プロセスを明らかにする。 
第 8 章では, 前章までの分析の結果を統合した発見事実と本稿の意義について記述する。中
国市場を対象とした日本の広告会社の知識移転プロセスのマネジメントを分析し, 新興国市場で
の事業拡大のポイントとして, 知識移転マネジメントの課題について言及する。 
 
第 2 章 先行研究と分析の枠組み 
 
第 1 節  サービス業の参入動機の分類についての先行研究 
サービス業の海外進出についての研究は少ない。しかしながら, 参入動機に関しては注目す
べき幾つかの先行研究がある。 
前述したように, 日本の広告会社は海外市場での事業拡大が必要であることは明らかである。
サービス業である広告会社が, どのような海外市場への参入動機によって事業を展開し始めた
のかを踏まえて, 広告会社の知識移転プロセスの分析をおこなう。 
Weinstein [1977]は, 限定的ではあるが単一のサービス産業である広告代理店の海外市場参
入の動機を分類した。多国籍広告会社の海外投資行動において製造業と比較し, 重要な相違
点があるかを特定することが試みられている。調査対象の条件としては, アメリカの多国籍展開広
告会社の定義として 2,500 万ドル以上の売上高があること, 海外の売上高が 1 億ドルを超えてい
ることとし, インタビューは 13 社の上級管理職に実施した。また, 海外売上高が全売上高の 50％
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を超える 11 社に対してアンケート調査をおこない,  250 事例の投資に関する意思決定が研究さ
れた。結果, アメリカの多国籍広告会社の海外投資行動や海外での拠点開設について, 16 項目
を序列化することによって明らかにしている。それらは, (1)上級管理者の興味, (2)顧客へのサー
ビス, (3)攻撃的,  (4)防衛的の 4 つのカテゴリーに分類される。着目すべきは, 広告会社の海外
進出の主な動機が, 上級幹部の初期興味と顧客へのサービスに影響されているという指摘がな
されたことである。  
Terpstra and Yu [1988]は, 多くのサービス業が海外市場に進出するのは, 国内のクライアン
トの海外子会社へのサービスを行うためであることを示した。欧米・日本の広告会社が, クライア
ントの海外市場参入に追随し,  その拠点でのサービスを提供する目的で事務所を開設すること
を明らかにした。また, Eramilli［1990］もコンサルティングファームや会計事務所,  広告会社な
どの専門的サービス業は, クライアントへの個別対応や密接な関係構築のため本社と海外拠点
の統合度を高める必要があり, 完全所有に近い海外子会社の設立をする傾向が一般的であると
している。 
 
表 2-1 : 広告会社の海外進出の動機要因 
海外市場参入への動機の記述 ランク 動機のグループ （カテゴリー）
上級幹部社員の初期興味 1 エグゼクティブ インタレスト
現行クライアントのサービス欲求 2 クライアントサービス
規模拡大と成長への進取の欲求 3 攻撃的
顧客の業務へのコミットしてくれる安心感 4 クライアントサービス
多国籍広告会社としての認知獲得 5 攻撃的
市場での企業名の確立（将来に向けて） 6 攻撃的
他社の海外への進出・業務拡大 7 防衛的
見込みパートナーからの提案 8 クライアントサービス
過去の海外投資の成功 9 防衛的
アメリカのエージェンシーとの競合 10 防衛的
顧客企業からの要請 11 クライアントサービス
財務報告書の見え方の改善 12 攻撃的
他の投資より回収が大きいという期待 13 防衛的
現行クライアントの関係の悪化の回避 14 防衛的
市場での非アメリカ企業との競合 15 防衛的
アメリカの税制からの影響の軽減 16 防衛的  
出所: Weinstein,A.K.,“Foreign Investments by Service Firms :The case of Multinational Advertising Agencies,” 
Journal of International Business Studies,Vol.8,No.1 (Spring-Summer 1977), P.84 
 
サービス業の特殊性に着目し, その海外市場参入形態の分類および説明をおこなったのは, 
Erramilli and Rao [1990]である。彼らは, 参入の動機（モード）を顧客追随型と市場探索型の 2
つに分類している(表 2-2, 参照)。さらに提供されるサービスによって, サービス・ファームを 2 つ
のタイプに類別している。 
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具体的には, レンタカーやレストラン事業など, サービスの生産と消費を分離することが困難な
業種をソフト・サービス・ファームとした。一方, 建築事務所やコンサルタントなど, 生み出されるサ
ービスと消費を分離することが可能なサービスを提供する業種をハード・サービス・ファームと類
別した。このように, Erramilli and Rao は, サービス業の海外市場への参入の動機を顧客追随
型（client following）と市場探索型（market seeking）に分類し, ソフト・サービス・ファームとハー
ド・サービス・ファームに対応させた。 
ソフト・サービス・ファームの顧客追随型の例としては, 広告会社やコンピュータソフトウエア企
業が挙げられている。ソフト・サービス・ファームの市場探索型の例としては, ファスト・フードチェ
ーンが現地の顧客にサービスを提供することが, 例として挙げられている。この研究においては,
広告会社の海外参入の動機は顧客追随であるとされ, 自国内のクライアントの海外拠点にサー
ビスするために, 自社のオフィスを設置することが示された。さらに, 現地の新しい顧客獲得よりも
国内で既に取引関係のあるクライアントへのサービスをおこなうことが優先されていることが示され
た。 
 
表 2-2 : サービス・ファームの類別と顧客追随型と市場探索型参入モードの事例 
参入動機（モード）
ソフト・サービス・ファーム ハード・サービス・ファーム
顧客追随型 広告会社が国内のクライアントへの ソフトウエア企業が国内のクライアントの支社
サービス提供のために拠点を設立する に対してサポートをおこなう
市場探索型 ファスト・フードのチェーンが現地の消費者 建築事務所が外国の顧客に青焼きの図面
へサービスをするためフランチャイズ展開する を販売する
サービス・ファームの類別
 
出所 Erramilli,M.K. and C. P. Rao, “Service Firm’s International Entry-Mode Choice: A Modified 
Transaction-Cost Analysis Approach,” The Journal of Marketing, Vol. 57, No. 3(July, 1993), pp. 19-38. 
 
広告会社は, 国内のクライアントへのサービス提供の目的で海外に拠点を設立する「顧客追
随型のソフト・サービス・ファーム」である。しかし, 参入後の時間の経過とともに, 顧客追随型によ
るサービスを中心にしながら, 市場探索型の事業目的を重視していくようになると考える。    
Weinstein や Erramilli and Rao の研究は, 参入時点の動機に焦点をあてており, 市場参入
の初期の分析には適するが, 参入後の経時的な動機の変化の視点がなく, より拡張的な事業拡
大期の分析には必ずしも適当でない問題がある。 
本稿は, これらの先行研究の長所を取り入れながらも, 先述の短所を補完する視点として, 日
本の広告会社が市場参入後, 業務拡大という目的により, 現地企業へのサービスも志向すること
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に着目する。そして, 参入後の時間の経過とともに, 顧客追随型と市場探索型の事業展開が並
立すると考える。参入動機の類別であった顧客追随型と市場探索型を, 事例における移転知識
の分類として発展的に捉える。 
次節において, 広告会社で移転される知識とは何かを具体的に検討するため, 知識の類型に
ついての先行研究をレビューする。 
 
第 2 節  移転される知識の類型についての先行研究 
１．形式知と暗黙知の分類（「know what (何を知っているか)」と「know how（どのように知
っているか）」） 
  では, 広告会社にとって経営資産そのものである知識とはいったい何であるか。移転される知
識に関する先行研究のレビューをおこなうことによって検討する。 
野中・紺野［1999］は, コカコーラの例を挙げて, 知識の特性を説明している。まず, きわめて
厳重に管理する原液の製法（レシピ）がある。次に, ブランドを通じた顧客との結びつきがあり, そ
して, 原液をボトリングし, 販売するマーケティング・ノウハウの 3 つの要素から構成されるとする。
それらの要素が, コカコーラの知識資産であるとしている。すなわち, 知識とは各情報が有機的
に結び付き, 相乗的な効果をもたらして, 他社が模倣することが困難な性質のものである。 
さらに, 知識を理論的に捉える立場をとる野中・紺野［1999］は, データ・情報・知識を次のよう
に定義している。 
(1)データとは, 出来事に関する慎重かつ客観的な事実(記号・数値)である。 
(2)情報とは, データから構成された意味や意義である。 
(3)知識は, 情報を認識し行動に至らしめる秩序である。 
つまり, 情報を何に対して, どう使うかということが, 重要な点であることを指摘した。さらに「暗
黙の語りにくい知識」と「明示された形式的な知識」の特性をまとめている（表 2-3, 参照）。 
  Davenport and Prusak ［2000］は, より実務的な見地からデータと情報および知識を定義
している。彼らによると, データは出来事に関する慎重かつ客観的な事実である。そして, 情報
は文書あるいは聴覚を伴うメッセージであり, 受け手に何らかの変化を与える可能性をもっている
と指摘した。データや情報に比べて, 知識により価値があるのは, 行為に近いことであるためとし
ている。また, 知識は人間と同じように複雑であり, 構造化されている場合もあれば, 形のない流
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動的な場合もあるとしている13。 
 
表 2-3 ： 暗黙知と形式知の違い 
         
暗黙知 形式知
○言語化し得ない, 言語化しがたい知識 ●言語化された明確な知識
○経験や五感から得られる直接的知識 ●暗黙知から文節される体系的知識
○現時点の知識 ●過去の知識
○身体的な勘所, コツと結びついた技能 ●明示的な方法・手順・事物についての情報を
   理解するための辞書的構造
○主観的,個人的 ●客観的・社会（組織）的
○情緒的,情念的 ●理性的・論理的
○アナログ知, 現場の知 ●デジタル知
○特定の人間・場所・対象に限定される傾向 ●情報システムによる補完などにより場所
    の移動・移転・再利用が可能
○身体経験を共同作業により共有, ●言語的媒介を通じて共有,編集が可能
   発展増殖が可能  
出所 : 野中郁次郎・紺野登『知識経営のすすめ ナレッジ・マネジメントとその時代』, 筑摩書房, 1999 年, 105 ページ。 
 
Dixon［2003］の提唱したコモン・ナレッジの概念は, 「know what (何を知っているか)」よりも
「know how（どのように知っているか）」を重視している。理論的な知識あるいは情報であるノウホ
ワット（know-what）と, 組織的任務に携わっている人々の経験から作られた知識であるノウハウ
（know-how）との区別が重要であり, それは「行為」に由来するとしている。組織内の他の人たち
が「行為」するときに使える可能性を知識が持っていることを重視する視点は, ポランニーの暗黙
知（tacit knowledge）の概念の文脈と同じである。 
コモン・ナレッジは, 社員が組織の仕事をおこなう中で学ぶ, 組織に存在する知識であるとさ
れる。それは, 知識が行為と結びつくことによって模倣することが困難な個々の企業に特有な「ノ
ウハウ」となる。その特殊性によって, 経験から得た知識が組織に競争優位をもたらすことができ
るのだとしている。 
さらにDixonは, 知識は人々が心の中で作り出す情報間の意味のある結び付きであり,それを
                                                        
13トーマス・H・ダベンポート/ローレンス・プルサック著/梅本勝博訳『ワーキング・ナレッジ』(生産性出版, 
2000 年), 16-25 ページ。 
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特定状況での行為に応用したものであるとしている14。それは, 広告会社の知識移転の特性とプ
ロセスを分析するにあたって, 情報であるノウホワット（know-what）と, 知識であるノウハウ
（ know-how ）を区別する視点が必要であることを示唆している。例えば, ノウホワット
（know-what）は, 担当するクライアントの商品やサービスに関する情報（開発コンセプトや競合
商品とのポジショニング, 価格戦略, 流通戦略）である。知識であるノウハウ（know-how）は, そ
れらの戦略が決定される背景となるクライアントの「その企業らしさ」である。実際の広告制作物に
なった場合には, トーン・アンド・マナーとして表現されるものである。 
太田［2007］によると「見えざるものは, 見えざる資産（intangible assets）, コア・コンピタンス
（core competence）などと様々な呼ばれ方をするが, その中心を成すものは情報であり, さらに
そのコンフィギュレーションとしての知識である」としている。そして, 「見えざるもの」の競争力への
変換がグローバル競争における最大の課題であるとした。ナレッジ・マネジメントにおいて留意す
べき点はデータと情報を, さらに情報と知識とを区別することであるとしている。特に知識自体が
製品である企業では, 高度にカスタマイズされたサービスを産出する知識は, 必然的に暗黙知
が中心になるとしている15。 
石井[2009]は, ポランニーの対象とした暗黙知が名詞としての知識（knowledge）ではなく, 動
詞としての知ること（knowing）の方であると指摘した。｢暗黙裡に, つまりそれとわからないうちに
知ってしまう, 隠れたプロセス｣こそが, 知識を得る認識のプロセスであると述べている16。 
このように, 情報産業である広告会社の知識移転に焦点をあてる分析では, 高度な暗黙知的
な知識が重要な意味をもっていると考える。なぜならば,広告会社の移転知識はコカコーラのよう
に原液の製法（レシピ）があるわけではなく, クリエイティブな表現は無形のアイデアによって創造
される。そして, 企業のブランドや商品を表現するクリエイティブには, 「その企業らしさ」というよう
なニュアンスが多く含まれている。受け取り方によっては, まったく違った表現になってしまう知識
によって広告表現は制作される。では, 「企業らしさ」の「らしさ」とはどのような知識であろうか。 
三木[2008]は, 「その企業らしさは企業ブランド連想によるものである。企業ブランド連想とはブ
ランド価値を背後で支える組織をブランドアイデンティティの一部として認識することを意味する。
組織が提供する価値に対して顧客が革新性を認めたり, 優れたサービスを知覚したりするので,
企業ブランド連想は製品連想とは異なり, 組織的特性, 従業員特性, 顧客との関係で形成され
                                                        
14ナンシー・M・ディクソン著/ 梅本勝弘・遠藤温・末永聡訳 『ナレッジ・マネジメント 5 つの方法-課題解決
のための「知」の共有』 (生産性出版, 2003 年), 18-22 ページ。 
15太田正孝 『多国籍企業と異文化マネジメント』 （同文館出版, 200７年）, 89～90 ページ, 132 ページ。 
16石井淳蔵 『ビジネス・インサイト-創造の知とは何か』 （岩波書店, 2009 年）, 96～97 ページ。 
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るものである」としている。また, 「企業らしさは企業文化そのものであり, 組織のメンバーが共有
するものの考え方, ものの見方, 感じ方」という行動規範といえる知識である17。 
本稿の分析対象としては, 中国市場への暗黙知的な知識移転のプロセスの実態を明らかにす
るため, 業務における「行為」と関係する動態的かつ暗黙知的な知識を中心的に扱う。広告会社
の知識について形式知と暗黙知の内容を具体的な事例を用いながら検証し, 知識移転プロセス
との関係を分析する。 
前述したように, 知識は行為と結びつくことによって模倣することが困難になり, 組織の競争優
位性になる。この考え方において知識移転プロセスと関係の深い概念が, ナレッジ・マネジメント
である。これは知識特性を把握し, その知識から生み出される価値を最大限に発揮するための
知識移転のプロセスのデザインについての考え方である。知識特性と移転プロセスを橋渡しする
概念としてナレッジ・マネジメントに関する先行研究を取り上げる。 
 
2.知識経営論におけるナレッジ・マネジメントの類型 
データや情報に比べて, 知識により価値があるのは行為に近いからである。業務における行
為との関連性という視点から知識を捉えるのではなく, 成熟した市場で培われた知識を資産とし
て活用する視点からの分類をおこなう。すなわち, 知識の活用をいかにマネジメントするか, 競争
力を生み出す資産としての知識経営をおこなうかを意識したナレッジ・マネジメントの類型である。
実務レベルからすると, 行為との関連をより具体化させたものとして理解しやすい。 
野中・紺野［1999］は, ナレッジ・マネジメントを知識資産活用の目的と手段に基づいて 4 つの
タイプに分類している(図 2-4, 参照)。 
まず, (1)ベストプラクティス共有型がある。これは, 組織内の大きな成功や日常的なコツのノウ
ハウの共有・移転をおこなうものである。次に, (2)専門知ネット型である。これは, 専門的知識や
意思決定権をもつ人をグローバルにネットワークで結び, 特定の問題解決や意思決定をおこなう
ものである。Know-who（知識をもっているのは誰か）が重要とされる。そして, (3)知的資本型のナ
レッジ・マネジメントである。これは, 経済価値に変換できる知識資産としての特許やライセンス,
著作権のあるプログラムや企業のブランドも, そのひとつであるとされる。これらの知識は形式化
されて, 法的に保護されているか否かに関わらず, 社内外で活用することが求められる。最後に, 
(4)顧客知共有型がある。提供する知識がクライアントの業務プロセスに不可欠のものとなり, アカ
                                                        
17三木佳光「“その企業らしさ”の経営とは-企業ＤＮＡ（遺伝子）」『文教大学国際学部紀要』第 18 巻
2 号, （2008 年 1 月）, 5 ページ。 
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ウント取り扱いの維持と事業の安定化につながるタイプである。これらのナレッジ・マネジメントの
類型はそれぞれ独立したものとしても, 組み合わせたものとしても展開されるとしている18。 
 
図 2-4 : ナレッジ・マネジメントの 4 つの類型         
        
出所：野中郁次郎・紺野登『知識経営のすすめ-ナレッジ・マネジメントとその時代』 (筑摩書房, 1999 年), 70 ページ。 
 
また, 1990 年代の後半より情報化の時代から知識の時代への移行が顕在化し, 知識の時代に
は「無形（知識）資産が価値の源泉」になるとして, 知識経営のパラダイム転換が起こることを指摘
している。企業が知識を資産として扱うことによって競争優位性を構築すると述べている。そして,
企業にとって知識が重要な経営資源となり, 資源活用のナレッジ・マネジメントの意義を主張して
いる19。本稿では, 移転知識の特性を考察するにあたって, このナレッジ・マネジメントの類型と
関連づける。 
                                                       
先行研究の知識の類型に基づいて, 広告会社の移転対象になる知識に関して整理する。
Erramilli and Rao の顧客追随型と市場探索型という参入動機の類型と野中・紺野 ［1999］によ
るナレッジ・マネジメントの 4 つの分類である顧客知共有型, ベストプラクティス共有型, 専門知ネ
ット型, 知的資本型を参照して, 中国における日本の広告会社の知識特性の分類をおこなう（表
 
18野中郁次郎・紺野登『知識経営のすすめ-ナレッジ・マネジメントとその時代』 (筑摩書房, 1999 年) , 7１～76 ページ。 
19同上, 70 ページ。 
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2-5,参照）。 
 
表 2-5 ： 参入動機とナレッジ・マネジメントの類型による広告会社の移転知識の分類 
 
参入動機の類型 広告会社の移転知識の具体的内容
顧客追随型 顧客知共有型（増価・連携） 顧客との知識共有 クライアントの企業哲学・理念・判断基準
ベストプラクティス共有型（改善・集約） 成功事例の移転 市場調査,商品開発,需要調査,クリエイティブ開発情報
市場探索型 専門知ネット型（改善・連携） 専門家による問題解決 大型プロジェクトやメディア事業開発ノウハウ
知的資本型（増価・集約） 包括的な知財戦略 コンテンツ ビジネスのノウハウ
ナレッジマネジメントの４類型
 
 
このような分類をおこなう理由としては, サービス業の市場参入動機の類別である顧客追随型
とナレッジ・マネジメントの類型である顧客知共有型・ベストプラクティス共有型との間にも市場探
索型と専門知ネット型・知的資本型との間にも, 業務や事業目的における共通点が存在している
と考えられるからである。広告会社の知識移転プロセスの分析において, 参入動機（事業目的）と
知識を活用するためのナレッジ・マネジメントの目的と手段で類型化し, 分類する試みをおこな
う。 
第１に, 顧客追随型とナレッジ・マネジメントの類型による顧客知共有型とベストプラクティス共
有型の組み合わせが想定される。顧客追随型-顧客知共有型の典型は, クライアント企業の「らし
さ」であり, トーン＆マナーという暗黙知的な言葉にしにくい知識である。 
顧客追随型-ベストプラクティス共有型では, 市場調査, 商品開発, 需要調査, クリエイティブ
事例の知識がそれに該当する。これらは, 日本の市場でのクライアントに関連する既存の情報や
知識の集積である。日本の既存クライアントへのサービスと関係のある知識としてまとめられる。 
第２に, 市場探索型とナレッジ・マネジメントの類型による専門知ネット型と知的資本型の組み
合わせが想定される。これらは, 成熟市場から成長市場へと移転される独自性のあるビジネス・
モデルやノウハウに関連する知識である。また, 組織として時間的・資金的・人的な投資をして蓄
積された知識でもあり, より独自性の強い要素を含んでいる知識と考えられる。 
市場探索型-専門知ネット型でも, 事業開発のコンサルティングやプロジェクト・マネジメントの
知識がそれに該当すると考えられる。市場探索型-知的資本型の組み合わせは, コンテンツ・ビ
ジネスに関わる知識である。このような分類の組み合わせを踏まえて, 具体的事例を用いながら
移転される知識の中身を検証し, 移転プロセスとの関係を明らかにする。 
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第 3 節 知識移転のプロセスについての先行研究 
1.知識移転プロセスの概念的モデル (個人→グループ→組織) 
前節において, 広告会社の移転知識の分類について述べた。実際に, どのような経路を通っ
て知識が移転されるのかは, 現地での知識活用の成果に影響を与える。知識特性と移転プロセ
スの関係を分析するために, 本節においては, 移転プロセスの先行研究のレビューをおこなう。 
Kogut and Zander［1992］は, 移転される知識の捉え方について, 個人・グループ・組織そし
て, ネットワークという移転プロセスのモデュール（単位）を示して議論を集約した。その研究のな
かで, テニスや自動車の運転のように, 個人がある行動を通してスキルとして上達したことを, 他
人に移転する難しさを例にあげている。また企業においては, そのような暗黙知的なノウハウや
情報が移転されるときは, 小グループを媒介として行われるとし, 独自の言い回しや決まりごとが
開発されるとしている。グループ内での情報レベルの知識移転では, 単に誰が, 何を知っている
ということで終わる場合もあるが, どのような行動が組織的にとられるべきかを意識されることもあ
るとしている。個人・グループ・組織・ネットワークと階層が変化するにしたがって, 情報もノウハウ
（知識）も内容が複雑になる。そこで, 知識移転をおこなうための原則やプロセス（仕組み）の役割
が示されている(表 2-6, 参照)。 
 
表 2-6 ： 個人から組織、社会ネットワークレベルへの知識移転 
個人 グループ 組織 ネットワーク
何であるかを知っている 利益 価格
情報（Information) 事実 誰か 集計されたデータ コンタクト先
公式・非公式な仕組み 何かを持っている誰か
コミュニケーションの 職人の製造方法のような グループ間と知識移転 どのように協力するか
ノウハウ（Know-how) スキル 組織的なレシピ（製法） の調整による組織的な どのように売買するか
問題解決力 行動の原則  
出所： Kogut,B. and U.Zander, “Knowledge of the Firm, Combinative Capabilities, and the Replication of 
Technology, Organization Science, Vol. 3, No. 3(August. 1992), p.388. 
 
暗黙知・形式知という知識のタイプと組織レベルとの関係を, 知識移転のマネジメントの視点か
ら検証する研究が, Inkpen and Dinur［1998］ によってなされた。同研究は, 知識へアクセスす
るためのプロセスと知識のタイプについての関連性に着目している。対象としたのは, 米国の国
際合弁企業である。国際提携の文脈でのナレッジ・マネジメント・プロセスについて分析をしてい
る。本稿では, この個人からグループ, そして組織という単位での知識移転のプロセスのフレー
ムワークを事例の分析において使用する(図 2-7, 参照)。日本本社から中国の現地拠点の個人
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レベルとグループという知識移転の単位に着目する。 
 
図 2-7 ： 知識移転プロセスのフレームワーク 
      
出所：Inkpen and Dinur,“Knowledge Management Processes and International Joint Ventures,” Organization 
Science,Vol. 9, No. 4, (July - August, 1998), p.457 
 
太田[2007］は, 「組織が知識を活用してタスクを遂行する仕組み, すなわち組織プロセス
（organizational process）に解が存在している」とし, 組織レベルで知識を資源として活用するこ
との意義を述べた。ただし, 「資源は必要条件であっても十分条件ではない」ので「企業がその資
源を生かすも殺すも, さらには強くユニークな組織価値を確立できるか否かも, 結局は『組織プロ
セス』をいかに定着させられるかにかかっている」として, 知識移転におけるプロセスの優位性の
影響を指摘している20。どのような知識が移転されるのかという問題と同じくらい, どのような経路
で知識が移転されるかが意味をもっており, 知識特性とプロセスの両方をコントロールすることが
知識移転のマネジメントであると考えられる。 
 
2.異文化による知識移転のプロセスの差異 （日本から中国市場へ） 
本稿が対象とする知識移転の個人・グループ・組織というプロセスについて, 異文化の特性が
与える影響を考慮する必要があると考える。 
まず, 野中と竹内［1996］が提示した日本型と西洋型の組織的知識創造スタイルの比較を参照
する。彼らの示す主要な差異としては, グループ中心で暗黙知志向の日本型組織と個人と個人
の関係重視で形式知志向とされる西洋型組織の違いである(表 2-8, 参照)。ここで, 知識移転の
                                                        
20太田正孝 『多国籍企業と異文化マネジメント』 （同文館出版, 200７年）, 134 ページ。 
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プロセスの枠組みと関連して重要なのは, グループ中心なのか個人中心なのかということである。
今後は中国をはじめとする新興国市場の台頭により, 日本型と西洋型のスタイルという二元論的
な分類では, もはや十分に対応できないのではないかと考える。 
 
表 2-8 ：日本型と西洋型の組織的知識創造スタイルの比較 
    
日本型組織 西洋型組織
●グループ中心 □個人中心
●暗黙知志向 □形式知志向
●共同化と内面化に強い □表出化と連結化に強い
●経験重視 □分析重視
●「集団浅慮」と「過去の成功体験への □「分析麻痺症候群」の危険性
   過剰適応」の危険性
●多義的に解釈可能な組織の意図 □一義的に明確な組織の意図
●グループの自律性 □個人の自律性
●職務の重複による創造的カオス □個人間の差異による創造的カオス
●頻繁なトップからのゆらぎ □トップからのゆらぎは少ない
●情報冗長性は高い □情報冗長性は低い
●職能的横断チームによる最小有効多様性 □個人間の差異による最小有効多様性  
出所 ： 野中郁次郎・竹内弘高 『知識創造企業』 （東洋経済新報社, 1996 年）, 295 ページ。 
 
中国の文化特性については, Matthews［2000］による Chinese Value Survey-CVS によって
分析がなされている。そのなかで注目すべきなのは, 中国人の本質的な価値観を孔子の教
えに基づく「儒教的道徳観」と関連づけていることである。「儒教的道徳観」とは, 親か
らの財政的援助に感謝する伝統や儀礼を重視する文化である。また, それは権力格差と相
関があり, 個人主義ではあるが, 同時に自分より力のある人に依存したいという欲求もあ
るとしている。さらに, 重要なのは「面子」にこだわることが, 自己と社会の関係において極め
て重要な要素であることが示された。日本人と中国人ではグループや組織, 社会に対する考え
方は同じではないということである。 
異文化による知識移転のプロセスの差異について考察することは, 今後のグローバルビジネス
にとって必要なことであり, 中国の特殊性を反映した新しいスタイルの分類が必要になることも想
定される。本稿では, 日本型と西洋型の比較を参照しながら, グループ中心型と個人中心型とい
う類型を分析に援用する。 
 
3.知識移転の 4 つの知識変換モード 「SECI プロセス」 
野中・竹内［1996］は, 「SECIプロセス」と呼ばれる 4 つの知識変換モードによる組織的知識創
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造のモデルを提示した（図 2-9, 参照）。この概念は, 「知識創造理論の鍵は暗黙知を動員し, そ
れを形式知に転換することである」としている21。また, 「暗黙知と形式知が相互に作用し合い, 知
識が存在論的に低い個人のレベルから, より高いレベルへとダイナミックにらせん状に上昇して
いく」モデルである。このモデルにおいても個人からグループ, そして組織の関係性のなかで知
識が移転され, 共有されていく概念が示されている。 
この 4 つの知識変換モード「SECIプロセス」において, (1)「共同化」とは, 経験の共有によって
言葉を使わずに他人のもつ知識を獲得することができ, 共通のメンタル・モデルや技能などの暗
黙知を創造するプロセスであるとされる。共通体験が他人の思考プロセスに入り込むポイントであ
るとする。次に, (2)「表出化」は, 暗黙知から形式知へと移す明確なコンセプト化のプロセスである。
従来の文献では無視されてきた「表出化」こそが, 知識創造の鍵であると主張されている。「何か
あたらしいもの」の創造は, 暗黙知と形式知の相互作用によって可能になると強調されている。(3)
「連結化」は異なった形式知を組み合わせて, 新たな形式知を創り出す変換プロセスである。(4)
「内面化」は, 形式知から再び暗黙知化へのプロセスである。このプロセスでは, 経験が言語化・
図式化されて範囲が拡大し, 組織のメンバーに共有される。この４つのモードは, それぞれを引
き起こすトリガーをもっているとされる22。 
 
図 2-9 ：暗黙知と形式知の相互作用と個人・集団・組織間の 4 つの知識変換モード （SECI プロセス） 
        
                     i=個人（Individual） g=集団（Group） o=組織（Organization） 
 
出所：野中郁次郎・竹内弘高 『知識創造企業』 （東洋経済新報社, 1996 年）, 93 ページより筆者加筆。 
                                                        
21野中郁次郎・竹内弘高『知識創造企業』（東洋経済新報社,1996 年）, 91～105 ページ。 
22同上, 105 ページ。 
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本稿は, 広告会社における知識移転のプロセスにおいては, 4 つの知識変換モードのうち(1)
「共同化」の個人と個人間での経験の共有や他人の持つ暗黙知を獲得するプロセスを重視する。
その理由は, 言葉や文化が異なる地域においては「共同化」の段階に問題点が顕在化しやすい
と考えるからである。暗黙知を暗黙知として, 個人からグループで共有するプロセスを中心に, 事
例を通して分析する。 
また, 既存の日本の形式知を中国の市場に合わせて形式知化する(3)「連結化」プロセスも想
定される。例えば, 広告のコピーの中国での翻訳の作業や技術用語の統一化などの業務である。
これは, グループ間を中心にした知識移転である。 
SECI プロセスでは個人からグループ, そして組織へと知識が広がり, 質と量が拡大していくこ
とが理想とされている。事例分析においても SECI プロセスを参照し, 知識移転がスパイラルアッ
プを起こしながら新しい知識創造の可能性があるのか, 単なる移転の域を出ないのかについても
検討したい。  
 
第 4 節 知識移転の事例分析の枠組み 
前節まで, 知識移転に関する知識と移転プロセスの先行研究についてレビューをしてきた。そ
こで, 本稿の中国における広告会社の知識移転プロセスを分析する枠組みの説明を本節でおこ
なう。表 2-10 は, 移転知識の特性の分類である。まず, 市場への参入動機を発展させて事業目
的に適合させた知識の顧客追随型と市場探索型の類別をおこなった。顧客追随型の移転知識
の分類として, (1)顧客知共有型と, (2)ベストプラクティス共有型の組み合わせと市場探索型につ
いては, (3)専門知ネット型と(4)知的資本型の組み合わせを分析の枠組みに援用する。そして, 
それぞれに形式知と暗黙知という知識の類型を当てはめる。 
 
表 2-10 : 広告会社の移転される知識特性の分類の枠組み 
 
         
参入動機の類型 ナレッジマネジメントの４類型 知識の類型
(1)顧客知共有型（増価・連携）
顧客追随型
(2)ベストプラクティス共有型（改善・集約） 形式知
(3)専門知ネット型（改善・連携)
市場探索型 暗黙知
(4)知的資本型（増価・集約）
 
 
移転プロセスを考える上でも, 知識特性に関して, 日本に優位性のある知識は, 強みであると
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同時に弱みにもなり得るということに留意したい。盲信的に日本の知識が優位性をもっていると判
断することは危険である。日本の市場で培われた知識は, 限られた予算で最大の効果をあげるこ
とには有効である。しかしながら, 国土が 26 倍, 人口が 10 倍の中国でも同じように有効かどうか
は, 注意深く検討する必要がある。そこで, 本稿では送り手の移転知識の特殊性と受け手の中
国人の性質に着目する。それらが, どのような知識移転のプロセスの差異として現れるかを検証
する。 
移転プロセスに関して, 先行研究に付加する視点としては, 知識が個人からグループ, そして
組織に移転されるという枠組みに基づき, 移転プロセスにおける知識の受け手である中国拠点
のグループを個人のレベルに細分化する。そうすることで, 日本からの派遣者, 中国人マネジメ
ントと現地社員の果たす機能を明らかにすることが可能になると考える。移転プロセスの分析の枠
組みにおいて, まず４つの移転プロセスのフェイズを設定する。各移転フェイズのつながりによっ
て個人からグループが形成され, 本社と現地拠点との知識移転のプロセスのパターンとなる（図
2-11, 参照）。本社から中国拠点への知識移転プロセスのパターンとしては 2 通りが考えられる。
ひとつは, フェイズ（1）-(2)-(4)（本社-派遣者-中国人マネジメント-現地社員）である。もうひとつ
は, フェイズ(3)-(4)（本社-中国人マネジメント-現地社員）である。この 2 つの移転経路のパター
ンを比較することで, 移転プロセスにおける本社派遣者と中国人マネジメントの機能が明らかにさ
れると考える。 
 
図 2-11: 知識移転プロセスの分析の枠組み 
（個人からグループ, そして組織レベルの 4 つのフェイズと知識移転プロセスのパターン）  
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まず, フェイズ(1)は, 本社から中国拠点への派遣者の知識移転である。フェイズ(2)は本社の
派遣者から中国人マネジメントへの移転経路である。フェイズ(3)は派遣者を介さずに知識が移転
される場合も想定されるため, 本社から直接的な中国人マネジメントへの移転経路である。フェイ
ズ(4)は, 中国人マネジメントから現地スタッフ（非マネジメントレベル）への知識移転である。 
各フェイズにおける移転知識の特性や知識の送り手, 受け手の性質や能力によって, 知識移
転の成否には差異が生じると考えられる。 
前述したように, 先行研究において広告会社の知識移転のプロセスにおける送り手の日本企
業の知識特性と受け手の中国人の特性やスタイル, 能力の視点を加えて論じたものはない。新
興国市場のなかでも日本にとって最も重要な中国を対象として経営資産そのものといえる知識を
いかに移転するかという問題について議論するための新しい枠組みを設定し, 事例を分析する。 
本稿は, 知識特性の分類（表 2-10）と 4 つのフェイズからなる知識移転プロセス（図 2-11）の枠
組みを使って, 聞き取り調査に基づく中国市場における広告会社の知識移転の実態を明らかに
する。 
 
第 5 節 研究方法 
事例として取り上げるのは, 電通, 博報堂に次ぐ国内第 3 位の ADK である。同社を取り上げる
理由として, 第一企画との合併前の旭通信社(1987 年当時業界 7 位)の時代から未知なる中国市
場に積極的に参入し, 人民日報・新華社などの国営メディアや通信社, 北京鉄道局などの政府
系の機関や流通グループとの合弁会社を北京, 上海に設立し「中国に強い広告会社」のイメー
ジ構築にいち早く成功したことが挙げられる。 
国内の上位 3 社は, いずれも市場セグメントの国別の売上高を公表していない。ADKの場合, 
2009 年のリーマンショックの影響で売上高は減少したとはいえ, 中国本部関連の売上高は, 約
160 億円であると推定される。それ以前は, 約 200 億円規模の売上高を維持していた。総売上高
に占める中国拠点の売上高の割合は約4.6%と推定される23。このように上位2 社と比較しても, 同
社の中国事業の比重の大きさが理解できる。 
研究方法の中心をなすのは, 聞き取り調査である。聞き取り調査の対象は, ADK の中国市場
における現地法人企業の現役駐在員に加えて駐在経験者である。同社は駐在から帰任後も, 継
                                                        
23中国市場の各会社の売上高は, 未公開である。電通は中国市場の推定売上高は 500 億円であり, 全体
の売上高に占める割合は 2.9%である。博報堂 DY は推定で 250 億円であり, 全体の売上高に占める割
合は 2.7%である。そのうち, 上海博報堂単体で 70 億円規模の売上高と推定される。 
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続して中国事業に関与する社員が多い。中国市場への参入時期から, ネットワークが充実してき
た約 20 年間の経過による知識移転の内容の変化についても考察するため, 駐在時期に関して
は幅をもつように意図した。また, 現地法人と関係している中国事業本部や中国事業に関係する
駐在員ではない社員も対象とした。聞き取り調査は, 全22名（付表1, 参照）に対して, 東京本社
および上海の拠点において実施した。全て対面によるもので, 電話や電子メールによる聞き取り
はしていない。インタビューの内容は, IC レコーダーに許可を得て録音をし, 後にテープ起こしを
おこなった。 
第 3 章 ADK の中国事業展開 
 
第 1 節  ADK の成立と発展（中国市場への進出） 
事例分析にあたって, 同社の中国事業やアニメーション・コンテンツ事業などへの取り組みが
どのようにして確立されたのかを, 経時的な視点から検証する。 
1999 年 1 月に業界第 3 位の株式会社旭通信社と業界第 7 位の第一企画株式会社が合併し,
株式会社アサツーディ・ケイ(ADK)として発足した。合併により資本金 375 億 8,136 万円, 売上高
3,513 億 6,700 万円, 社員数は 1,996 名となった。両社の合併は, 過去に合計 6 回におよぶ合併
話を経て 30 年越しで成立したとされる24。現在は電通, 博報堂DYグループに次ぐ国内第 3 位の
広告会社である。 
ADKの前身の旭通信社は, 1956 年に稲垣正夫（現 代表取締役創業者）によって設立された。
設立メンバーは稲垣の他3名であり, 全員が康徳学院の出身者であった。康徳学院は, 満州国（
現・中国東北部）の初代総務長官であった駒井徳三が, 大陸指導者の要請のため兵庫県宝塚
市に設立した 3 年制の私塾である。この康徳学院の建学の精神が「中国を理解しよう。中国の安
定がなければ日本の将来はない。日本の青年たちが中国へ渡り, 中国のために生涯をささげる」
というものであった25。創業者である稲垣正夫が, 大陸の指導者として, 中国語を含めた教育を
受けていたことは, その後, 旭通信社が中国市場に進出することに積極的であったことと無関係
ではないと考えられる。 
                                                       
戦前から新聞広告は扱い指定広告代理店制度があったため, 新聞広告に大きな利益を期待
 
24アサツーディ・ケイ社史編纂委員会 『ADK50 年史』（2007 年）, 242 ページ。 
25同上, 5 ページ。 
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できないという判断から, 戦後に設立された旭通信社は, 1953 年の日本テレビ放送網の開局以
降, 急成長する放送広告に積極的に進出していく。起業した草創期に, 民放の誕生と日本の高
度経済成長という追い風を受け, 1973 年には売上高 100 億円を達成した。その背景には, 成長
の原動力になったテレビ・アニメーションの企画と版権ビジネスの展開がある26。 
1963 年 11 月, これまで「珍犬ハックル」など数多くの外国アニメの番組化を手掛けていた社内
の若手によるプロジェクトを立ち上げ, 『少年マガジン』（講談社刊）に連載中の「エイトマン」のテ
レビ番組を制作した。その視聴率は 30％を超え, 現在の人気テレビ・アニメーションのビジネス・
モデルの原型をつくった。その後も, 旭通信社はアニメーション番組を企画制作し, 番組放送枠
を買い切るビジネスを展開する。当時の買い切りは, 金利負担と CM 枠が売れない場合には赤
字になるリスクがあった。 
また, アニメーションの版権ビジネスはテレビ局, 出版社, 原作者および制作プロダクションの
複雑な利害調整が必要となる事業である。具体的には, まず初めに原作者と出版社にアニメー
ション化する折衝をおこない許諾を得る。そのうえで, 放送局には番組枠を買い切り, 放送に必
要な電波料や製作費を保証する。さらに, 広告主との関係においては, 制作したアニメーション
番組の提供枠のセールスとキャラクターの商品化をパッケージで提案する。そうして実現したアニ
メーション番組が高い視聴率を取れば, スポンサー企業の商品も売れるという正のフィードバック
が生まれる。その後は, 広告会社が, 人気キャラクターの力で商品の販売促進を狙う企業を主導
的に選定することが可能になることにより, 競合他社にはない優位性を強化していくことになる。
関係者の複雑な利害関係の調整は, 競合他社にとっては模倣困難な事業のノウハウとなった。 
もうひとつの収益源として, 旭通信社は, 番組のスポンサー企業の広告宣伝および商品化に
アニメーションのキャラクターを使用する権利を許諾することで, ロイヤルティ（版権料）の分配を
得る。この事業システムは, キャラクター・ビジネスの成長にともなって大きな収益源になった。 
その後, 1987 年 10 月 29 日に旭通信社は, 日本の広告会社で最初に東京証券取引所第二部
に上場を果たした。さらに 1990 年 6 月 1 日には, 東京証券取引所第一部に上場した。資本金は 
222 億 844 万円になり, 資本準備金・剰余金を加算した自己資本は 546 億円になった。日本の広
告会社として初めての株式上場は, 業界に社会的信用を与え, 旭通信社の成長に大きく貢献し
たことは明らかである。 
                                                        
26版権とは法律用語でなく, アニメーション・ビジネスでは著作権や商標権などの知的財産権の全般をま 
とめて「版権」と呼んでいる。 
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1998 年, 旭通信社はユダヤ系イギリス人のSir Martin Sorrelが率いる世界第 2 位のWPPグル
ープと業務提携を実現した。当時, WPPグループはJ.W.トンプソンやヤング＆ルビカム, オグルビ
ー＆メイザーなど欧米の大手広告会社を次々に傘下に収めていた。提携時点の両社の規模は, 
WPPグループの売上高が 227 億ドル（約 3 兆 3,000 億円）, 総利益は 36 億ドル（約 4,400 億円）
であったのに対して, 旭通信社の売上高は 2,002 億円,総利益は 237 億 5,400 万円であり,その
差はかなり大きかった。WPPの代表であるSir Sorrelは, 東京証券所内記者クラブで開かれた記
者発表で, 「旭通信社は成長力が高く, 収益力があり, 真面目でオープンな面をもち, 透明性が
高い。常にチャレンジしている姿勢に感銘を受けている。また, アニメに強く, 我々はミニディズニ
ーと呼んでいる。さらに, 中国をはじめ国際化に積極的だ」と語っている27。WPPによる 1999 年 1
月発足の合併新会社への出資比率は 20％となり, 同グループが筆頭株主となった。WPPグル
ープとの資本提携および旭通信社と第一企画の合併により, 名実ともに国内第 3 位の広告会社
としてADKの経営ビジョンのなかに, グローバル化を推進していくことが掲げられた。そのグロー
バルネットワークのなかでも, 特に中国市場は創業者の情熱も重なって, 現地ネットワークの強
化と本社との連携が推進されていく。 
 
第 2 節 中国の広告市場における ADK の体制 
中国の広告市場規模推移については, 2008 年の中国広告協会発表によると前年比 109.1％
の 1,900 億元(約 2 兆 8,500 億円)である。2003 年以降の成長率は, やや鈍化しているもののアッ
プ・トレンドを維持している。 
WPPグループのメディア部門であるGroup Mは, 中国の広告市場の伸びを 2010 年には 410
億ドルの市場になるとしている。この予想では, 2011 年に 470 億ドルに達し, 日本の 400 億ドルを
超えて, 米国に続いて世界第 2 位の広告市場になるとされる。開放政策以後の短期間に, 中国
の広告市場がいかに急成長しているかがわかる28。 
しかし, 最初に日本の広告会社が中国市場に進出した当時は, 大きなリスクをともなうものであ
った。ADK の場合は, 創業者の経験と情熱, 新しい領域を開拓することで, 他社より優位になる
という意識が強くあったと思われる。1977 年に, ADK（当時は旭通信社）の稲垣正夫社長が, 中
                                                        
27アサツーディ・ケイ社史編纂委員会 『ADK50 年史』(2007 年), 231 ページ。 
28謝憲文「中国広告市場の外資進出と競争市場」『ブレーン』（1998 年 9 月号, 35 ページ）によると 1979 年
から 1997 年に中国の広告費が 3000 倍という伸びを見せているとされる。1992 年の WTO 加盟交渉の場
で広告業を含む一連の産業分野の開放に関するスケジュールを提示した。これ以降, 中国広告市場へ
の外資参入が加速された。 
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国政府直轄の中国国際書店（現 中国国際図書貿易総公司）の招聘により訪中したことから, 日
本の広告会社の中国市場への関わりが始まったとされる。1979 年には, 中国専門の広告会社で
ある向陽社を窓口として, 『工人日報』, 『文匯報』, 『光明日報』の３紙に東芝, オリンパス等の日
本企業の新聞広告の第１号を掲載している。また, 上海広播電台（ラジオ）に外国企業として初め
て, ラジオＣＭを提供した。同年, 日本広告業協会は, 稲垣正夫を団長とする日中友好視察団
を中国へ派遣した。現在, 広告会社にとっての最重要市場とされる中国とのビジネス開始当初の
規模と実態は, このようなものであった。 
1980 年には, 向陽社に 40 パーセントを出資し関連会社とした。同社を通じて, 中国中央電視
台において「鉄腕アトム」の放映を日立, カシオなどの提供で手がけている。これは, 中国で人気
のある日本のアニメ文化の輸出の第1 号といえる29。この年, 上海広告公司訪日視察団が旭通信
社を訪問し, 日中の広告業界の交流が正式に始まった。 
1981 年, 旭通信社は中国室を開設した。組織として中国市場対応の専門部署と人材確保に
着手したことは, 早い時期から中国市場に注目していたことを示す。そして 1982 年, 日中国交回
復 10 周年を記念して, 「日中友好広告訪中団」を企画した。目的は, 両国の広告交流に貢献す
ることである。同年, 旭通信社の主要クライアントであった三菱自動車の第１回天津-蘭州間のキ
ャラバン展示企画を実施した。当時の中国はいまだ自転車の時代であり, 自動車を購入できる層
は限られていたため, 画期的な試みであるとされる。 
1984 年には, 中国中央電視台のロサンゼルス・オリンピックの中継番組に東芝, 服部セイコー
等の日本企業のテレビ CM を提供する。また, 上海電視台にて全国で初の視聴者参加番組であ
る「カシオ杯家族歌合戦」をプロデュースした。1986 年には北京において, 日系企業が協賛する
最初の大型のスポーツイベントである「中国青年ＴＤＫ杯国際サッカー大会」および「1986 年長城
杯国際サッカー大会」を企画し実施する。1987 年に北京, 上海, 広東の主要ＴＶ局でカシオ提
供による楽器の講座番組をプロデュースする。当時は, 日本のテレビ黎明期がそうであったよう
に, 広告会社にテレビ番組コンテンツの企画から制作まで委託されていた。中国には番組を企
画するノウハウも人材もなかったため, 日本の広告会社のノウハウを活用するしかなかった。1988
年には, 中央電視台のソウル・オリンピック中継番組に日本企業のテレビ CM を提供する。 
そして 1980 年代の後半から, 旭通信社は中国との合弁事業を本格化させる。1989 年には東
                                                        
29現在,中国では自国のアニメーション産業を育成するため日本のアニメ放映は禁止されている。実際には,
インターネット他で情報が共有され日本のアニメーションの人気は高く,企業の販売促進やコマーシャルの
キャラクターに使用されるなどのマーケティング活動に使用されている。 
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京に中国中央電視台との合弁会社「株式会社中国電視」を設立する。1991 年には中国新華通
信社と業務提携し, 合弁で東京に「株式会社新華エンタープライズ」を設立した。これらの合弁事
業の成果は, 日中国交回復 20 周年を記念するため『人民日報』に初の日本企業の全面広告を
掲載したことである。また, 中国中央電視台において, アニメーション「ドラえもん」と「名曲アルバ
ム」を日本企業の提供で番組放映したことが挙げられる。 
中国拠点の拡大に関しては, 1993 年に上海市広告装潢公司との合弁で「上海旭通広告有限
公司」を, 広東省広告公司との合弁で「広東広旭広告有限公司」を設立する。1994 年には人民
日報との合弁による「北京華聞旭通国際広告有限公司」を設立した。同時に, 本社の中国室を組
織的に発展させ, 中国事業本部を新設している。1996 年には北京鉄道局傘下の火車頭広告有
限責任公司との合弁による「北京鉄旭広告有限責任公司」を設立した。毎年のように合弁企業を
中国に立ち上げていることからも, 広告市場の急速な拡大が推測される。 
1997 年には東レが協賛する「上海国際マラソン」が開始された。このイベントの実施・運営面で
は, 本社の中国事業本部と文化スポーツ局の大学駅伝やホノルル・マラソンの長年の経験による
運営ノウハウが活用されている。このような許認可が必要な大型イベントを実施できる背景には,
政府系の合弁パートナーのコネクションが影響している。 
翌 1998 年に, 中国環球公共関係公司との合弁で「北京東方三盟公共関係策画有限公司」を
設立し, 広報・PRの専門会社をスタートさせている。今後, 中国市場でも広報活動の需要が高ま
るということを見越しての対応であり, 最近では広報に関する案件が増加している30。2001 年は,
「北京国際マラソン」をパイオニアの協賛により実施した。2002 年には上海一百（集団）有限公司
との合弁で,「上海広告装潢有限公司」を設立している。2004 年には日中定期航路開設 30 周年
記念として, 「大相撲中国公演」を北京と上海の二都市で実施した。イベントの協賛社には日本
航空, 三菱自動車, YKKなどの日系企業がついた。中国での相撲の認知が低いことや, 日本の
国技である大相撲を中国で開催することには賛否両論があったが, 結果的には大成功であった。
このイベントを通じて, ADKと中国体育局の要人とのパイプもつくられた。実際にプロジェクトで共
に実現に向けて苦労をして, その結果として信頼関係を構築していった。 
  2006 年, 広東広旭広告有限公司との合弁で「福建旭通広告有限公司」を設立し, ローカルの
自動車会社の扱いを獲得した。広東はトヨタ, 日産, 本田をはじめとして自動車産業が集中する
自動車産業クラスターを形成している。広告会社にとって自動車会社の扱いは, 予算規模も大き
                                                        
302010 年の上海万博に関しては, キッコーマンなどの日本企業の出展に関する広報活動の依頼が増えて
いる。 
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く非常に重要である。広東のオフィスは重要拠点という扱いになり, 日本から自動車アカウントに
詳しい社員が派遣された。 
この時期, 合弁を解消して独自資本化と内陸部への進出の動きが出てきた。上海旭通広告有
限公司と上海広告装潢有限公司が合体し, 社名を「上海旭通広告有限公司」として合弁を解消
して独資化した。同じく, 第一企画の子会社であった「上海第一企画互通広告有限公司」が, 
「旭通世紀（上海）広告有限公司」に社名変更し, こちらも合弁を解消して独資化する。これは, 
成長する中国においてクライアント企業の活動が拡大し, そのサービスのために, 一貫性のある
ネットワークをつくる必要に迫られたことによるものである。地域ごとにパートナーの異なる合弁企
業では, 均一なサービス提供に限界が生じるのである。さらに 2008 年には, 内陸部への業務拡
大を目指して「旭通世紀(上海）有限公司成都分公司」の業務を移管する形で, 成都に「上海旭
通広告有限公司成都分公司」を設立する。また, 「上海旭通広告有限公司広州分公司」を設立
した。「福建旭通広告有限公司」も独資化をする。2010 年には, 福建旭通広告有限公司の業務
を移管するための「上海旭通広告有限公司福州分公司」を設立した。これらの対応は, すべて
「上海旭通広告有限公司」のネットワークの強化が目的であった。クライアント企業である資生堂
やユニチャームなどの消費財メーカーが, 中規模の都市や内陸部への進出を加速したことを受
けての対応である。 
 
図 3-1：ADK の中国拠点展開と合弁パートナー 
              
出所：ADK ホームページおよび『ADK50 年史』（2007 年）より抜粋し筆者作成。 
 
旭通（上海）展覧有限公司は, 合弁企業として, 上海万博に於いて日本政府館（広報・実施運
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営）および中国民営企業連合館を担当している。本社と現地法人が協力体制をつくりながら, 資
生堂や経済産業省, 観光庁の万博期間中のイベントの企画や運営の実施を手掛けている。本社
が培ってきた博覧会の企画や実施のノウハウの受け皿となって, 新しい事業領域を広げるに至っ
た。このような中国事業への進出と拡大の過程は, 創業メンバーたちが, 大陸の指導者になるべ
く教育を受けた出身校である康徳学院の建学の精神「中国を理解しよう。中国の安定がなければ
日本の将来はない」の影響が根本にあると考えられる。 
旭通信社の合弁相手先は, 中央電視台, 新華通信社, 北京鉄道局, 人民日報といった中国
政府のメディアや共産党の機関紙や国営通信社であった。これらの組織は合弁相手先としては,
共産党を含む中央政界や現地のコネクションは期待できるが, 思い通りにコントロールすることは
難しい。そのような合弁パートナーを敢えて選択し市場に進出した背景には, 中国人がロイヤリテ
ィを感じる合弁パートナーを選ぶということを重視しており, 中国市場で確固たる地位を中国人と
一緒に築くという意志と戦略があったと考えられる。また, 事業を展開するにあたって日本の企業
が妨害を受けないために, 政治力のある合弁相手と組むメリットを優先したと考えられる。その意
味では, 同社の参入の動機は, 広告会社としては例外的な現地でのサービス提供を視野に入
れた市場探索型の側面ももっていたと考えられる。 
ADK の合併以前のもうひとつの前身である第一企画の中国進出の経緯と戦略は, 稲垣正夫
の旭信社とは異なっていた。同社は 1984 年, 台湾に「太一広告股份有限公司」を設立し, その
後 1996 年に上海互通創意諮詢公司との合弁で, 「上海第一企画互通広告有限公司」を設立し
た。同時に, 北京八達広告公司との合弁で「北京第一企画広告有限公司」も設立する。1998 年
「上海第一企画互通広告有限公司成都分公司」, 「上海第一企画互通広告有限公司広州分公
司」を相次いで設立した。当時, 同社の主要なクライアントは花王であった。マーケティング志向
の強いクライアントである花王のアカウントを円滑に本社主導で行うためには, 現地の合弁相手
先もコントロールがしやすい企業を選ぶ必要があったとされる。現地の政府関係の有力パートナ
ーよりも, むしろ本社のイニシアティブが優先される参入戦略が選択された。実際にヒアリングし
た駐在経験者は, 「合弁相手には看板を借りるのみ」という感覚で選んだと述べている。 
 
第 3 節  中国市場でのネットワーク構築の必要性 
このように, 参入動機と合弁パートナーの選択基準に違いがある2社が合併してできたADKの
中国の拠点は, 段階的に統合を目指している。それは, 日系のクライアントの事業範囲が中国全
土に拡大しており, 拠点単位の個別対応では十分なサービスを提供できなくなってきたことが理
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由である。そこで直面する問題は, 中国でのネットワーク構築の難しさである。これまでの経緯を
みても明らかなように, 進出するにあたっては北京と上海で異なるパートナーと合弁会社を立ち
上げている。それぞれが,基本的には別会社であり, クライアントに対して一貫したネットワークで
対応することが現実的には, 非常に難しい問題となる。 
ADK の場合は, 北京の拠点は東京本社から直接投資し, 上海の拠点は香港または台湾の現
地法人からの投資というように, その資本形態がさまざまであることもネットワーク化による連携を
阻害していた。もちろん, 日本人駐在員は同じ本社から派遣されており, 協働作業をすることに
違和感はない。しかし, 現地の中国人社員からすると同じクライアントの仕事であっても, 日本人
派遣者のようには考えられない。北京の合弁企業 A の現地人スタッフは, 上海の合弁企業 B の
ためには働きたくないと考えるのが普通である。非効率ではあるが, 妥協策としては北京の拠点
が独自に上海事務所を設立するということになる。このような問題は, 資生堂やブリヂストンなどの
日本企業が最初は, 許認可窓口のある北京に参入し, その後, 市場規模の大きさとマーケティ
ング的な要請から上海に移行した時に頻繁に起こった。 
そこには, 政治の中心である北京とビジネスの中心である上海では, 言語（北京語と上海語）
の違いをはじめとする文化や価値観が大きく異なるという問題も介在している。北京のスタッフと
上海のスタッフを協働させることの問題は非常に根深く, 日本人が考えるほど容易ではない。非
効率的なオペレーションに陥ってしまう多くの要因が存在している。しかしながら, ネットワークの
問題はクライアント対応の必要に迫られれば整備せざるを得ない。現在は, 北京や上海, 広州と
いう大都市だけでなく, 内陸部の都市へも日本企業が市場を拡大していることに合わせて, 成都
や福州や青島のような地方都市にも拠点が必要になり, 広範囲なネットワーク構築が課題となっ
ている。 
そこで 2007 年以降, 合弁を解消し独自資本化へ切り替える動きが活発化してきた。そのタイミ
ングで組織を再整備し, ようやく, 一貫したネットワーク化に前進したのである。こうした問題を抱
えながらも, 現在の ADK の中国市場（香港・台湾含む）は 7 都市 16 拠点に広がり, 日本の広告
会社としては最大級の規模となっている。日本人および現地ローカルスタッフ含め約 700 人の体
制である。クライアントも日本企業では資生堂, 三菱自動車, ブリヂストン, ユニチャーム, 日清
食品, サントリー, ワコール, 久光製薬など多岐にわたる。中国現地企業の扱いも増えており, 
Haier（家電）, 蒙牛（乳製品）, 東南汽車（自動車）, 紅星（大型家具量販店）などの大手企業の
コミュニケーション業務を担当するまでになっている。これらローカルの大手クライアント開拓には, 
独自のノウハウやコンテンツが知識移転されていることが寄与している。具体的には事例分析を
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通して後述する。 
 
表 3-2 : ADK の中国拠点と設立時期 
   
中国会社名 業務内容 拠点 設立年度
北京華聞旭通国際広告有限公司 広告業務全般［フルサービス］ 北京 1994年2月
北京旭通広告有限公司 広告業務全般［フルサービス］ 北京(北京第一企画広告有限公司) 1996年8月
鉄旭広告有限責任公司  交通広告（鉄道広告） 北京 1996年9月
東方三盟公共関係策画有限公司  広報・PR関係 北京/上海 1998年8月
上海旭通有限公司 広告業務全般［フルサービス］ 上海/広州/福州/成都/青島 1993年2月
旭通世紀（上海）広告有限公司 広告業務全般［フルサービス］ 上海 1996年4月
旭通（上海）展覧広告有限公司 セールスプロモーション・展示会 上海 2009年1月
広東広旭広告有限公司 広告業務全般［フルサービス］ 広州 1993年2月
Asatsu-DK Hong Kong Ltd. 広告業務全般［フルサービス］ 香港 1985年12月
DK Advertising（HK） Ltd. 広告業務全般［フルサービス］ 香港 1986年12月
聯旭国際股有限公司 広告業務全般［フルサービス］ 台北 1990年7月
太一広告股有限公司 広告業務全般［フルサービス］ 台北 1962年8月  
出所:ADK ホームページおよび『ADK50 年史』（2007 年）より筆者作成。 
 
第 4 章 顧客追随型の知識特性と移転プロセス(1) 
中国資生堂の事例 
 
第 1 節  クライアントである資生堂の中国事業の概要 
資生堂は, ADK の主要クライアントのひとつである。合併前の旭通信社, 第一企画の時代から,
資生堂の中国事業には関係が深く, 両社は資生堂が中国市場へ進出した 1980 年初頭から取引
があった。現在も, 旭通上海および華聞旭通が上海と北京で業務を担当している。上海は輸入
品から現地生産品, ヘアケア等のファイントイレタリー商品まで多品目にわたっている。北京の拠
点は, 現地生産品の「AUPRES」が中心の業務である。 
同社において資生堂の中国ビジネスと深く関わってきた社員と現地派遣社員（経験者含む）に
聞き取り調査をおこなった。それらを統合して, 広告会社の顧客追随型の知識移転における知
識特性とプロセスを明らかにする。 
顧客追随型の知識移転を対象とした場合, 当然のことながらクライアント企業の業務内容と密
接な関係があるため, 本節においては資生堂の中国での事業展開について記述する。 
資生堂の中国市場への取り組みは, 「第 2 の創業地」と位置づけるほど, 重要なマーケットとし
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て事業展開を積極的におこなってきた31。先進国市場とは異なり, 強力な現地メーカーもなく, 日
本のメーカーにとっては絶好の商機に溢れた「草刈場」であった。資生堂は, 1978 年に中国が改
革・開放路線を決定したことに対応して, 1981 年に北京市の「友誼商店」や「北京飯店」などの大
型商店, ホテル 9 店で約 60 品目の販売を開始した。1983 年には北京市の要望により, 北京市と
第 1 次生産技術提携契約を締結し, シャンプーとリンスの生産販売を開始した。上海でなく, 北
京を進出先とした背景は「条件面, 誘致の熱心さによるものであった」とされる32。1985 年には, 
第二次生産技術供与の契約を締結し, メイクアップおよびスキンケア製品の生産販売を開始する。
そして, 1986 年には中国政府が, 外国資本 100 パーセントの「独資企業」を承認した。同年には
天安門事件が勃発するが, 第 4 次の技術供与のタイミングに合わせて, 1991 年に北京市政府企
業（北京麗源公司）との化粧品の開発・生産・販売をおこなう合弁会社「資生堂麗源化粧品有限
公司（SLC）」を設立し, 本格的な合弁生産販売事業をスタートした。その背景には, 所得水準の
違いにより, 化粧品市場参入には日本からの輸出は不可能で, 現地生産に頼らざるを得なかっ
たという事情がある。 
資生堂は, 1994 年に合弁生産品である「AUPRES」を基礎化粧品 5 品, メイクアップ製品 5 品
で販売開始した。「AUPRES」は, 「輸入品と大衆品の間を埋める商品」であり, 価格を下げなが
ら高級イメージは維持する戦略をとった33。商品開発のみならず対面販売によるカウンセリングと
いう資生堂の「お家芸」で, 新しいサービスの提供に取り組んだのである。さらに 1998 年には
「ISO9002」認証取得, 第二期工場竣工, 企業文化展「資生堂 & SLC展」を開催した。この企業
展の実施運営に, 合併前の旭通信社と第一企画の各社が関与している。 
同時期に, ミドル・ターゲットの商品の生産および販売をおこなう合弁会社, 「上海卓多姿中信
化粧品有限公司（SZC）」を設立した。1999 年 11 月には「資生堂麗源化粧品有限公司（SLC）」よ
り「AUPRES DX」の販売を開始し, 「AUPRES」の上位シリーズによる高所得者層の獲得へ動き
出した。「AUPRES」は, 既に 1994 年 1 月より販売を開始し, 総合ブランドとして 45 品目, 116 品
種をラインナップするまでに成長を遂げている。 
2001 年 4 月に資生堂は, 北京の王府井に「サロン・コスメティーク」を開設し, アンテナショップ
を展開している。これらは, 消費者のデータを現場で収集する日本市場ですでに実施された施
                                                        
31川邉信雄・櫨山 健介編「第 5 章第 1 節資生堂」『日系流通企業の中国展開：「世界市場」への参入戦略』 
43 号, （2008 年 3 月), 137 ページ。 
32同上。 
33同上, 139 ページ。 
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策であった34。また, 画期的な企業活動として「AUPRES」は, アテネオリンピック中国選手団の公
式化粧品に指定された。2004 年には上海に持ち株会社「資生堂投資有限公司」を設立し, 2008
年度の売上目標を 1000 億円に掲げる35。この持ち株会社は, 海外売上比率 40%超を目指す資
生堂にとって, 本格的な中国事業戦略の拠点が設立されたことになる。 
資生堂は中国進出 30 周年を迎え, 2010 年の上海万博スポンサーチームの初の日系企業にな
り, 同年の 6 月 25 日から 7 月 24 日まで上海美術館において「資生堂 企業文化展-千人美人-」
を開催した。これらの中国市場への積極的なプロモーション活動に, ADKの本社担当営業局やス
タッフ部門および上海の拠点の担当チームが企画・運営・実施に深く関与している。資生堂はロ
レアルなどの欧米系化粧品メーカーに対して, 中国市場での存在感を示すことを意識した企業
活動に力を入れている。日本の国内化粧品市場が飽和状態にあり, 1997 年以降は下降線をたど
っており, 中国市場の攻略なくしてグローバル化への道はないとされる36。 
 
表 4-1 ： 資生堂の中国市場展開ブランド 
分類 ブランド名 カウンセリング セルフ 中国 香港 台湾 輸出 中国 商品分野
UVホワイト ● ● ● ● スキンケア
リバイタル ● ● ● ● ● スキンケア
グローバル エリクシール ● ● ● ● スキンケア
マキアージュ ● ● ● メイクアップ
ピュアネス ● ● ● ● ● スキンケア
ベネフィアンス ● ● ● ● ● スキンケア
ザ・スキンケア ● ● ● ● ● スキンケア
バイオパフォーマンス ● ● ● ● スキンケア
ザ・メーキャップ ● ● ● ● ● メイクアップ
dプログラム ● ● ● ● 全般
オプレ ● ● ● 全般
JS ● ● ● ヘアケア
現地 ピュアマイルド ● ● ● ボディケア
Be(ﾋﾞｰ) ● ● ● スキンケア
Za(ジーエー） ● ● ● ● ●（台湾） メイクアップ
ウララ ● ● ● スキンケア、メイクアップ
シュープリーム オプレ ● ● ● ● ● スキンケア
ホワイティア ● ● ● ● ● スキンケア
旧フィティット セルフィット ● ● ● ● スキンケア
（原則現地生産） アスプリール ● ● ● ● スキンケア
UNO等 ● ● ● ● ● ボディケア
最高級ブランド クレ・ド・ポー ボーテ ● ● ● ● ● スキンケア、メイクアップ
販売 展開地域 生産状況
 
出所 ： 『2009 年化粧品トイレタリー企業のアジア戦略調査』 (総合企画センター大阪, 2008 年),  65 ページ。 
                                                        
34川邉信雄・櫨山 健介編「第 5 章第 1 節資生堂」『日系流通企業の中国展開：「世界市場」への参入戦略』 
43 号, （2008 年 3 月), 139 ページ。  
35オフィスウーノ編 『化粧品業界大研究』(産学社,2009 年 4 月), 46 ページ。 
36山本学『進化する資生堂 中国市場とメガブランド戦略』(翔泳社, 2010 年), 31 ページ。 
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ADK は, 資生堂の中国市場参入時からの成長に合わせて, 現在に至るまでコミュニケーショ
ンの領域で多岐にわたる業務を担当している。複数の聞き取り調査によると, ADK の中国現地拠
点の年間の売上高は, 資生堂関連で約 50 億円以上と推定される。 
 
第２節  ２つの知識特性 「おもてなしの心」と「TSUBAKI」 
1.知識の送り手である日本の広告会社の移転知識の特性について   
資生堂の中国市場での業務に携わる ADK 社員への聞き取り調査から, 顧客追随型にみられ
る知識特性が明らかになった。 
資生堂の主力商品である化粧品は, イメージや感性に訴求するタイプの商品であり, 広告や
プロモーションによって展開されるブランド・イメージが重要視される。そのようなクライアントへの
サービスに付随する知識とはどのようなものであろうか。 
まずは, ナレッジ・マネジメントの類型のひとつである顧客知共有型の知識について記述する。
第1に形式知としての導入商品に関する情報や緻密なマーケティング戦略, 市場調査・消費者タ
ーゲット情報がある。これらの知識は, 情報化されているので移転しやすい知識であり, 本社から
派遣者に対して, 新商品の導入時などに緊密にやり取りされる知識である。日本とは消費者の購
買力も異なるため, 通常, 現地での市場調査が実施される。質問項目などの基本要素は流用し, 
現地の意見を反映させる過程がとられる。 
第 2 は暗黙知的な知識である。イメージや感性に訴求する化粧品にとって重要なのは, 「資生
堂 WAY」のような企業哲学や, クライアントの意思決定のシステム, 共通言語に関する知識であ
る。資生堂の業務における顧客知共有型の知識の中核には, 日本企業に特有の高い暗黙知が
存在するが, ここで問題となるのは, 暗黙知のまま伝えられることである。それは, 暗黙知から形
式知へ変換してしまうと, 本来のニュアンスが欠落してしまう性質の知識だからである。このニュア
ンスの含有量の多さが, 日本企業から移転される知識のひとつの特性である。そのニュアンスの
具体例には, 資生堂を担当する広告マンが理解していなくてはならない価値観｢おもてなしの心｣
がある。 
2003 年の資生堂事業報告書において, 社長（当時）の池田守男は, 「お客さまと社会のお役
に立つためには, 資生堂グループ全体の企業活動の根底に流れる精神として『おもてなしの心』
が, 必要であると考えています。『資生堂ならではのホスピタリティー』をもって, お客さまや社会と
接していくということなのです。深い愛情と感謝の気持ちをもち, お客さまの喜びを我が喜びとす
る, このような『おもてなしの心』を店頭活動のみならず, 研究開発から生産・物流, マーケティン
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グなど, すべての企業活動において実践してまいります37」と, 資生堂にとっての普遍のビジョン
として｢おもてなしの心｣を位置づけている。 
資生堂の｢おもてなしの心｣は, 名詞としての知識（knowledge）ではなく動詞としての知ること
（knowing）であり, 行為と結びつくことが前提となっている。言葉で意味を説明するだけでは, 本
質に迫れない部分をもつ知識であり, ｢それとわからないうちに知ってしまう｣性質の知識である。
この｢おもてなしの心｣が, 資生堂の企業活動のコアにあるといっても過言ではない。製品開発か
ら店頭での消費者との接し方まで, 資生堂のもつ上品さをサービスや商品に一貫して, 付加する
感覚といえるものである。 
資生堂と ADK の業務を通しての知識移転のプロセスを整理すると図 4-2 のようになる。形式知
と暗黙知を組み合わせながらクライアントの本社がコントロールしたい部分を, 広告会社の本社と
現地拠点が代替して標準化と現地への部分適合を間接的にコントロールするメカニズムが機能し
ている。この図が示すように一連の業務のなかで, 広告会社の知識移転は重要な機能を果たし
ていると考えられる。聞き取り調査によって, 送り手である本社と派遣者, 受け手である現地の資
生堂担当チームの中国人マネジメントと現地社員の移転のプロセスと内容を事例分析の枠組み
で示した各フェイズに細分化して分析したものである。 
 
図 4-2 : 資生堂と広告会社 ADK の組織関係と業務フロー 
    
 
資生堂のことを知りつくしている営業マンのひとりである甲斐氏は, 1983 年以来, 宣伝部およ
                                                        
37資生堂 2003 年 3 月期事業報告書「資生堂にとっての普遍のビジョン」より抜粋。
http://www.shiseido.co.jp/ir/library/s0303jig/html/jig002.htm#002a, (2010 年 10 月 3 日閲覧) 
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び広報部を中心に担当してきた。クライアントの社内にも幅広い人脈を築き, 営業本部長補佐と
して, 広告制作から上海万博での資生堂協賛によるイベントまで総合指揮をとっている。同氏の
ようなクライアントからの信頼の厚い暗黙知の伝道師が, 広告会社には不可欠である。 
「『AUPRES』の現地生産が始まり, 北京工場の増床を記念して資生堂の企業文化を発信する
ミーム展が開催された。そこでは, 資生堂の思想である『おもてなしの心』が, ゲストへの対応でも
徹底することが求められた。それは, 会場の隅々まで気を配ることであり, 資料の配布の仕方や
椅子, 机の並び方が整然としているかなど, 見えないところまで気を配るものであった」という。    
甲斐氏以外の聞き取り調査の対象者も資生堂に関しては, 「おもてなしの心」の重要性を述べ
ている。それは, 一言で表現すると心をこめて接客することが資生堂という企業の思想であり, ブ
ランドの原点である。パートナーである広告会社にも, その「価値観」の共有が,当然のこととして
強く求められたことがわかる。 
北京駐在として資生堂を担当した富永氏によると, ｢資生堂らしい『おもてなしの心』は, 現地ス
タッフに対して言葉で説明できるものではない。しかし, 現場では実際に形としてできていないと,
クライアントからは信頼されない。例えば, 新商品の発表会では会場の隅々やゲストの応対にま
で, スタッフ全員が配慮することが求められる。それは, 中国のスタッフにはなかなかできないこと
である。中国人の『おもてなし』と資生堂の求める『おもてなしの心』は微妙に違っており, 日本人
の指示は, 異常に細かくて理解できないと不満を隠さないスタッフもいた」と派遣者の役割の難し
さを述べている。このように「おもてなしの心」は, 暗黙知的な行為と結びつく知識でもある。海外
において言葉で伝え切れない知識を移転することの難しさを本社の営業担当者や派遣者のほぼ
全員が, 経験していた。資生堂の「おもてなしの心」について, 甲斐氏も富永氏も同じことを述べ
ている。「一言でいえば,なんとなく心地よい印象をもたれるということ」に集約される。「なんとなく」
という言葉に象徴されるように, 依然として曖昧さを残している。しかし, 両氏の間では, 「なんと
なく心地よい印象」の質感, 雰囲気, 色合いなどのイメージは一致している。それこそが, クライ
アントである資生堂とも暗黙知として共有されている知識の核心である。「これは資生堂的, これ
は資生堂的でない」という暗黙の判断基準がある。それは, 中国のスタッフには説明しにくい暗黙
知である。しかし, 資生堂からは現地の中国人スタッフにも, おもてなしの空間や接客へのイメー
ジを「いわずもがな」の知識として, しっかりと共有していることが求められる。それを徹底すること
が, 本社の担当者と派遣者のミッションでもあった。 
「なんとなく心地よい」というような言葉でしか表現できない日本的な価値観（知識）を, いかに
すれば現地スタッフに徹底することが可能であるのか。聞き取り調査では, そのような微妙なニュ
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アンスを中国人に理解させることは不可能であると断言するものもいた。 
北京に駐在し, 資生堂のイベントを継続的に手掛けた双川氏によると, 「新製品発表会などの
イベントを実施するうえでも, 販売されている商品自体の原点である『おもてなしの心』の理解は
重要です。しかし, 現地の社員には, 完全に理解してもらえません。そこには, 文化的なギャップ
や美的感覚の違いがあると思います」と語ってくれた。 
日本語および日本文化の特徴として「ニュアンス」が豊かであることが, 暗黙知の移転をさらに
難しいものにしているとも考えられる。色のバリエーションについても, 日本語には多種多様な色
が存在している。 
聞き取り調査でも広告のコピー制作の微妙なニュアンスを中国語に再現する際に起こる問題
が何度も指摘された。例えば, 現地生産品の「ピュア・マイルド」の広告制作は, 日本国内主導で
行われた。広告コピーのコンセプトは,「透明感のある肌」というものであったが, 中国から提示さ
れたコピーは,「白く輝く肌」というものであった。日本語の透明感という言葉にこだわる本社（資生
堂の宣伝部）サイドと中国現地サイドの調整は, 非常に難航したという。聞き取り調査によると, 結
局は現地サイドの意向を尊重した「白く輝く肌」というコピーに着地したということである。 
このように, 言語のもつ微妙な「ニュアンス」の問題は, 国際知識移転においては影響が大き
い。広告制作物の開発に特有の知識であるクリエイティブには, 微妙なニュアンスの表現部分が
非常に重要な意味をもっているからである。 
同様に, 資生堂の「おもてなしの心」も, 言葉の背景にあるニュアンスをどう表現するかが重要
である。中国人のスタッフに伝えきれないのは,実はこのニュアンスの部分である。 
中国にも, 当然ながら「おもてなしの心」という価値観はある。中国人スタッフにとっては, 自分
たちの価値観と日本の企業が標榜する企業理念としての「おもてなしの心」を結び付けることは,
容易ではない。 
資生堂の事例から把握できる顧客追随型の知識特性としては, 高度なニュアンスを含む行動
原理や思想が源泉であるということが理解できる。また, 暗黙知から形式知への変換は, むしろ
積極的に行われない性質をもっている。暗黙知を暗黙知のまま移転することが望ましい「丸飲み
させる知識」であることが, 資生堂らしさを形づくると考えられている。 
例えば, 企業スローガンである「一瞬も一生も美しく」は, 中国語でもそのままの意味である「一
瞬之美 一生之美」として企業広告などで展開されている。これに関しても, 企業哲学や企業スロ
ーガンというものに込められた思想は原型をとどめたままで, 含まれたニュアンスごと移転される。
すなわち, 移転される知識は, 企業文化に根付いた美意識のような価値観から生み出される特
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性のものである。「一瞬之美 一生之美」については, 中国でも非常に評判がよい企業スローガン
として受け取られている。現地の企業広告にも積極的に使用されている。 
次に, 顧客追随型のもうひとつの類型であるベストプラクティス共有型の移転知識について検
証する。ここでは, 日本で先行的に市場に導入された商品を中国市場で発売するにあたって, 
日本で使用した広告コミュニケーションをそのまま移転する「TSUBAKI」の事例をとりあげる。 
資生堂は, 社内の宣伝部内にアド・クリエーション部があり, 広告制作を自社でおこなう場合が
多い。しかし, 従来にない 6 人の女優を起用し, 大量出稿を展開した「TSUBAKI」の場合は, 外
部クリエイターと ADK が主体になって制作し, 国内のヘアケア市場で念願のシェア 1 位を達成し
た。まさに, ベストプラクティスといえる事例である。 
ただし, ベストプラクティスは, そのまま全てが移転されるわけではない。事前に市場の需要調
査などがおこなわれ, 現地へ適合させる部分が慎重に検討される。多くの有名女優をＣＭに起
用した広告ビジュアルのデザインやレイアウトなどはそのまま転用されても, 日本語のコピーが中
国でそのまま使用されることはない 38 。中国市場にふさわしい新しいコピーが開発される。
「TSUBAKI」の事例では, 日本の市場で展開された「日本の女性は美しい」というコピーが中国市
場では, 「輝く, 美しさへ」と変換された。 
資生堂では, 広告には中国女性の感性を含めるということが最優先されている。そのプロセス
としては, 日本語でどのようなメッセージを伝えたいかを, 現地の調査や意向を踏まえて決定す
る。それに現地サイドが, 中国語のさまざまな言い回しやフレーズを当てはめて数パターンを作
成して, 民族や宗教, ジェンダーなどに抵触していないかを確認する手順がとられる39。このよう
に, 日本のベストプラクティス共有型の知識を一方的に中国市場に押しつける方法が取られるこ
とはない。基本的ベストプラクティス共有型の知識は, 中国の消費者の価値観との一致点を模索
しており, 現地に適応する部分をもつ知識特性であることがわかる。 
顧客知共有型-形式知の組み合わせでは, 導入される新商品情報やマーケティング戦略, 市
場調査やターゲット情報, 企業スローガンなどがある。ベストプラクティス共有型-形式知では,
「TSUBAKI」の事例のような広告ビジュアルや PR 素材がある。起用されるタレントなどを含め, フ
ォーマットとして移転される知識である。顧客知共有型-暗黙知の組み合わせにおいては, 「おも
てなしの心」に象徴されるような企業理念・判断基準・美的感覚が構成する「資生堂らしさ」という
                                                        
38台湾市場への導入では, 「美しさ, 日本発」という日本の広告コピーコンセプトがそのまま使用された。 
39原 良一 (資生堂国際マーケティング部本部長［当時］) インタビュー記事より抜粋。
http://www.rieti.go.jp/jp/events/bbl/03121701.html,（2003 年 12 月 17 日） 
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価値観が支配する知識である。ベストプラクティス共有型-暗黙知では, 広告コピーの開発の背
景にあるコンセプトやニュアンスが重視される。それは, 広告ビジュアルの仕上がり感であるトー
ン＆マナーや情感訴求という各商品のもつ独自の世界観を構成する知識である。資生堂の事例
から抽出された移転知識の特性は, 以下の通りである（表 4-3,参照）。 
日本企業の移転知識は, 顧客知共有型もベストプラクティス共有型も言葉で伝えにくい暗黙知
が重要な意味をもっている。それは, 暗黙知に含まれるニュアンスこそがイメージを構成し, その
商品価値を高めるからである。微妙な差異を日本人同士であれば共有できるが, 中国市場にお
いては, 文化的な背景や言語の問題もあり, そのニュアンスをいかにして伝えるかが課題となる。 
事例では, 暗黙知を暗黙知のまま移転することで, 微妙なニュアンスが抜け落ちることを回避
している。日本語が堪能な中国人マネジメントに移転すれば, 自動的に現地社員にも微妙な差
異であるニュアンスも移転されるのだろうか。その問題については, 本事例の知識移転プロセス
の分析を通じて明らかにする。 
 
表 4-3 ：顧客追随型の資生堂の業務において移転される知識   
  
知識の類型 顧客知共有型 (ナレッジマネジメントのタイプ） ベストプラクティス共有型 (ナレッジマネジメントのタイプ）
●商品に関する情報 ●広告のビジュアル・PR素材
●緻密なマーケティング戦略, ●広告フォーマット・デザインレイアウト
(1)形式知 ●市場調査・消費者ターゲット情報 ●広告の起用タレント
●企業スローガン「一瞬も一生も美しく」
○企業理念・哲学 「おもてなしの心」 ○広告コピーのコンセプト（ニュアンス）
○心をこめて接客すること ○広告のトーン＆マナー（仕上がり感）
○「資生堂WAY」 「資生堂らしさ」 ○資生堂の打ち出した価値
(2)暗黙知 ○クライアントの意思決定のシステムや共通言語 ○情感訴求（独自の世界観）
○判断基準と美的感覚
○資生堂ならではのホスピタリティー
○なんとなく心地よい印象をもたれること  
 
２．知識の受け手である中国人の知識共有スタイルの特性  
知識の送り手と受け手の心理的な距離をどう縮めるかが, 知識移転を円滑にするポイントであ
ろう。「人対人のコミュニケーション」の重要性を意識することが基本になる。人間関係や異文化理
解は, 欠くことのできない要素として知識移転の成否を決定する。 
中国でのイベントを担当する社員への聞き取り調査で, 「日本人は役職に関係なく全員が同じ
作業をやるが,中国人は自分の職務でなければ関与しようとしない。イベントなどの準備段階では
必ずこの問題にぶつかる。行動規範のようなモラルに関わることを理解してもらうには, 近道はな
く地道に毅然と対応していくしかない。また, 中国人には何がどうして悪いのかを論理的に説明
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することが必要である」と, 知識の送り手と受け手の心理的な距離を縮めるには, 論理的に説明
する姿勢が含まれることを示した。 
中国人の性質をよく理解している派遣者によると, 面子に関わる時に中国人の気質からすると
「わからない」とは言えないのである。些細なことが大きな業務上のミスにつながるケースが意外に
多い。頭ごなしに命令するようなことは効果がないといわれる。人前で叱るようなことも面子をつぶ
すことであり, 中国ではタブーとされている。論理的に説得し, 納得してもらって初めて行動に移
されるという。 
資生堂の業務に関する聞き取り調査で得られた, 知識の受け手である中国人の知識共有スタ
イルの特性とは, 中国人の「面子」が影響するということである。さらに, 粘り強く合理性を説明す
ることが求められる。知識共有のタイミングとしては, 協働作業の場でやることが効果的である。単
純な理解でなく, より深い「納得」をしてもらうということが重要であるということを, 送り手の日本人
は強く意識していることがわかった。 
 
第３節 「グループ成果より個人の立場優先」の移転プロセス 
  資生堂の知識特性は前節で述べたように暗黙知と形式知であるが, 暗黙知の重要性がより高
い。暗黙知は形式知化することで個人からグループで共有されるのであるが, 独特のニュアンス
を重視しており, 暗黙知は暗黙知として共有される特徴がある。効果的な移転とは, 個人の知識
からチームの知識を構築していくプロセスが必要になるとされる。条件としては, グループ・メンバ
ーの相互依存関係と同じ目標に向かって協働することが不可欠である。 
資生堂業務の移転プロセスにおいては, 本社から中国拠点への知識移転プロセスのパターン
として 2 つのパターンがみられる。ひとつは, メインの移転経路であるフェイズ(1)-(2)-(4)（本社-
派遣者-中国人マネジメント-現地社員）であり, もうひとつは補助的な移転経路であるフェイズ
(3)-(4)（本社-中国人マネジメント-現地社員）である（図 4-4, 参照）。 
本事例では本社からの派遣者と中国人マネジメントの役割が重要であった。それは, 日本の
担当グループがある状況においておこなった業務から得た知識を, 中国市場において同じような
業務をおこなう時に使うためには, 言葉や文化の違いを克服して, 受け手の側に媒介として伝達
する機能が必要となる。その意味では, ADK の本社からの派遣者は, 中国市場に興味を持ち, 
自ら志願して赴任しているケースが大部分であったことはプラスに作用している。留学や独学で
中国語を習得していた派遣者も多いことが特徴である。さらに, 派遣される段階で, クライアント
に関する知識の質と量は, 既にスクリーニングされている。少数精鋭で顧客に対応でき, 本社と
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の調整を円滑に行うことが可能な人材が選抜されている。中国の拠点での重要なクライアントへ
の対応がミッションである派遣者には, 知識移転プロセスにおける「要（かなめ）」のような機能が
期待されている。それは, 移転される知識がニュアンスを多く含む暗黙知を暗黙知のまま現地で
展開する役割であるともいえよう。 
 
図 4-4 ： 資生堂業務における顧客追随型の知識移転プロセス 
 
 
資生堂業務の基本的な移転パターン：フェイズ(1)-(2)-(4) 
◆知識移転フェイズ(1)  （本社から中国拠点の派遣者へ） 
  日本の広告会社の場合, 主要なクライアントの対応については, 担当営業局内にある複数の
グループにより個々の業務をおこなう。広告制作, メディア購入, 調査, 販売促進やイベントの実
施を各グループで担当者を決めて分担する。そこではクライアントに関する情報や知識が, 長年
の経験をもつ上長からグループの構成メンバーへと日々の業務を通して共有される。グループ会,
局会というフォーマルな会議を通してのときもあれば, インフォーマルな形式をとることもある。こ
のような知識移転の体系ができ上がっており, 新入社員でさえ半年から 1 年ほどすれば, 基本的
な知識を共有することが可能である。クライアントである資生堂の意思決定の判断基準である「資
生堂らしさ」というような暗黙知度の高い知識も, 本社の担当グループ内では, 日常的に知識移
転がおこなわれている。その延長線上に中国の拠点の派遣者がいる。 
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上海に駐在している松本氏によると, 「日本の商品をそのまま輸出する場合でも, 訴求ポイント
や想定購入者層が異なる恐れがあるので, 市場の需要調査を広告会社がおこないます。『
TSUBAK』の導入時期には, 本社のマーケティングチームと協力して, 日本の調査項目を参考に
現地での市場調査を実施しました」と本社のノウハウの活用について語った。このように, 先行す
る日本での情報を現地の市場環境へと最適化する作業は, 日本人派遣者を中心におこなわれ
ている。 
資生堂アカウントに関しては, 派遣者は派遣前に国内において担当営業であった経験をもつ
者が多い。すでに本社担当者との暗黙知的な知識の移転と共有は, 素地としてもっている。よっ
て, このフェイズでの知識移転は, 中国市場に導入される新製品の情報や広告・PR 素材の扱い
方などのテクニカルな面での新しい形式知の更新の意味合いが強い。 
 
◆知識移転フェイズ(2)（本社派遣者から中国人マネジメントへ） 
日系企業の多くがそうであるように, 資生堂業務の現地のオペレーションを実務として取り仕切
る中国人マネジメントには, 日本語の能力が要求される。聞き取り調査でも, 日本企業で働いた
経験があるかどうか, 日本的な企業文化に馴染みがあるかどうかが採用の基準になるとのことで
あった。そのような採用基準を設けることで, 実際には人材の幅を狭めてしまうデメリットがある。  
ADK の場合は, ほとんどの派遣者が中国語で伝えることが可能であったため, そのようなデメ
リットは幾分か軽減されていると考えられる。中国拠点への派遣者や駐在経験者の大部分が, 自
らのミッションは, しばしば発生する本社からの要請と現地意識の乖離を埋めることであったと述
べている。 
上海に駐在している矢野氏によると「日本のクライアントは, 精神論的な細かい対応を広告会
社に求めます。スケジュールの急な変更や短期間での課題への対応は, 日本国内と同じ感覚で
発注され, 日常化しています。現地スタッフには, 非論理的すぎて理解できません。しかし, どの
ような場合も頭ごなしに指示を出すのは, まったく効果がないです」と中国人マネジメントに納得
してもらうためのポイントは, 論理的に説明することであると教えてくれた。 
現地オペレーションのキーとなる中国人マネジメントとの暗黙知の共有プロセスは, 顧客追随
型の場合はインターラクションをおかず, ダイレクトに知識移転すると効果があると考えられる。日
本人が得意とする暗黙知の共有化の推進である。 
北京に駐在している富永氏によると, 「現地マネジメントにも, 自分で吸収した知識でビジネス
を開発する立場にある人と, その立場にない人との違いは大きいと思う。クライアントで会議があ
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る場合は, 中国人のキーパーソンとなる営業やスタッフも同行してもらい, 直接的にクライアントの
要望や考えを理解してもらうように努めた。中国人には理解ではなく, 納得してもらうプロセスが
必要である」と述べている。そのためには, 相手の話を聞く「傾聴」と, 合理性に働きかけるアプロ
ーチが有効であるという意見が, 聞き取り調査で複数の対象者から聞かれた。 
また, 同氏によると「日本から駐在したばかりの頃は, 本社での成功体験に頼りがちになるため,
現地人の意見に否定的な態度をとりがちであった。しかし, 実務をやるにつれて中国人スタッフ
の意見が正しいこともあると認識を改めた。議論してお互いに納得することが必要だと思う」とし,
現地スタッフの面子を大切にすることが意識されている。派遣者と中国人マネジメント間の知識移
転においては, 100％上から押さえつけると効果は期待できないことが理解できる。 
日系企業の特徴ともされるが, 営業総監などのマネジメントクラスに日本企業での勤務経験と
日本語能力を求めることは, 派遣者の中国語能力の問題を解決するためには仕方ないことでも
ある。しかし, 現地では次のような弊害も起こっているとされる。「日系企業は, 特に中国人のマネ
ジメントクラスに日本語能力を求める傾向がある。なかには日本語も完璧で業務遂行能力の高い
人もいるが, そうでない人も多い。ありがちな誤解は, 日本語能力の高い人は, 仕事の能力も高
いと盲目的に信用してしまうことである。業績効果でもその弊害は及び, 現地の非マネジメントの
スタッフからすると, 大きな不満の種になるようだ」と, 中国人マネジメントの能力と資質の見極め
の問題点が聞き取り調査で指摘された。資生堂業務では, 派遣者から中国人マネジメントへの知
識移転のプロセスが重要な役割を果たしていることが確認された。 
 
◆知識移転フェイズ(4)（中国人マネジメントから現地スタッフへ） 
聞き取り調査にて, 日本派遣者から「中国人は個人主義である」ということが聞かれた。それは,
単純に利己主義的な意味だけではなく, もうひとつの側面をもっている。会社への「忠誠心」より
も, 個人への「忠義心」を発揮して, 個人と個人の関係を非常に重視するということである。それ
は, 組織に入る日本人と, 個人につく中国人という違いが特徴として現れることを示している。 
そして, 現地のオペレーションでは, 中国人マネジメントから現地スタッフ間の移転フェイズに
最も課題が多いと考えられる。ひとつには, 自分が獲得した知識を積極的に他の中国人メンバー
と共有しないことがある。聞き取り調査からも, 中国人マネジメントは現地スタッフに対して細かい
指示はするが, 知識の共有をグループのメンバーとは行わないという問題点が指摘された。 
実際に, 中国人マネジメントは細かい「指示」を部下に与えるだけで精いっぱいであり, 忙しい
といわれる。グループで協議して業務を分担し, 知識を共有化するまでの余裕がないという。現
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地スタッフは, 肝心の暗黙知的な部分を理解せず業務にあたるため, 同じ問題が次の業務でも
発生してしまう可能性がある。クライアントからすると, なぜ同じ問題が再発するのか疑問に思い,
信頼関係への影響が懸念されるという。 
北京駐在の経験をもつ双川氏によると, 「中国人は日本人と違い, チームプレイが非常に苦手
です。個人主義的な価値観が支配的であるからでしょう。そのため, 中国人マネジメントは, 各ス
タッフに細かい指示を与える必要があります。外部の協力会社やリソースにしても個人の利権とな
るので, 他のチームのメンバーには教えたがりません。その人間を通して発注するということに終
始こだわります」とし, 中国人マネジメントによる現地スタッフも含めたグループでの知識の共有が
容易でないという問題点を指摘した。 
資生堂の事例では, 聞き取り調査でも, 派遣者や駐在経験者から大きな問題があったというよ
うなことはヒアリングされなかったが, 日本人派遣者と中国人マネジメント間の知識の共有プロセ
スが機能していると見なしてよいかどうかは, 一考の余地が残る。例えば, 中国市場に導入され
る新製品の情報や広告・PR 素材の扱い方などのテクニカル面での更新された知識は移転される
が, 感性的なニュアンスの解釈の部分では, 中国人マネジメントやスタッフの間には, 祖語感が
あると思われる。暗黙知を本当に深く理解しているかどうかは実のところ明らかではない。 
そのギャップを埋めるための緩衝材として, 日本の本社担当者と中国拠点への派遣者の緊密
なコミュニケーションが恒常的にきめ細かくおこなわれ, 現地への移転プロセスにおいて, 実務
のフォローがなされていることが考えられる。つまり, 現地での広告制作物を何回も日本と中国の
間で確認するプロセスがあるということである。 
 
資生堂業務の補助的な移転パターン：フェイズ(3)-(4) 
◆知識移転フェイズ(3)（本社担当者から中国人マネジメントへ） 
中国人マネジメントは日本語（または英語）能力があるため, 本社営業担当者から直接的に知識
移転がおこなわれるパターンがある。これは, 資生堂の事例では補助的な経路とした。 
聞き取り調査によると, 円滑に進行する場合もあるが, 文化的な背景の違いから誤解や摩擦が生
じやすい。具体的には, 日本語ができる中国人マネジメントが理解してくれていると本社担当者
が思い込んでしまい, 作業が進んでいるだろうと安心していたら, 何も手がつけられておらず,納
期に間に合わない事態になるようなケースがあるとされる。本社の営業担当者としては, まず国民
性の違いを理解し, 論理的に説明をしながら実際の行動に移すことしか, 解決の方法は見出せ
ないという意見があった。 
45 
 
前出の甲斐氏によると, 「日本語の能力が高い中国人マネジメントの社員が, 伝えた内容をほ
とんど理解していないことがあった。そこで学習したことは, 中国人マネジメントから質問がないと
きは, 要注意だと思うことである。俗に言われる『没問題(問題がない)』と言うときは, 必ず問題が
発生する。実際には中国人マネジメントがしっかりと理解してくれていると, その部下のスタッフに
も伝わるので, スムーズな進行が期待できる。自分にとっていかに『得』になるかということを合理
的に説明し, 納得してもらうことが重要である」と中国人マネジメントとの協働作業のポイントを示し
てくれた。中国人マネジメントには, 直接クライアントと話した上での知識共有が, 業務における
立場をはっきりさせ, 面子を保つうえでも効果があるようだ。同様に, 本社の営業担当者と中国人
マネジメントとの間でも直接的なコミュニケーション, とりわけ, 実際に会ってお互いを理解する機
会をもつことはプラスの効果があると考えられる。 
資生堂の業務における本社と中国人マネジメントとの知識移転について, 本社の営業担当に
よると, 「制作部門でタレントの契約などを担当する女性マネジメントは, 何回か協働作業をやるう
ちに資生堂の立場や交渉事の微妙なニュアンスを理解してくれた。今ではクライアントの本社の
意向を先取りして, 広告のタレント契約をまとめてくれている」とダイレクト・コンタクトの効果につい
て述べている。 
資生堂の業務において, 現地の中国人マネジメントと協働作業をした社員への聞き取り調査
によると, 本社から中国人マネジメントへの知識移転での重要なポイントは, 頭ごなしに無理やり
日本のやり方を押し付けないということである。これは現地への派遣者の意見とも一致していた。 
繰り返しになるが, この事例では現地スタッフを意識した暗黙知の形式知化（表出化）の取り組
みは, 実施されていない。知識共有のための特別なワークショップやミーティングも設けられては
いない。基本的には, 現場でのニュアンスを含む暗黙知を暗黙知のまま移転する方法が実行さ
れている。結果的には, 中国人の現地スタッフにまでは, 容易に言語化できない暗黙知は共有
されていないようである。日本的なニュアンスを含む暗黙知が多い資生堂業務のような知識移転
をおこなう場合には, ニュアンスの欠落は忌避すべきこととして扱われるからであろう。暗黙知を
中国人マネジメントまでは移転するパターンがとられているが, 中国の現地スタッフレベルは, 
マネジメントの指示を受けて動くことに専念すればいいという割り切りがあり, ひとつの知識移転
のスタイルが確立されている。では, このような移転のスタイルを決定する要因は何であろうか。
聞き取り調査の結果から, ひとつの要因として推定されることは, グループ内の連携よりも個人の
能力を出し切ることを重視する中国人の特性がある。 
中国人マネジメントは, 日本語能力を備えていることが採用の基準になっており, 日本からの
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知識を自分の知識として取り込むことができる。そのことが, 自分の部下であるスタッフに対して
立場を優位にすることができる。中国人マネジメントからするとグループ単位で知識を共有するこ
とは, 他のスタッフとの差別化にならない。彼らは, グループのメンバーに知識を移転するより, 
指示だけ出すことで, 自らのポジションを優位に確立することができると考えているようである。 
資生堂の知識移転では, 中国人マネジメントはグループで知識を共有して成果をあげるよりも, 
個人の立場を強める方を優先しているとみられる。日本からの派遣者はそのような中国人のメンタ
リティを理解して知識移転をおこなっている。組織全体としてみると, 現地スタッフのレベルアップ
につながっていないような印象をもっており, 必ずしもベストな状態とは考えていないようである。   
しかしながら, 日々の業務に忙殺されており, 日本からの派遣者と中国人マネジメントの両方
の協力により, 知識を現場レベルまで, 共有することが人材の層を厚くして成果の向上につなが
っていくことを認識しながら, 具体的な解決策を打ち出すことまで手が回っていない。 
資生堂の事例では, 知識の特性がニュアンスを多く含む暗黙知が中心であり, 移転プロセス
においても, その影響が現れている。日本語の理解できる中国人マネジメントまでは, 日本人と
同じように知識移転がおこなわれる。日本語のわからない中国人現地スタッフには, マネジメント
はオペレーションの指示を出すことに専念している。個人レベルからグループレベルへの知識の
拡がりは起こりにくい状況にある。 
聞き取り調査から, 中国人マネジメントのスタイルによって知識移転のプロセスは, 大きく変わ
る可能性があることもわかった。次章においては, 同じ顧客追随型でありながら, 資生堂の事例と
は異なるパターンの知識の特性と移転プロセスを分析する。 
 
第５章 顧客追随型知識の特性と移転プロセス(2) 
中国三菱自動車の事例 
 
第１節 クライアントである三菱自動車の中国事業の概要 
三菱自動車は, ADK の主要クライアントのひとつであった。国内と海外を合わせて年間 300 億
円近い広告宣伝費を扱っていた。現在は, 同社の経営不振を受けて大規模な広告会社政策の
変更などが影響し, 扱い金額は減少している。顧客追随型の知識移転を検証する目的で, ADK
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の三菱自動車の中国ビジネスと深く関わってきた社員に聞き取り調査をおこなった。 
まず, 三菱自動車の中国での事業展開について記述する。三菱自動車は, 1990年代から本
格的な中国戦略を開始した。その最初の事業は, 中国にエンジン合弁会社を設立するというもの
であった。当時は外資参入規制が厳しく, 三菱は中国政府と関係の深いマレーシア政府を仲介
に,  1997年8月に中国現地企業・三菱自動車・マレーシア政府の3社による合弁エンジン工場で
ある瀋陽航天三菱とハルピン東安自動車エンジン製造有限公司を設立した。この2社は, 中国の
現地メーカーのエンジン供給基地となっていく40。 
参入当初は, 規制により現地の技術レベルでは製造することができないエンジンを販売する事
業が主体であった。三菱自動車としては, 完成車生産のめどが立たないまま稼働を開始した2社
のエンジン合弁工場ではあった。しかし供給先がないわけではなく, 三菱系自動車の生産を行っ
ている東南汽車や長豊汽車の2社に対してエンジンを販売していた。これらの民族系メーカーの
急成長により業績は好調であった。中国においては「パジェロ」を代表とする三菱車ブランドの価
値は高く, 回復が期待できた。2000年は, 中国市場に関して, 販売台数は対前年で14％の伸び
を示し 5,000台の完成輸出車の70％が新型パジェロであり, その人気を反映している41。 
一方, リコール問題から始まった国内の三菱自動車の凋落は, 2000年3月のダイムラー・クライ
スラーとの戦略的な包括事業提携後もなかなか回復しなかった。2004年, 日本国内では販売台
数が前年度比13万2,000台減の約22万7,000台まで落ち込んでいる42。 
WTO 加盟による規制緩和により, 中国での乗用車生産も可能な環境が整ってきたが, 逆に
三菱自動車本体の経営状況が悪化し, 参入当初の目的であった中国での乗用自動車生産を自
力で行うことが難しくなった。 
その頃, ダイムラー・クライスラーの判断による経営資源分配の選択と集中が実施される。米国
生産基地の縮小およびオーストラリア工場の閉鎖を決定する一方で, 中国の現地自動車メーカ
ーの「湖南長豊汽車製造」には16％出資し, 新型パジェロの現地生産を開始した。また, 資本提
携先の「東南汽車」にも25％出資し, 三菱ブランド車を現地生産する計画を実行した。東南汽車
は, 三菱自動車の中国戦略の生産・販売の要として位置づけられていた。同社は広告にも三菱
自動車と関係が深い映画俳優のジャッキー・チェンを使用するなど, 強固な三菱との関係とブラ
ンド・イメージを打ち出す戦略を展開した。 
                                                        
40守 政毅「中国東北三省における日中企業の戦略的提携の可能性」『立命館国際地域研究』第 28 号 
(2008 年 12 月）, 105－106 ページ。 
41三菱自動車工業（英語版）「Annual Report 2001」ｐ.37 
42同上「Annual Report 2005」ｐ.45 
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本章の三菱自動車の業務に関する知識移転の事例は, 三菱自動車がドイツのダイムラー・ク
ライスラーから支援を受け, 再建を目指していた2000年から2004年の中国市場における広告や
PR業務の対応のなかで起こったものである。 
参入当初は, 三菱ブランドでの事業展開は完成車とOEM供給（他社ブランド向け）ビジネスが
中心であった。中国の2002年の乗用車総需要は前年度比38％増の328万台であり, 三菱自動車
の販売台数は, 前年度比109％増の9万2,000台であった。当時は, ダイムラー・クライスラーとの
提携による相乗効果をどう生み出すかが最大の課題になっていた。2003年の3月から, ダイムラ
ー・クライスラーが資本参加している北京ジープ・コーポレーション（BJC）で「パジェロスポーツ」の
生産が開始され, 2004年初旬からは「アウトランダー（日本名エアトレック）」を生産し, 三菱自動
車ブランドで販売された。初の現地生産モデルの立ち上がり時期であった。 
「パジェロ」で築いたトップブランドとしての強みを活かして「パジェロスポーツ」, 「アウトランダ
ー」というSUV（Sport Utility Vehicle）市場でのナンバーワンブランドの確立を目指す商品戦略
がとられた。急速な伸長が予想されるファミリー小型車とMPV（Multi Purpose Vehicle）の投入等
を迅速に展開し, 2007年には現地生産と輸入完成車を含め中国大陸で30万台の販売を目標とし
て設定している。流通・販売網の構築は, 三菱ブランドの販売ネットワークを提携ディーラーとの
協力により, 2003年3月末時点で100ヵ所を超えるディーラー網を整備した43。中国攻略の基礎的
な体制が固まりつつあった時期である。 
そのような矢先, 2004年4月23日にダイムラー・クライスラーは, 当初の方針を変更して三菱自
動車に対し追加資本を投入しないことを発表した。その後三菱自動車は, 三菱グループ各社か
らの追加出資等により救済された。2005年11月11日にダイムラー・クライスラーは, 同社が保有す
るすべての三菱自動車株式, 5億4,837万2,000株を譲渡し, 両社の提携関係は解消した。 
提携解消後, 中国では2009年4月1日より三菱商事株式会社と合弁で輸入完成車の販売会
社・三菱汽車銷售（中国）有限公司を新設し, 営業を開始した。マーケティングの強化, ディーラ
ーとの更なる関係強化, 部品供給の迅速化, 顧客満足度向上のためのアフターサービスの充実
に注力をすると発表している44。 
分析の対象となる期間は, 提携パートナーのダイムラー・クライスラーによるシナジーの実現と
三菱の中国市場戦略での商品力強化と販売実績の向上が必達目標になっていた。生産のみな
らず, 販売を含むマーケティング・コミュニケーションの領域でも多くの検討がなされていた。広告
                                                        
43三菱自動車工業 （英語版） 「ANNUAL REPORT 2003 POWER TO CHANGE」p.18 
44同上（日本語版） 『アニュアルレポート2009』(2009年3月版) 19ページ。月期  
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会社もクライアントの要請に対応すべく, 新しい現地の組織や人材の見直しが必要になってい
た。 
 
第２節  「三菱らしさ」というブランドをつくる知識特性 
1.知識の送り手である日本の広告会社の移転知識の特性について   
三菱自動車は, パジェロなどのヒット車種をもつメーカーである。特に中国市場では, 四輪駆
動車のイメージが確立され人気があった。 
製品である自動車は, 日本市場と中国市場で機能的には大きな違いはない。その意味では,
移転される知識も形式知化することが可能である部分が多い。担当するチームは日本であれ, 
中国であれ, 開発のコンセプトや細かいグレードやスペックの違いなどの技術的な内容を把握し
ている必要がある。自動車クライアントは広告会社にとって, 商品の詳細な情報（スペック）を重視
する特性をもつ業種である。したがって, 形式知化された情報の量も膨大なものとなる。 
三菱自動車の場合は, 海外業務に関しては, これまで北米市場を除いてADKが1社体制で担
当していたこともあり, クライアント本社の海外企画部や中国部との人脈が現地でのオペレーショ
ンにも影響を及ぼしていた45。東京本社の代理としてコミュニケーション戦略のマネジメントが広告
会社の営業担当者および派遣者には求められ, 緊密な連携が不可欠であった。それは, クライ
アントの本社側と現地拠点が管理する予算の効率的な配分も, 広告会社の業務のひとつであっ
たからである。 
三菱自動車の業務における知識移転の事例では, 資生堂の事例と比べ, 企業哲学のような
暗黙知よりもむしろ, プロダクトの開発思想や情報, 広告やPR関係の素材などの形式知化された
知識が多いことがわかった。現地拠点が主導的にやるべきことは, 日本と同じ車種であっても市
場規模や競合他社の状況が異なるため, 中国市場での競合車種とのポジショニング調査や必要
な技術用語などの統一作業をおこなって広告やカタログを制作することが挙げられる。そのような
業務には, 日本から移転された知識をベースに中国市場に適応させていくことが必要であった。 
そして, ポイントとなるのは, 五十嵐氏によると「その過程において制作物の質感や仕上がり感
に関しては, 日本と同一の水準が中国版にも要求される。ブランドのトーン＆マナーという暗黙知
は, 必然的に共有していなければならない」と語った。さらに「基本的には, 日本で用意した素材
を使うことが多いが, 中国の顧客ターゲットに合わない場合は, 現地で制作する場合もある。その
際にトーン＆マナーの認識に違いがないように, ビジュアル素材やイメージで何度も確認をした。
                                                        
45北米市場は独立系のロサンゼルスに本社を置く広告会社 Deutsche 社が担当していた。 
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暗黙知的なニュアンスは, 視覚化することで言葉より正確に伝わると思う。中国側もビジュアルや
イメージで確認してくるので誤解が生じなかった」という。 
このように暗黙知的なニュアンスを移転するには, 視覚化を通した形式知化をおこなう必要が
ある。例えば, イメージ・ビジュアル集のようなものを共有して, 概念や言葉の方向性を確認する
という工夫で現地との意思疎通が可能になる。 
聞き取り調査による三菱自動車の業務の事例から抽出された移転される知識の特性は, 次の
通りである(表5-1, 参照)。顧客共有型-形式知の組み合わせにおいては, 新車の開発思想や商
品のスペック, 技術情報なども含まれる。化粧品のようなイメージ訴求商品とは異なり, 耐久消費
財の自動車は機能に関する知識が意味をもっている。 
ベストプラクティス共有型-形式知では, 移転される知識の多くを占めるベストプラクティス型の
車両に関する市場ポジショニングや広告表現・PR 用の素材などの知識は, 現地の市場状況を必
要に応じて反映させた形で移転される。 
顧客共有型-暗黙知の組み合わせにおいては, 知識の核にあるのは「三菱らしさ」である。エン
ジンの性能がいいとか, 走りがいいというような先進性や技術力をイメージさせる企業ブランドとい
える。それが, 質感や仕上がり感というトーン＆マナーによって表現される。トーン＆マナーは, 
同じ赤い色でも, 再現の仕方によりイメージが変わってしまうように, ビジュアルの表現にダイレク
トに反映されてくるニュアンスも含んでいる。 
ベストプラクティス共有型-暗黙知では, 資生堂と同じように, 広告コピーの開発の背景にある
コンセプトやニュアンスが重視される。それは, 広告ビジュアルの仕上がり感であるトーン＆マナ
ーや各商品のもつ独自の世界観を構成する知識である。 
 
表 5-1 : 三菱自動車の業務において移転される知識 
知識の類型 顧客知共有型 (ナレッジマネジメントのタイプ） ベストプラクティス共有型 (ナレッジマネジメントのタイプ）
●開発思想 ●広告のビジュアル・PR素材
●商品に関する情報（スペック） ●競合車種とのポジショニング調査
(1)形式知 ●広告・カタログに必要な技術用語
●市場調査・消費者ターゲット情報
○「三菱らしさ」ブランドのもつコード
(2)暗黙知 ○クライアントの意思決定のシステムや共通言語 ○広告のトーン＆マナー（仕上がり感）
○制作物の質感・仕上がり感・イメージ
○クライアント本社の海外企画部や中国部との人脈  
 
三菱自動車の中国の事例は, 提携による現地生産も始動し, 現地での最適なコミュニケーショ
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ンの実現に重きが置かれていた時期であったといえる。ダイムラー・クライスラーの中国拠点との
相乗効果を模索する必要もあり, ADKも現地の組織体制の見直しがおこなわれた。その結果, 自
動車業界に精通した元ゼネラルモータース出身の中国人マネジメントを採用し, 彼を中心にして
移転された知識を現地で積極的に最適化していたことがわかった。 
その中国人マネジメントと協働した経験のある社員である蒲生氏と五十嵐氏によると, 「現地か
らのフィードバックが, きちんとした理由によって裏付けられていたことが日本のクライアントにも信
頼された。欧米では常識的なことであったが, PR イベントや試乗会をやった場合 ROI(投資収益
率)や KPI（重要業績評価指標）を示して提案をおこなっていたため評価が高かった」と述べてい
る。 
資生堂の事例では, 顧客知共有型の知識も「おもてなしの心」や企業スローガン「一瞬も一生も
美しく」のように暗黙知度は高いが, 揺るぎない企業としての明確な概念があった。三菱自動車
の場合は, 典型的な暗黙知である。「三菱らしさ」という具体性のない概念であり, ブランドのもつ
コード（暗黙の規定）のような知識である。 
実は, 日本企業と広告会社の間で共有される知識の大部分が, 「企業らしさ」という曖昧な性
格の概念に根付いている。この「企業らしさ」という暗黙知は, 確かに存在しており, 知識として共
有されている。その企業の社員でも言葉で説明しきれない社風や不文律といった性格のものであ
り, ブランドの中心に存在するものでもある。 
 欧米企業では, この「企業らしさ」という暗黙知は形式知化されており, 全世界の従業員やサプ
ライヤーなどが共有できるようになっている。代表的なのは, ヒューレット・パッカードの「HP 
WAY」である。明文化されている内容は, 「顧客からの尊敬と信頼の獲得(customer loyalty)」,
「適正な利益（profit）」, 「市場でのリーダーシップ(market leadership)」, 「成長(growth)」, 「働
く 人 へ の コ ミ ッ ト メ ン ト (employee commitment) 」 , 「 リ ー ダ ー シ ッ プ の 発 揮（ leadership 
capability）」, 「良き市民(global citizenship)」の7項目である。「HP Way」は社員の多様性を尊
重した社風と企業活動の基本精神として受け継がれている46。 
日本の企業では, その「企業らしさ」は明文化して共有するより, 協働体験を通じて「暗黙知」と
して浸透させる場合が多いと考えられる。これまで, 国内市場においては, 日本の企業は離職率
が低く, 中長期の協働経験によって明文化されていなくても, 顧客企業の「らしさ」を理解し, 共
有することができた。しかし, 中国では転職に対しての抵抗はなく, ステップ・アップとしてポジテ
                                                        
46日本ヒューレット・パッカード株式会社ホームページ, http://h50146.www5.hp.com/info/hr/basic.html 
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ィブに考える傾向があるため, 時間をかけてクライアント企業の「らしさ」を中長期の協働経験によ
って理解してもらうには限界がある。 
 
２．知識の受け手である中国人の知識共有スタイルの特性  
本社の担当営業チームで中国業務を担当していた五十嵐氏によると「クライアントの求めるクオ
リティの基準を, 中国人のマネジメントやスタッフに理解してもらうには時間がかかる。中国人から
すると, 何故そんなに細かいことを気にするのかと思うようなことばかりである。そのような場合, こ
ちらのやり方を無理に押し付けてもうまくいかない。とりわけ上海人には, 合理的に説明すること
が必要である。見えないところにも『質感』が必要なことを納得してもらうように, 粘り強く取り組む
覚悟がいる」と述べた。この性質と対応は資生堂の事例と同一である。形式知化された知識は, 
暗黙知的な質感の基準という知識によって構成されている。そして資生堂の事例同様に, 中国
人社員には「理解」より深い「納得」をしてもらうことが必要であることが, ここでも強調された。 
この事例で紹介する中国人マネジメントを中心とするグループは, 新車の販売が予定されると, 
自分のチームを率いて合宿をして自主的に日本から送られた情報を分析していた。そこには, 中
国人の営業だけでなく, マーケティングや制作, プロモーションのスタッフも参加していた。聞き
取り調査によると, 「これまでの受け身で自主性に欠けるという中国人に対する印象が一変した」
という。 
資生堂と三菱自動車の業務に関わる 2 つの事例からも, 顧客知共有型の「らしさ」のようなニュ
アンスを含む知識を獲得するには, ある一定の期間の協働経験が必要であるといえる。次節では,
知識がどのようなプロセスのパターンで移転されたかを記述する。 
 
第 3 節 「次世代の中国人マネジメント」による移転プロセス  
三菱自動車の知識移転プロセスにおいては, 現地社員中心の自主的なワークショップなどに
より移転した知識が再編され, 一部ではあるがフィードバックされるサイクルがみられる。ROI 視点
を盛り込んだ現地拠点主導での施策提案は象徴的である。この事例では, 日本人の得意とする
暗黙知を暗黙知のまま移転するプロセスのみに終始することなく, 暗黙知の形式知化, 形式知
の形式知化といった発展的な移転のサイクルがみられる。 
移転される知識のタイプは, 暗黙知と形式知である。車両情報などを中心とする形式知的な部
分の比率も高いと考えられるが, 最終的には広告制作物というトーン＆マナーに関係するもので
あり,形式知の背景には暗黙知的な判断基準も多く含まれている。 
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知識の特性としては, 商品の機能を示すパフォーマンスのスペックなどが消費者にとっては重
要となる。それを企業イメージと結びつけて広告表現に展開されたものが顧客知共有型の知識と
なる。そして, 三菱自動車と資生堂の業務との違いは, イメージ重視の消費財と機能重視の耐久
消費財という商品の違いによる知識特性であり, 現地マネジメントによる現地スタッフレベルまで
巻き込んだ知識移転のパターンにある。次に, 本稿の知識移転のプロセスの分析の枠組みに沿
って, フェイズごとに記述していく。 
 
三菱自動車業務の基本的な移転パターン：フェイズ(3)-(4) 
◆知識移転フェイズ(3)（本社担当者から中国人マネジメントへ） 
本社の日本人担当者と中国人マネジメントがダイレクトに英語による知識移転をおこなってい
たことが, 資生堂の事例とは異なるパターンの知識特性と移転プロセスを構成するポイントになっ
ている。三菱自動車の業務の知識移転プロセスにおいては, 特に知識移転フェイズ(3)と(4)に関
わる中国人マネジメントが重要な役割を果たしていた。中国のダイムラー・クライスラーの欧米人
の担当者への対応も必要であったことが, そのような状況を生み出したといえる。この事例では, 
本社からの派遣者ではなく中国人マネジメントがその機能をダイレクトに担っていた。 
具体的には, 本社営業担当者の五十嵐氏と中国人マネジメントである丁嘩（ダニエル）氏との
間での知識移転フェイズ（3）が中心におこなわれた。それを受けて, 現地マネジメントと現地スタ
ッフ知識移転フェイズ(4)が自主的に展開された。これは, 現地化を進める上では理想的な知識
移転のパターンであると考えられる。 
具体的には, 輸入車であるパジェロと現地生産車のアウトランダーには, 同じ四輪駆動の技術
が使われている。その訴求にあたっては, 当然ながら同じ技術的専門用語の統一が必要となる。
自動車の場合, このような技術的な専門用語が非常に多い。一見当たり前のことのように思える
が, きちんとコントロールしないと同じ技術が使われているのに中国語の訳語が異なるということも
起こり得るのである。なぜならば, 現地の合弁企業も関係してくるため, 日本と中国の間で緊密な
連絡を取っていないと, 異なる翻訳による制作物がつくられてしまうリスクがある。 
 
◆知識移転フェイズ(4)（中国人マネジメントから現地スタッフへ） 
2001 年にダイムラー・クライスラーの支援を受けて再スタートを切った三菱自動車は, 上海に
現地法人を所有していたが, ダイムラー・クライスラーとのジョイントが必要になった。従来の日本
人同士のサービス対応ではなく, ダイムラー・クライスラーの本国からの派遣者（米国人）への対
54 
 
応が必要となった。そこで, 現地で英語と中国語で広告ビジネスができる人材として元ゼネラル
モータースのマネジャーである丁嘩（ダニエル）氏を採用する。彼は 10 人のチームを率いるリー
ダーとして中国の三菱自動車のアカウントのマネジメントを行う。また, 東京本社の担当チームの
カウンターパートとして知識移転の窓口になった。先述したように, グループでの合宿などを積極
的におこなって, 担当チームの質を高める取り組みがなされていた。 
 
三菱自動車業務の補助的な移転パターン：フェイズ(1)-(2)-(4) 
◆知識移転フェイズ(1) （本社から中国拠点の派遣者へ） 
本社の担当グループ内での知識移転は, 資生堂と同じく, きめ細かい対応をするための体制
がとられている。そこでは, 長年の経験をもつ上長からグループの構成メンバーへ, クライアント
に関する情報や知識が日々の業務を通して共有される。知識移転の体系ができ上がっており, 
暗黙知度の高い知識も本社の担当グループ内では, 知識移転がおこなわれている。三菱自動
車（海外）アカウントに関しては, 欧州やアジア地域の拠点への派遣者は, 国内において担当営
業やスタッフであった経験を有する社員が多い。彼らはすでに, 本社担当者との暗黙知的な知
識共有は素地としてもっている。 
ダイムラー・クライスラーとの提携によって, クライアントが欧米人体制に変わった。ADK も英語
と中国語で対応ができる中国人マネジメントを入れたため, 本社から派遣者への知識移転は, 補
助的な経路となった。対日本人クライアントの対応が軽減されて, 進行状況のレポートを受ける程
度に変化したのである。 
 
◆知識移転フェイズ(2) （本社派遣者から中国人マネジメントへ） 
この当時の派遣者である蒲生氏によると「日本本社と直接コミュニケーションさせることで, 誤解
が生じず, 作業の迅速化につながった」ということである。派遣者は本社と中国人マネジメントの
やり取りのポイント部分を確認すればよく, 新規開拓や他の国内のクライアントの対応に時間を割
くことが可能になったとされる。三菱自動車の本社からの知識もダイムラー・クライスラーとの提携
が進み, すべてのドキュメントが英語と日本語のデュアル版になっていたことも, 英語から英語で
効率的な知識移転をすることを容易にしていた。この事例では, 大部分の知識移転はフェイズ(3)
の本社と中国人マネジメントの間を基軸としておこなわれており, 派遣者の実務レベルでの関与
は軽減されていることが特徴的である。 
中国人マネジメントの丁嘩（ダニエル）氏は, 香港で教育を受け, MBA の資格を所持している。
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自分らのグループのスタッフも, ゼネラルモータース時代の部下をヘッドハントして連れてきた。
兄貴肌の性格で, リーダーシップを発揮して積極的なグループ運営をおこなっていた。彼は典型
的な個人中心の中国人とは異質な, 人間関係を重視したグループ中心のマネジメント・スタイル
をとっていた。本社の担当営業として, 同氏と協働作業をおこなってきた五十嵐氏によると, 「香
港で育って, MBA で国際経営を学んでいる経歴とはいえ, まさに次世代の中国人ビジネスマンと
いう印象をもった」という。 
この次世代の中国人マネジメントの意味について説明する。複数の聞き取り調査の対象者が
同様のコメントをしており, 個人中心でなく, グループ志向の知識共有をおこなうマネジメントのス
タイルをとることを示している。この事例が示すのは, 中国人マネジメントの「質」や「スタイル（志
向性）」が知識移転プロセスに大きな影響を与えているということである。現地マネジメントが優秀
である場合には, 単純に本社からの派遣者の負担は軽減される。五十嵐氏によると, 「丁嘩（ダ
ニエル）氏のチームは, 自分たちなりのキャリア・プランをもって仕事に取り組んでいたように思う。
自主的に課題を発見して新しい提案をしていた。東京モーターショーにも自分のスタッフを連れ
てきて, 部下の育成と新しい知識吸収に非常に貪欲であった」と語ってくれた。グループのパフォ
ーマンスをいかに高めるかを意識した行動をとっている。三菱自動車のグローバル・ブランド調査
の結果に対しても, 中国人の視点から最新の情報に修正する作業が, 丁嘩（ダニエル）氏を中心
としたグループにより行われたという。 
 
図 5-2 ：三菱自動車の業務における知識移転プロセス 
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さらに, 業務用のフリート・セールスについても, 元ゼネラルモータースの経験から市場需要
を正確に分析し, ROI（投資効率）の視点を盛り込んだ提案をしたとされる。日本から移転された
知識が現地の情報を加えて, 新しい知識に変換されてフィードバックされるサイクルが機能して
いるように見受けられる。このようなオペレーションは, 中国人マネジメントの強いモチベーション
と現地の自動車業界の人脈や情報源がなければ不可能である。ローカル化していくことのひとつ
の目的は, 中国人のネットワークによって, 知識のアップデートや創造ができるようになることであ
ろう。 
日本の広告会社は, 知識移転のキーマンとなる現地人マネジメントに対して, 教育プログラム
や給与インセンティブなどの改善に積極的に投資する必要がある。聞き取り調査に応じてくれた
現地の中国人マネジメントは, 日本企業は教育プログラムや職場環境は充実していても, 残業が
日常化しており, 給与が低いという不満を漏らした。将来的には, アジア全体を統括するようなポ
ジションを与えるなどの権限の移譲も視野におくべきであろう。中国市場の知識移転プロセスは, 
人的資源管理の問題と強い相互関係にあることが, 本事例からも推測される。 
その後の経過に関して触れる。2004 年にダイムラー・クライスラーとの提携解消を受けて, 上海
に三菱自動車の販売会社が再び設立された。クライアント側が, 従来の日本人派遣者中心の体
制に戻された。そうなると, 日本語ができない丁嘩（ダニエル）氏は会社を離れた。現在は, 中国
のゼネラルモータースの輸入車部門のナンバー2 として活躍しているということである。 
彼とグループの主要なメンバーの離職にともなって, どのような変化が顕在化したかというと「
自主的な競合分析や戦略の勉強会をおこなうようなチーム体制ではなくなり, 日本の指示待ち状
態が多くなった。本社の担当グループは, ひとつひとつ現地作業に派遣者を通じて指示をする
必要が生じた。印刷物の中国語の校正まで日本でやらなければならない程, 負担がかかってき
た」と聞き取り調査でヒアリングすることができた。 
三菱自動車の事例での知識移転プロセスは, 次のようにまとめられる。重要なフェイズ(3)（本
社担当者と中国人マネジメント）で相互に信頼関係と尊敬の意識もあり, 緊密な協働作業を通し
て知識共有は円滑におこなわれていた。さらに, フェイズ(4)（中国人マネジメントから現地スタッフ
）では中国人マネジメントが自主的なワークショップにより, 知識移転を現地スタッフに展開する活
動がみられた。また, そこで獲得された知識に現地の情報をアップデートして, クライアントや本
社にフィードバックする知識移転のサイクルがあった。この事例において注目すべきは, 中国人
マネジメントからグループへの知識移転が積極的におこなわれたことにある。さらに, その知識が
グループ外の組織レベル(本社やクライアント)に共有される現象を起こしていたことである。 
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暗黙知の共有プロセスも, 個人からグループのレベルで頻繁におこなわれていた。その際, ニ
ュアンスを多く含む暗黙知をそのまま移転する方法がとられているが, ビジュアルを用いて視覚
化して確認するという誤解が生まれない工夫がなされていた。中国人の現地社員間の知識共有
化のためのワークショップが, 意識的におこなわれていたことは注目に値する。 
前出の五十嵐氏は, 何度かそのワークショップに出張の際に参加している。中国人社員の日
本派遣については, 東京モーターショーなどの機会に成熟市場のノウハウを吸収するために, 
できるだけ多くのスタッフの出張を現地マネジメントの判断でおこなっていた。その機会を活用し,
クライアントの本社での打ち合わせもおこなわれており, 肌感覚で顧客共有型の知識の深化を
おこなう試みが実施されていた。現地スタッフのモチベーションの向上にも結びついており, グル
ープを超えて組織レベルでの知識共有が, 可能になる条件が用意されている。 
これらは, 中国人マネジメントの志向や意識によって知識移転のプロセスが, 大きく変わる可
能性のあることを端的に示している。そのことは, 丁嘩（ダニエル）氏のようなリーダーシップのあ
る中国人マネジメントの離職とともに, 知識移転プロセス自体が非効率化したことからも明らかで
ある。 
丁嘩（ダニエル）氏がマネジメントをしていた頃の中国の三菱自動車の業務は, 理想的な本社
と現地の知識移転のプロセスになっていた。この事例のように, 日本人（本社・派遣者）と中国人
マネジメントの両方が協力することによって現地スタッフへの知識移転を円滑におこなえば, 現地
化が促進され, グループそして組織全体のパフォーマンスの向上につながる。 
資生堂業務では, フェイズ(4)の現地スタッフと知識を共有することを積極的にしないマネジメン
トであった。フェイズ(4)においては「指示型」といえるスタイルをとっていた。 
一方, 三菱自動車の業務では, 中国人マネジメントがワークショップをひらき, 個人レベルから
グループレベルにまで知識移転を広げ, クライアントや本社へフィードバックする知識創造の領
域までおこなっている。資生堂と三菱自動車ともに同じ時期の上海の拠点の事例である。 
三菱自動車の知識移転が, 形式知中心であったことが, 丁嘩（ダニエル）氏によるグループ中
心の移転を容易にしたことも重要なポイントである。移転される知識の特性と中国人マネジメント
の志向が移転プロセスのあり方を決定することに関しては, より多くの事例を検証する必要があろ
う。顧客追随型の知識移転であるため, クライアント企業の影響は非常に大きいものである。しか
しながら, 聞き取り調査の分析によって中国人マネジメントの機能が, 中国における広告会社の
知識移転プロセスのフェイズ(4)において大きな違いを生み出し, 影響を及ぼすことが明らかにな
った。 
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第 6 章 市場探索型知識の特性と移転プロセス(1) 
上海万博・中国民営企業連合館の事例 
 
第１節 上海万博 ・中国民営企業連合館プロジェクトの概要 
ADKの博覧会業務推進局は, 2005年の愛知万博において日本政府館の企画, 運営を担当し
た知識を上海万博の業務獲得に活用した。ここで取り上げるのは, 日本の広告会社が中国の現
地民間企業連合のパビリオンを受注した事例である。 
日本では 1970 年の大阪万博以降, 電通をはじめとする広告会社が特別博覧会の企画, 運営
のノウハウを蓄積してきた。1975 年の沖縄国際海洋博覧会, 1985 年のつくば万博, 1990 年の国
際花と緑の博覧会, そして 2005 年の愛知万博という流れのなかで, 大規模なプロジェクトをマネ
ジメントするための高度な知識の集積といえるものである。 
愛知万博において日本政府館のプロデュースを担当した二宮氏は, 「万博はさまざまなノウハ
ウの集合体といえる。設計, 施工はもとより, 展示企画, 会期中の運営, 広報など多岐にわたる」
と, その範囲の広さと専門性について説明してくれた。 
愛知万博の博覧会協会には, のべ数百人の中国の上海万博の関係者が派遣されていた。上
海万博の成功を目指して, 知識の吸収と人脈形成をおこない準備をしていたのである。それは,
日本の万博関係者にとっても交流する絶好の機会でもあった。ADK の愛知万博政府館担当チ
ームは, その博覧会協会で構築された人脈を使って上海万博での業務の獲得を目標として, 中
国政府館他の企画の国際コンペに次々と参加していくことになる（表６－１, 参照）。2007 年から
19 のパビリオンに関連する国際企画コンペや運営業務, イベントのコンテンツ, 広報に関する企
画などに参加している。結果としては, 日本政府館の運営や広報関係業務をはじめ 5 つのプロジ
ェクトを受注している。そのなかでも注目すべきは, 中国民営企業連合館の国際コンペの獲得で
ある。前出の二宮氏によると「中国式のやり方とは, 日本や欧米の会社にアイデアを全て提案さ
せて, 順位までつける。コンペで優勝しているのに, 発注がこないこともあった。結局は, 各アイ
デアのいい部分を折衷して, 中国企業に発注するというパターンだということに途中で気がつい
た」と, コンペの形式をとった巧妙なアイデアの吸収であったと振り返る。 
日本は１９７０年以降, 数多くの国際博を開催した万博先進国である。国際コンペで惜しみなく
開示される最新の技術をつかった展示案や詳細な運営のノウハウなどは, 中国側には参考にな
59 
 
る知識であったことは間違いない。そのような状況のもと, いかにして中国民営企業連合館のプ
ロジェクトを担当することが可能になったのか。そこに市場探求型の知識の優位性を探るポイント
があると考える。 
 
表 6- 1: 上海万博 関連の ADK コンペ参加実績 
      
内容 実施時期 結果
1 中国館・テーマ館 展示計画 国際コンペ 2007年 1位獲得
2 ベスト都市実践ゾーンコンサルティング業務 2007年 受注
3 上海世界博開閉会式 国際コンペ 2007年 入選
4 都市生命館 企画提案 2007年 最終選考まで
5 日本館 基本計画案提案 2007年 受注
6 世博会 博物館 企画提案 2008年 最終選考まで
7 都市文明館 企画提案 2008年 最終選考まで
8 台北館展示・広報・PR業務 企画提案 2008年 広報・PR受注
9 ベストシティ実践区・大阪出店企画案 2008年 広報受注
10 鉄道館 企画 コンサルティング業務 2008年 不採用
11 航空館 企画 コンサルティング業務 2008年 不採用
12 石油館 企画 コンサルティング業務 2008年 不採用
13 通信館 企画 コンサルティング業務 2008年 不採用
14 上海国営企業館 企画 コンサルティング業務 2008年 不採用
15 日本館 運営・広報・催事業務 企画 2008年 受注
16 世博局催事・世博パフォーマンスライブ企画 2009年 不採用
17 中国国家館 運営コンサルティング業務 2009年 不採用
18 中国民間企業連合館 国際コンペ 2009年 受注
19 日本館イベントステージ 催事担当 2009年 受注  
出所 : ADK 社内資料「事業実績 近年の博覧会事業」より抜粋, 筆者作成。 
 
市場探索型の知識移転の事例として, ADK が中国民営企業連合館という中国企業 16 社から
なるグループのパビリオンを全体請負というかたちで受注したことを取り上げる。 
中国民営企業連合館は, 国内の有名民間企業である復星集団47が, 中国の民営企業の「無
限活力」と成長を示す「細胞」をデザインコンセプトに 5,570 平米の敷地に建設した。 
ドイツ企業のシーメンスが企業パビリオン出展をキャンセルした跡地に, 中国の民間企業グル
ープが出展を決定した。企画だけでも最低 2 年間は必要とされる万博のパビリオンであるが, す
でに開幕まで1 年を切っているという状況であった。中国民営企業連合館を担当した万博事業局
の城野氏は, １年間にわたって上海に長期出張することになる。「日本の企業が中国民間企業グ
ループのパビリオンを一括発注してもらえる背景には, 工期が通常の半分しかなかったことによる
と思う。分割発注では間に合わないため, 日本の元請け一括システムで突貫工事をおこなう必要
があった」と振り返る。このような決定には, 愛知万博の博覧会協会に中国から派遣されていた上
海万博の関係者による働きかけがあったとされる。愛知万博で日本政府館を単独で一括受注し
ていた実績を高く評価してくれていたのである。 
                                                        
47復星集団には中国で最も勢いのある電子商取引のアリババや金融の中国民生銀行などが含まれる。 
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中国民営企業連合館の知識移転のプロセスを整理すると図 6-2 のようになる。愛知万博の日
本政府館の経験による形式知と暗黙知の組み合わせである専門的なノウハウを上海の現地拠点
に移転する。 
中国民間企業連合館のクライアントは複数の企業からなるグループである。現地スタッフへの
移転の成否が, いかに中国現地企業のクライアントを説得することができるかということに影響す
る。聞き取り調査によって, 送り手である本社のプロジェクトチーム, 受け手である現地の中国人
マネジメントと現地社員の移転のプロセスを各フェイズに細分化した枠組みにより検証する。 
 
図 6-2: 上海万博・中国民営企業連合館の事例における知識移転プロセス 
        
 
自らも一級建築士である城野氏によると, 「日本でも困難を極めるプロジェクトを, 文化や商習
慣の異なる中国でおこなうことは, 想像できないほどの問題に直面した」という。「日本の場合, こ
のようなパビリオンを施工する場合は, 精密な図面を作成し, 現場でさらに『摺り合わせ』という細
部の収め方のチェックをおこなうのだが, 中国では平面図が出来上がった時点で着工してしまう
感じである。そもそも, プロジェクト・プランニングという概念がない」と指摘している。彼は日本の
専門的知識に基づく優位性は, 細部の品質も担保しながら, 納期を守る能力にあるのだと実感
したという。 
 
第２節  大型プロジェクト・マネジメントの知識特性   
1.知識の送り手である日本の広告会社の移転知識の特性について   
聞き取り調査から得られたのは, 万博のパビリオン建設という大型プロジェクトをプランニングし,
マネジメントする日本人のノウハウという経験に基づく暗黙知が求められていたということである。
具体的な移転知識の特性は, 以下のようなものである。 
上海万博のプロジェクトに 2005 年から深く関係した上海駐在の劉大江(リュウタイコウ)氏による
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と, 「中国人が日本人に期待する知識としては, ある目標に向けて最適な方法を見つけるノウハ
ウである。それは中国人が一番苦手な部分でもある。大きな目標を打ち立てることは好きだが, ど
のようにすれば実現できるかについて, 細かい実行プランを考えることが嫌いである」と指摘して
いる。さらに劉氏は, 「日本人はチームワークが得意であり, グループで均一なノウハウを共有し
ている。そこが中国人と異なるポイントだと思う。限られた時間や条件の中で効率的に業務を進め
ることを可能にするグループとしての知識をもっている」と, 中国人と日本人の両方を熟知する立
場から指摘した。 
 
表 6-3 : 上海万博・中国民営企業連合館の事例において移転される知識の分類 
 
知識の類型 専門知ネット型 (ナレッジマネジメントのタイプ） 知的資本型 (ナレッジマネジメントのタイプ）
●プランニング知識
(1)形式知 ●スケジュールと予算を管理するマネジメント知識 ●運営マニュアル・精密な設計図面・企画書
●業務の確認作業や伝達事項
○プロジェクトマネジメントするスキルやノウハウ ○チームワーク・組織能力（専門部局）
(2)暗黙知 ○ある目標に向け最適な方法を見つけるノウハウ ○最新の技術展示案や詳細な運営ノウハウ
○専門家集団を統率するプロデューススキル ○外部のリソースの蓄積
○細部の品質も担保しながら,納期を守る能力 ○愛知万博の日本政府館の経験と人脈  
 
移転される知識特性の分類の専門知ネット型-形式知の組み合わせとしては, プロジェクトを
短期間で実現するためのプランニングの知識である。マニュアル化されたものもあり, そのノウハ
ウを基本形としてスケジュールや予算を管理するマネジメントの知識である。上海万博の中国民
間企業館の事例において移転される中心的な知識は, プロジェクトを実行していくプランニング
の知識であり, スケジュールと予算を管理するマネジメントの知識である。知的資本型-形式知の
組み合わせとしては, 愛知万博の政府館の際につくられたマニュアルや精密な設計図面をつく
るノウハウ, 企画書を作成する組織的な知識である。 
次に, 専門知ネット型-暗黙知の組み合わせとしては, 専門家集団を統率するプロデュースの
スキルや細部の品質も担保しながら, 納期を守るノウハウがそれに該当する。例えば日本人は, 
個人と個人が部分的に重なりあうようにして知識を共有しながら業務を進めていく。万博パビリオ
ンの事例でいえば, 施工担当者と展示企画担当者は, ある程度までお互いの業務内容を共有し
て作業を進める。それが, 業務を通じての知識の「摺り合わせ」といえるものである。 
知的資本型-暗黙知の組み合わせとしては, 専門部局のもつチームワークや組織能力をベー
スとする最新の技術展示案や詳細な運営ノウハウがそれに該当する。愛知万博の日本政府館の
経験とさまざまな分野の外部専門家などの人脈の蓄積も含まれる。この分類においては, 専門チ
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ームが所有する知識に基づくものを専門知ネット型とし, 組織としての人的・資本的な投資と強い
関係のある知識と考えられるものを知的資本型とした。 
 
２．知識の受け手である中国人の知識共有スタイルの特性  
前述したように中国人は, 自分の業務範囲でないことには関与しない。日本人のように知識の
摺り合わせのような共有化もおこなわない。パビリオン建設のプロジェクトでも, 施工担当者は展
示担当者が何をおこなっているかを知る必要はないという考え方であるということが指摘された。
これは, 業務の範囲と責任の所在を明確にしたがる価値観ともいえる。また, グループ中心では
なく, 個人中心の考え方である。 
中国人マネジメントの劉氏は, 「成長の速度の速い中国で, 最も重要なのはスピードである。
そして, あくまでも結果が重要であり, 慎重にプロセスを重視する日本型の知識移転のやり方が
受け入れられない局面もある」と述べており, 日本のチームのもつ知識の優位性に理解をしなが
ら, 状況によっては対立することもあるとした。 
知識の送り手である城野氏によると見方が異なる。「中国人の知識吸収への意欲は強い。問
題なのは, 時間をかけないで簡単にできると思う性急さにある」とする。知識移転プロセスにおけ
る送り手である日本と受け手である中国間に, 知識移転の時間の捉え方の違いがあることが示唆
された。このような中国人の特性を踏まえながら, 本事例において知識移転がどのようにおこなわ
れたかというプロセスを次に検証する。 
 
第３節 グループで意識的に共有された知識移転プロセス 
上海万博の中国民営企業連合館の事例における移転プロセスでは, ADK が組織として蓄積し
てきた知識を活用している。上海万博プロジェクトのスタッフへの聞き取り調査によると, 日本は万
博という国家的なプロジェクトに関する成熟国であり, 国際的な万博を初めて実施, 運営する中
国人にとっては, 吸収したい知識の宝庫であったという。中国民営企業連合館のプロジェクトに
最初の段階から関係した城野氏によると, 「現場では中国人スタッフに, ほとんど手とり足とりとい
う感じでした。日本人同士であれば信頼関係があるので任せられるのですが, 中国人スタッフに
は, 常に背後にいて指示を出す必要がありました」とその苦労を語った。通訳も兼ねた中国人マ
ネジメントや劉氏の部下である現地スタッフに指示しながら, 施工や展示企画の知識（ノウハウ）
を丁寧に移転していったということである。城野氏によれば, 「中国人マネジメントに伝えるだけで
は不十分であった」として, 現場で作業する現地スタッフにも直接, 粘り強く指導したという。また, 
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建設定例会や展示定例会というミーティングを通じてのフォーマット化された形式知の移転は, 
業務の確認作業や伝達事項に合わせておこなわれた。 
   まず, ADK の組織内では, 日本の二宮氏, 城野氏を中心とする万博チームが中国の劉氏を
中心とする上海のチームに協働作業を通して, 万博パビリオンの企画や設計, 施工, 展示およ
び運営についての知識を移転した。 
また, 通常では考えられない短い工期という問題を解決するため, 現場でも１年間をかけて日
本人のエキスパートと旭通（上海）天覧広告有限公司のスタッフが協力会社（施工会社・展示会
社）の中国人スタッフへ細かい指示を出し, そのプロセスでも知識が共有されていった。それを可
能にしたのは, 中国人マネジメントやスタッフが高い日本語能力および専門的な知識を受け入れ
るバックグラウンドをもっていたことが条件として備わっていた。 
  上海万博の中国民営企業連合館の事例での移転のプロセスをまとめると, 以下のようになる。 
 
上海万博・中国民営企業連合館の業務の移転パターン：フェイズ(3)-(4) 
◆知識移転フェイズ(3)（本社から中国人マネジメントへ） 
この事例の特徴としては, 国際博覧会のパビリオン建設のプロジェクトを 1 年間という期間にわ
たって協働作業をして知識移転することにある。まさに「手とり足とり」という移転がおこなわれた。  
本社のプロジェクトの責任者である城野氏と, 日本からの派遣者でもあり, 中国人マネジメントで
もある劉氏の間で緊密な知識のやり取りが行われたことが, 短期間でのプロジェクトの実現を可
能にしたひとつの要因であるといえる。 
劉氏は日本の大学を卒業して, ADK に入社した。その後, プロモーション局でイベントなどの
業務を担当し, 上海に派遣されている経歴をもつ。この事例では, 彼の中国人マネジメントとして
の側面に焦点をあてる。特に, 日本的な仕事の進め方を中国人マネジメントの劉氏を中心とする
グループが, 中国のクライアントに納得させるという困難な役割を確実に果たしたことによって, 
プロジェクトが成功に結びついたと推測される。劉氏がマネジメントするグループは 10 名のスタッ
フから構成されている。全員が旭通（上海）天覧広告有限公司の社員である。上海外国語大学日
本語科の卒業生, 日本の大学への留学経験者や両親のいずれかが日本人というネイティブのス
タッフもおり, 日本語能力については全員が問題なかった。 
  劉氏によると「日本人をよく理解している中国人スタッフが共通の目的意識をもって中国企業の
クライアントや現場の職人たちとの間をつないで, 相互理解のバランスをとることが求められた」と
し, 「自分のチーム内では情報交換を意識的にやるようにしていた」と, グループ中心のマネジメ
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ントのスタイルをとっていた。このような大型のプロジェクトをやり遂げるためには, 情報や知識を
個人レベルで抱え込むのではなく, グループで共有する意識をもつことが, 今後は中国人にも
必要不可欠であると語った。 
  城野氏によれば, 万博開幕日が迫ってくるなかで「１日中建設中の館内を巡回しながら, なぜ
仕上げ部分の見えないところも丁寧に製作しなくてはならないかなどを中国人マネジメントに伝え,
口うるさく指導しました」と語った。そして, 中国人マネジメントが中心になりグループでその知識
を共有していくことが可能になる。 
 
◆知識移転フェイズ(4)（中国人マネジメントから現地スタッフへ） 
この事例で着目すべきなのは, 中国人マネジメントである劉氏のとった知識移転のスタイルで
ある。大型のプロジェクトには社外の設計事務所など多くのスタッフが関与する。移転される内容
やレベルの異なる知識移転が混在する状況である。 
聞き取り調査から, 日本の万博チームの知識が中国人のマネジメントの個人に移転され, グル
ープで意識的に共有されていったパターンがわかる。本社からの派遣者であるが中国人の劉氏
が中心になり, プロジェクトに関与する 10 人のメンバーへ暗黙知的なスキルとノウハウが移転され
ている。なかでも, 施工や展示企画のプロジェクト・マネジメントに関する知識である。これは, ス
ケジュールと予算を管理しながら, 質感のある仕上げを実現するという複雑に組み合わさった暗
黙知である。その移転プロセスには, 日本的な仕事を熟知した中国人マネジメントの役割が果た
した意味は大きい。 
つまり, 協働体験を通しての知識の「摺り合わせ」が自然にできる状況をつくったといえる。劉
氏は「中国民営企業連合館のようなプロジェクトを遂行するには, 中国的なやり方では無理であ
った。お互いにサポートし合うグループワークのシステムをスタッフに実行してもらうしかなかった」
と述べている。限られた時間のなかでは, 知識移転の送り手と受け手の「ハブ」的な機能をもつ中
国人マネジメントを中心に, グループとなって知識を共有することは有効に機能する。  
この事例の知識移転の重要なポイントは知的資本型-暗黙知である。例えば, 中国民営企業
連合館のメインの展示企画である「無限の活力」をテーマとして, 樊躍氏と王潮歌氏が総監督を
つとめた「活力のマトリクス」というステージ演出のコンテンツは, その象徴といえる。このコンテン
ツには, 米国のサンフランシスコのワイヤーアクションのプロダクションが企画に参画している。約
7 分間のショーは, 空中に吊られた 1,008 個以上のボールで構成されるマトリクスが音楽に合わ
せて運動の軌跡を変え, 四季を表現していくハイテクと芸術が一体となり観客に感動を与えるショ
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ーである。上海万博の開幕後, 同館で毎日 30～55 回の頻度で上演された。 
世界の一流のコンテンツの制作チームを集めるのは, ネットワークを含めたノウハウを必要とす
る。2005 年の愛知万博や 2008 年スペインのサラゴザ万博に関わってきたことによる知識の集積
が可能にしたといえる。 
 
図 6-4：上海万博・中国民営企業連合館の事例の業務における知識移転プロセス 
            
 
中国民営企業連合館のプロジェクトは, 大規模で複雑な知識の移転が短時間におこなわれた
事例である。それを可能にしたのは, 日本の送り手側の知識の蓄積の質と量であり, 受け手であ
る中国拠点のマネジメントを中心とするグループの, 日本語のレベルも含めた能力の高さである。
万博担当の劉氏のチームは, 中国民営企業連合館の業務を評価されて, 復星集団の企業の案
件を継続して担当するようになった。大型家具流通企業である紅星美凱龍などの大型ショールー
ムの企画から施工, 運営を委託され, 現地での新規ビジネス開拓に結び付けている。 
三菱自動車の事例で取り上げた中国人マネジメントである丁嘩（ダニエル）氏も, 万博の中国
民営企業連合館担当の劉氏にも共通するのは, グループ中心の知識移転のメリットを認識して
いることである。本稿では, 彼らのようなグループ中心志向の知識移転を実行するタイプを次世
代の中国人マネジメントと位置付ける。 
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第7 章 市場探索型知識の特性と移転プロセス(2)
アニメーション・コンテンツとメディア事業開発の事例 
 
第１節  アニメーション・コンテンツとメディア事業開発ビジネスの概要 
本章では, 市場探索型の別の事例として, 国内や一部アジア地域などで事業モデルとして確
立されているアニメーション・コンテンツ事業に関する事例と, 交通媒体などのメディア事業開発
に関する事例を取り上げる。 
まず, アニメーションのコンテンツ事業は, ADK が広告会社として成長するうえでの原動力であ
った。現在も「ドラえもん」, 「クレヨンしんちゃん」, 「あたしンち」, 「ワンピース」などエンターテイン
メント作品として完成度の高い人気アニメ番組の企画に関係している。 
中国市場に対しては, 1989 年に中央電視台とアニメーション番組を配給するための合弁会社
を設立している。１９９１年に新華通信社と業務提携し, 早い時期から積極的にアニメーション・コ
ンテンツを活用したビジネスの構築に乗り出している。 
日本のアニメーションは, 欧米やアジア市場でも人気を博している。中国市場でも, 高い質を
誇る日本のアニメーションは, テレビが一般家庭にも普及した時期からコンテンツとして注目され
てきた（図 7-1, 参照）。 
 
図 7-1 ：中国４都市（北京市／上海市／広州市／浙江省／四川省）でのキャラクター好意度調査 
  
出典：小学館集英社プロダクション, 2010年10月実施インターネット調査（N=1000） 
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例えば, ADK の管理するキャラクターのひとつである「ドラえもん」は, 高い好意度を示している。
「哆啦 A 夢」としてファストフードや自動車などの広告宣伝に使用されている。出版物である漫画
本や映画も流通している。現在, 中国では自国のアニメーション産業を育成する目的で, 日本の
アニメーションのテレビ放映が禁止されている。しかしインターネットなどを通して日本のアニメー
ション・コンテンツは浸透しており, 依然として日本の人気キャラクターは商品のプロモーションに
効果があるとされる。このような状況は, 広告会社にとって現地のクライアントを開拓する有効な商
材になると考えられる。アニメーション・コンテンツに関する市場探索型の知識移転の需要は, 今
後ますます高まると推測される。  
次に, メディア事業開発ビジネスについて記述する。ADK の中国事業推進局は, 中国のパー
トナー企業との間で, コンテンツやメディア開発事業を展開している。それは, 自社の顧客に対し
てセールスする商材を開発することである。広告媒体としてのスポーツイベントや文化事業もその
なかに含まれる。 
中国での事業展開の経緯に触れたが, 1997 年には東レが協賛する「上海国際マラソン」を企
画し運営した。このイベントの実施・運営面では, 本社の中国事業本部と文化スポーツ局に蓄積
された, 全日本大学駅伝対校選手権大会やホノルル・マラソンの長年の経験による運営ノウハウ
が活用されている。また, 中国では監督官庁や地方政府の許認可が必要な大型イベントを実施
できる背景には, 政府系の合弁パートナーとのコネクションが影響している。 
ADK の場合, 中国に早い段階から進出したことで政府関係にコネクションのあるパートナーと
組んでいたこと, そして国内で蓄積された独自のノウハウが融合し, 事業の拡大に結び付いてい
る。市場探索型の知識には, 力のある現地のパートナーとの関係と独自のビジネス・モデルが必
要であることが理解される。 
スポーツコンテンツでは, マラソン以外にも200５年に日本の三菱自動車やYKKや日本航空な
どを協賛企業につけて「大相撲中国公演」を北京と上海で開催した。 
文化コンテンツでは, 2００７年に「松竹大歌舞伎・近松座・中国公演」を日中国交正常化 35 周
年記念の「日中文化・スポーツ交流年」のメインイベントのひとつとして, 9 月 4 日から 22 日まで,
北京・杭州・上海・広州の中国四都市において開催している。これらのコンテンツ開発の責任者
である中国事業推進局長の和山氏から, 中国側パートナーに知識を移転するプロセスについて
聞くことができた。「中国は, 大きなビジネスチャンスがある。その基本は, 個人と個人のネットワ
ークである。信頼関係が何よりも必要である。『大相撲中国公演』や『松竹大歌舞伎・近松座・中
国公演』のような文化・スポーツコンテンツのプロデュースに関わったことで, 国家レベルのプロジ
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ェクトを動かしている人脈を構築することができた」という。 
「中国には大きなビジネスになる利権が豊富にある。しかし, 急速に成長したことにより, ビジネ
スになるかどうかの見極めをする体系化された知識がない。そこで, 個人的な人間関係を頼って, 
日本のビジネスの経験やフレームワークで判断して欲しいという依頼がくる。中身のあるコンサル
テーションを積極的にすることで関係が強化されて, 次のビジネスチャンスにつながる」とし, 事
業開発の知識に関しては, 個人的な信用が基本になっており, ビジネスになるかどうかの判断が
難しいなかでの移転がおこなわれている。  
 
第２節 アニメーション・コンテンツとメディア事業開発の知識特性 
1.知識の送り手である日本の広告会社の移転知識の特性について  
現在も北京に駐在し, 本社のコンテンツ本部にも所属している富永氏によると「コンテンツを核
にしたビジネスは版権というものが関係するため, 他社が模倣することが困難なものである。アニ
メーション産業のノウハウは, 暗黙知の塊であるともいえる。中国も追い付いてきているとはいえ,
日本のレベルに達するには, まだもう少し時間が必要である」とし, このアニメーション・コンテンツ
開発に関する知識の優位性を指摘した。アニメーション・コンテンツのように, すでに日本の市場
で確立された知識をゼロから苦労してつくりだす必要はない。知識移転して有効活用すべきであ
る。 
アニメーション・コンテンツや事業開発ビジネスの事例において移転される知識の分類をおこ
なう（表 7-2, 参照）。まず, 専門知ネット型-形式知の組み合わせでは, コンテンツという知的財
産を形成していく複雑性をコントロールする知識がある。版権についての意識が未発達な中国で
はあるが, WTOに加盟している手前, 無視することはできない状況にある。著作権や1次使用権, 
2 次使用権, さらに番組のスポンサー企業に与えられるカテゴリーごとの独占使用権などが関係
している。ADK の場合は, 1960 年代からアニメーションの番組化を手掛けてきたノウハウがあって
こそ管理できるタイプの知識である。知的資本型-形式知としては, アニメーション・コンテンツそ
れ自体がすでに形式知化されている。日本語の脚本などがそれにあたる。メディア事業開発では
「大相撲」や「歌舞伎」といったコンテンツがそれにあたる。 
専門知ネット型-暗黙知としては, アニメーション番組の版権ビジネスは, テレビ局, 出版社, 
原作者および制作プロダクションの複雑な利害調整のノウハウや人脈がそれに該当する。 
広告主との関係においては, 制作したアニメーション番組の提供枠のセールスとキャラクター
の商品化をパッケージで提案する知識がある。アニメーション番組が高い視聴率を取れば, スポ
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ンサー企業の商品も売れるという正のフィードバックが, 中国市場ではさらにダイナミックに現れる
ことになる。番組のスポンサー企業の広告宣伝および商品化にアニメーションのキャラクターを使
用する権利を許諾することで, ロイヤルティ（版権料）の分配を得る事業システムも, キャラクター・
ビジネスの成長にともなって大きな収益源になる可能性があるが, どのようなアニメーション・コン
テンツを番組化すればヒットするのかについては, 専門的な知識が必要である。これらは, 長い
経験によるエキスパートのノウハウである。 
知的資本型-暗黙知は, コンテンツを開発するための人脈という知識である。組織的に時間を
かけて培ってきたノウハウは, 協働体験によって共有された暗黙知である。アニメーションの原作
者との関係や, 新しいコンテンツの広げ方などのアイデアの源泉ともいえる知識である。成熟市
場としての日本の企業にアニメーション産業のノウハウがあることは間違いない。 
 
表 7-2 : アニメーション・コンテンツや事業開発 ビジネスの事例において移転される知識の分類 
知識の類型 専門知ネット型 (ナレッジマネジメントのタイプ） 知的資本型 (ナレッジマネジメントのタイプ）
(1)形式知 ●著作権・1次使用権・2次使用権知識 ●完成度の高い人気アニメ番組
●中身のあるコンサルテーション［国内の事例データ］ ●スポーツイベントや文化事業
○テレビ局,出版社,原作者および制作プロダクション
の複雑な利害調整 ○コンテンツに関係する人脈（ネットワーク）
(2)暗黙知 ○アニメーションの版権ビジネスのノウハウ
○ビジネスの見極めをする蓄積された知識  
 
実際に市場探索型の事例として, 中国の乳製品メーカーである「伊利」の子供向け飲料のキャ
ンペーンに対して, 「ドラえもん」のキャラクターを使用する案件があった。それに関わった富永氏
は, 「日本でのキャラクター使用に関するルールと中国クライアントの要望が噛み合わず苦労をし
た」と述べている。「例えば, 日本では広告で『ドラえもん』が商品を持つことは禁じられている。こ
れは, キャラクターに企業色がつくことを嫌う原作者の意思である。国内では, すんなり了解され
ることが, 中国市場では, なぜ商品を持ってはいけないのかを論理的に広告主に説明する必要
がある」と現地クライアントとコンテンツの関係者の調整の難しさを指摘した。 
キャラクターを使うことで, 商品の販売量は2倍から3倍になる効果をクライアントも認めている。
原作者の意見などで決められたルールを, 場合によっては柔軟に調整する必要がある。つまり,
日本のキャラクター・ビジネスの原作者の意図を含めた版権管理の範囲と方法については, 簡単
に中国サイドに押し付けることはできない状況である。 
また, 海賊版が普通に流通する中国市場を対象とした場合に, 知的財産保護の観点からも, 
どこまでを規制すればいいのか判断が難しい問題となっている。 
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次に, 事業開発ビジネスについての知識特性について記述する。メディア事業開発の知識移
転は, 中国の合弁パートナーの親会社などに対しておこなわれる。必ずしも本社と現地拠点とい
う移転プロセスの関係ではなく, より個人ベースでの知識移転が中心となる。 
聞き取り調査から得られたのは, 中国の交通媒体のメディア事業開発に関するスキルやノウハ
ウという暗黙知が求められている事例である。中国事業推進局長の和山氏によると「中国で2015
年に新幹線網を整備する計画がある。その車両には, 飛行機のように液晶モニターが設置され
る。これは, 中国全土に広がるメディアである。中国側のパートナーが独占販売権を取得しようと
動いていた。そこで, 日本の交通媒体の価値測定の経験やデータを使って, 車内液晶モニター
のメディア価値の分析やビジネスプランの作成をおこなった。中国側のパートナーにはメディアの
価値測定方法自体が確立されていないため, このような事業開発のコンサルテーションをおこな
う機会が発生する」と語った。さらに「新幹線の車内メディアは, その規模や媒体の量から考えて
も,魅力的なメディアに発展する可能性を秘めている。中国のパートナー（北京の合弁子会社の
鉄旭の親会社である中旭および北京鉄道局）へは, 無償でノウハウや情報の提供をおこなう代わ
りに, 日本企業への販売の独占権をもらう構想である」と将来的なビジネスの可能性について述
べた。 
本章で取り上げた事例では, 成長市場が成熟市場に期待する経験に基づくノウハウやスキル
という知識の特性が理解できる。知識の受け手からすれば, 最初からつくる必要はなく, 既に存
在する知識を引き出して活用するというタイプの知識である。この場合は, 中国側のパートナーも
ビジネスに直結させる知識吸収能力が高く, 獲得した知識の活用に積極的である。 
すでに日本では, アニメーション・コンテンツや交通媒体の市場は飽和している。今後, それらの
知識の蓄積を活用できる機会が, 中国市場では無限に存在しているということがわかる。しかし, 
ウォルト・ディズニー・カンパニーをはじめとする欧米企業と中国企業との競争が激化していくこと
も想定される。 
２．知識の受け手である中国人の知識共有スタイルの特性  
アニメーション・コンテンツに関しては, デジタル技術の進歩により, 中国でもコンテンツ開発の
進歩は目覚しいものがある。日本のアニメーションを放映禁止にし, 中国のアニメーションを浸透
させる政策がおこなわれており, 日本の広告会社にとっては, 予断を許さない状況である。 
顧客追随型の資生堂業務の事例において, 中国人は個人中心の志向であり, グループや組
織レベルでの知識移転が簡単に進まないことが示された。裏返せば, それは組織より個人の関
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係が重視され, 個人的な信頼を拠り所にしてノウハウやスキルという知識を吸収し, ビジネスを展
開することには積極的であるともいえる。メディア事業開発のプロジェクトでは, 単なる企業の規
模だけでは決まらない, 個人的な人脈や知識の価値が影響力をもつとされる。 
また, 中国では縦・横・奥行きという 3 次元で知識を構成し直す必要があるということが, 聞き取
り調査で把握できた。例えば, 日本では年齢・男女比を用いたデータに, 中国では地域, 言語, 
収入など, もうひとつ別の評価軸を付け足す必要があるということである。異文化としての中国市
場のコンテクストを読み解きながら知識移転プロセスと向き合う必要があり, 市場探索型の知識移
転においては柔軟に対応することが求められる。 
 
第３節 「個人の信用」が基盤となる知識移転プロセス 
アニメーション・コンテンツの事例の知識移転プロセスは, 現実には, 中国市場にはキャラクタ
ーやコンテンツ・ビジネスに関するノウハウをもつ個人やグループは未だに少ない。 
文化的な違いなどもあり, 日本の最新のアニメーションのコンテンツ・ビジネスに関する知識の
すべてを無条件に移転できるとは限らない。中国の現地の形式知や暗黙知と統合するかたちで
部分適合をさせていく必要が生じる場合が多い。 
聞き取り調査によると, アニメーション・コンテンツに関する知識の移転も, 本社と日本人派遣
者が中心に橋渡しをおこなっている。2010 年に, 北京の拠点(華聞旭通)にも新規クライアント開
拓を目的にしたコンテンツセンターが設立された。これから, 本格的な現地スタッフへの知識移
転がおこなわれるとのことである。 
上海の張江ハイテクパークに「上海動漫博物館」が 2010 年 5 月にオープンした。このプロジェ
クトにはADKも関与している。ハイテク, デジタル系工場が集まる地下鉄 2 号線「金科」駅エリアに
位置する中国初のアニメーション博物館は, 中国や日本のアニメーション, ディズニーを中心に
紹介している。今後の中国のアニメーション産業の成長性を象徴する施設となっている。さらに
2014 年には上海に東京, 香港に次いでアジアで３つ目の「ディズニーランド」が開業する予定で
ある48。 
上海万博の中国民間企業館の事例での移転のプロセスと同様に, 広告会社の市場探索型の
知識移転プロセスの特徴としては, 移転する知識の内容を本社が決定し, 拠点現場のマネジメ
ントは, その知識を解釈し現地に展開していく必要がある。移転される知識は, 多くの利害関係
                                                        
48上海市は万博に代わる景気浮揚のけん引役を上海ディズニーランドに担ってほしいともくろむとされる。
アニメーション関連産業への経済波及効果に期待が集まる。『日経産業新聞』2010 年 11 月 22 日。 
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者が絡み合う複雑な構造をもつタイプの暗黙知である。 
 
アニメーション・コンテンツの事例の基本移転パターン：フェイズ(1)-(2)-(4) 
◆知識移転フェイズ(1) （本社から中国拠点の派遣者へ） 
送り手である本社のコンテンツ事業局に蓄積されたアニメーション・コンテンツの事業化という
知識を, プロモーション本部や中国事業部も共有しており, 組織としての知的資本になってい
る。 
受け手の中国拠点としては, 国内で成功した事業システムに関する知識の移転という側面もあ
る。アニメーション・コンテンツビジネスの事例は, ADK が長い年月をかけて日本国内の市場だけ
でなく, シンガポールや香港をはじめとするアジア各国で実績を積み, 練り上げてきた知識であ
る。当然, そこでは日本とは異なるメディアの事情もあるため, その国に応じた関係者の調整は
回避できない。  
具体的には, 広告会社は中国市場であっても, アニメーションのキャラクターをクライアントが
販促活動に利用したい場合は, その販促物の品質のチェックや原作者・版権元の承認作業まで
をおこなう。コンテンツの価値そのものであるキャラクターのイメージが毀損されないための細心の
対応をおこなうことが必要になる。そのためには, 本社の担当者だけでなく, 現地拠点の派遣者,
中国人マネジメントは, アニメーションの案件ごとにルールや承認プロセスを認識していなくては
ならない。移転知識の分類としては, 専門知ネット型-暗黙知である。原作者, 出版社, テレビ局,
企業という利害関係者を調整するノウハウであるともいえる。 
主にこの事例では, 本社のコンテンツ事業部と北京のコンテンツセンターへの派遣者との間の
知識移転が重要になっている。北京に派遣されている富永氏は, 日本と中国の間を頻繁に往復
して, 関係者間の調整をおこなっている。中国人のマネジメントとその部下になる中国人スタッフ
が, このビジネスの知識を吸収して初めて, 市場探索型の知識移転が実現する。富永氏もそこが
今後の事業拡大の要点になると述べている。現在は, コンテンツセンターの内部での知識共有
が行われている。 
アニメーション・コンテンツをビジネスに転換し, 利益を生み出していくための知識は, 以下の
ようなプロセスによって移転されている。 
 
◆知識移転フェイズ(2)（派遣者から中国人マネジメントへ） 
上海の張江ハイテクパーク内にある「上海動漫博物館」のプロジェクトについては, ADK も関与
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している。ここでも日本のプロジェクト・マネジメント能力の高さなどを熟知している中国人マネジメ
ントが活躍している。中国市場にとって, アニメーション・コンテンツのビジネスのノウハウはまだ十
分ではない。これからの市場であり, 日本の専門的な知識とビジネス・モデルに関するノウハウに
ついては中国人マネジメントだけでなく現地スタッフへも移転していかねばならない。 
北京のコンテンツセンターの派遣者と中国人マネジメントとの間で, 現地企業へのアニメーショ
ン・コンテンツを活用したビジネス提案を活発化していく必要がある。そのためには, 日本の専門
知的な部分をいかに理解しやすく伝えるかが重要になる。コンテンツの販売促進への利用につ
いては, 中国市場に合わせたルールづくりやマニュアル化など, 意思決定の迅速化を促す対策
が必要になる。日本のアニメーション・コンテンツに質の優位性があるうちに, フェイズ(2)の中国
人マネジメントへの知識移転のプロセスを構築することが必要である。 
次に, メディア事業開発ビジネスについての知識移転プロセスについて記述する。事業開発ビ
ジネスでは, 個人と個人の知識移転をベースに, それぞれのグループや組織で知識が共有され
るプロセスが存在している。聞き取り調査から確認できたことは, 市場探索型の知識移転の対象
であるアニメーション・コンテンツやメディア事業開発のキーポイントは, 質の良い現地のパートナ
ーと組むことであった。 
それは, 人と人との繋がりと信用がビジネスにおいても最優先される, いわゆる中国人のいう「
仁」という価値観である。 
 
図 7-3 : アニメーション・コンテンツ ビジネスの事例における知識移転プロセス 
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◆知識移転フェイズ(4)（中国人マネジメントから現地スタッフへ） 
アニメーション・コンテンツのビジネスは,日本人派遣者が中心となって中国人マネジメントに知
識移転をしている。まずは中国人マネジメントが, ノウハウに習熟することが必要な段階である。
今後は, 現地スタッフにもアニメーション・コンテンツのビジネスをローカルクライアント開拓に活用
できるようにならなければならない。そのためには, グループ中心の知識共有の仕組みを構築す
ることが必要になると考えられる。 
 
メディア事業開発事例の移転パターン：フェイズ (3)-(４) 
◆知識移転フェイズ (3)（本社担当者から現地パートナーの中国人マネジメントへ） 
中国市場におけるメディア事業開発のような知識移転では, 個人ベースのネットワークの情報
や知識交換が意味をもっている。聞き取り調査では, 中国での新しいビジネス・モデルのコンサ
ルテーションは, 「無償の奉仕」のような知識の提供をおこなっているような感覚になるという問題
点が聞かれた。人間的な信頼を獲得するには, 相手の身になって懇切丁寧な知識提供をしなく
てはいけない。しかし, 何をどこまでするかという明確な基準がないため, 組織単位の意思決定
が求められると, 判断が極めて難しいとされる。国家規模のプロジェクトに絡むビジネスであった
としても, 最後まで契約書のような確かな保障はない。個人の信頼関係がすべてであるという。 
移転のプロセスに関しては, 意思決定ができるポジションにあるパートナーとの, 個人ベース
の繋がりと人的ネットワークが意味をもっている(図 7-4 参照)。この場合は, 知識移転の送り手が
受け手から「信頼」されていることが前提条件となる。送り手に知識的な優位性があり, 極めてパ
ーソナルな人間関係があって, このような知識移転が実現する。 
知識的な優位性とは, 日本人が得意とし中国人が苦手とすることである。上海万博の事例の聞
き取り調査でも, 中国人は大きな戦略や目標をたてることは得意であるが, 実行に向けてのプロ
ジェクト・プランニングが不得手であるという意見があった。戦略を実行プランに移し, スケジュー
ル管理,費用管理がなされてこそ, ビジネスとしての成否が決まる。きめの細かいプロジェクト・プ
ランニングは, 日本人の最も得意とする領域であり, 中国人が期待する日本人の優れた性質で
ある。また, 日本の市場において事業システムとして確立されており, いつでも展開できる状態に
ある蓄積された知識が存在するような場合も優位性が見出される。 
 
◆知識移転フェイズ(4)（現地パートナーの中国人マネジメントから現地スタッフへ） 
聞き取り調査によると日本からのコンサルテーションによって得られた知識は, 中国人マネジメ
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ントからグループへの移転フェイズにおいて, 資生堂の事例と同じように現地スタッフには指示だ
けがなされるようである。グループ中心の知識移転プロセスではなく, 個人中心の知識移転がお
こなわれている。 
 
図 7-4 : コンテンツやメディア事業開発における対パートナーへの知識移転プロセス           
           
 
第 8 章 おわりに 
 
第１節 発見事実 
本稿の研究目的は, 日本の広告会社に集積された知識を効率的に中国市場に移転して, 国
際競争力向上に結びつけていくための移転プロセスのマネジメントの問題を解明することであっ
た。それは, 中国市場における日本の広告会社の事例分析を通して, 移転される知識がどのよう
な特性をもっているか, 知識がどのようなプロセスで移転されるのかを明らかにすることである。 
また, 知識移転の先行研究において移転のプロセスにおける送り手である日本企業の知識特
性と, 受け手の中国人の性質を加えて論じたものはなく, それらの要素を取り込みながら, 日本
にとって重要な市場である中国を対象として知識移転のプロセス上の問題について考察すること
であった。 
本稿は, 第 5 章から第 7 章まで, 日本の広告会社である ADK の中国市場における, 顧客追
随型および市場探索型の知識移転プロセスについて聞き取り調査をおこない, それぞれの事例
から得られた内容について分析をおこなった。その結果である発見事実を記述する。 
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発見事実 １ ： 事例に基づく移転知識の特性は 8 つの類型に分類される 
移転のプロセスにおける送り手である日本企業の知識特性に関して, 顧客追随型と市場探索
型というサービス業の海外市場への参入動機を発展させた分類と, ナレッジ・マネジメントの 4 つ
の類型を使用した。顧客追随型事例では, (1)顧客知共有型と, (2)ベストプラクティス共有型にそ
れぞれ形式知と暗黙知の組み合わせた 4 タイプの知識がある。 
市場探索型事例では, (3)専門知ネット型と, (4)知的資本型に形式知と暗黙知の組み合わせた
4 タイプの知識がある。顧客追随型と市場探索型で合計 8 つの分類の知識が移転されていた。
(表 8-1, 参照) これらは, いままで扱われていなかった広告会社の海外拠点に移転させる知識
の中身に関して明示するものである。 
 
表 8-1 : 広告会社の中国市場での移転知識の類型 
 
参入動機の類型 ナレッジマネジメントの４類型 知識の類型 広告会社の移転知識の具体的内容
(1)顧客知共有型（増価・連携） 1-1:形式知 ●商品に関する情報  ●市場調査・消費者ターゲット情報
顧客追随型 1-2:暗黙知 ○「企業らしさ」○クライアントの意思決定のシステムや共通言語
(2)ベストプラクティス共有型（改善・集約） 2-3:形式知 ●広告のビジュアル・PR素材 ●市場調査・消費者ターゲット情報
2-4:暗黙知 ○広告のトーン＆マナー（仕上がり感）
(3)専門知ネット型（改善・連携) 3-5:形式知 ●プロジェクトの事例データやマネジメント知識
市場探索型 3-6:暗黙知 ○専門家集団を統率するプロデューススキル
(4)知的資本型（増価・集約） 4-7:形式知 ●運営マニュアル・企画書 ●完成度の高いコンテンツ
4-8:暗黙知 ○コンテンツに関係する人脈（ネットワーク）  
 
第 1 に, 顧客追随型では, 顧客知共有型とベストプラクティス共有型という 2 つのパターンがあ
る。顧客知共有型には感性的なニュアンスを含む暗黙知的な知識が重視されることが特徴である。
資生堂の事例では, 「おもてなしの心」や「一瞬も一生も美しく」という企業哲学に由来するものが, 
これに当てはまる。これらのニュアンスにより構成される知識は, 現地への適応を最小限にとどめ
る傾向をもち, 暗黙知を暗黙知のままの状態で移転する傾向がある。 
それと比較して, ベストプラクティス共有型の知識移転は, そのプロセスにおいては, 現地の市
場の状況に適合する知識へ変換され移転される傾向がある。ヘアケア商品の「TSUBAKI」の事例
でも, 広告のビジュアル等の素材は共有し, 広告コピーは中国の消費者に最適なものを採用し
ていた。他の商品でも, 市場調査による消費者の意識を踏まえて導入するプロセスが確立してい
る。 
三菱自動車の事例は, 同じく顧客追随型の移転プロセスであるが, 日本から移転された知識
に中国の情報を加味して, 新しい知識へと発展させることがみられた。現地の知識を本社の実施
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するグローバル・ブランド調査へ反映させるなど, 個人からグループ, そして組織への知識移転
サイクルがみられた。また, 本社と中国人マネジメントを中心とするグループの暗黙知の移転プロ
セスにおいては, イメージを共有するうえで, 言葉ではなくビジュアル・コミュニケーションを活用
していた。暗黙知を暗黙知のまま丸飲みさせるのではなく, 暗黙知の見えない部分の視覚化を
おこなっている。商品が機能重視の自動車という耐久消費財である影響も考えられるが, 形式知
だけでなく, 「三菱らしさ」といった暗黙知的な判断基準を中国拠点のグループで共有していたこ
とは注目に値する。 
移転される受け手のグループを細分化し, 各個人レベルの役割や機能を詳細に検討すると,
知識移転が到達しているレベルにも違いがあることがわかる。資生堂の事例では中国人マネジメ
ントのレベルまでは, 高い日本語能力のある人材を採用しているので到達していると思われる。し
かし, 現地スタッフには, 暗黙知的なニュアンスの共有までは実現されていないと考えられる。 
一方, 三菱自動車の場合は, 中国人マネジメントがワークショップを開催し, 自主提案をおこ
なうなど現地スタッフも巻き込んだ形式知と暗黙知の共有がなされている。 
以上のように, 顧客追随型では, クライアントの商品の性質, すなわち移転される知識の特
性が移転プロセスのパターンに影響を及ぼすと考えられる。 
市場探索型の知識移転プロセスに関しては, 3 つの事例を取り上げた。市場探索型は専門知
ネット型と知的資本型という2つの類型がある。中国民営企業連合館やアニメーション・コンテンツ
ビジネスの事例は, ADK が長い時間とコストを投資して組織的に蓄積した知識である。また, 愛
知万博の日本政府館に携わった博覧会のエキスパートが, 送り手側として知識移転の主体にな
っている。 
メディア事業開発に関する知識移転は, 個人レベルの信用に基づく関係が重視されるが, 国
内市場で確立されたノウハウをコンサルタント的な立場で情報提供しながら, 事業化する目論見
をもつものである。この事例の知識移転についても,  ADK が長年にわたって蓄積したノウハウや
スキルである知的資本を, 専門家によって成熟市場から成長市場に移転するプロセスである。 
 
発見事実 2 ：知識の受け手である中国人マネジメントによる知識移転の２つのスタイル 
顧客追随型の事例として, 中国資生堂と三菱自動車の業務の知識移転をとりあげた。そこに
は, 同じ顧客追随型の知識移転であっても 2 つの事例には明らかな違いが見られる。それは２つ
の要因の影響を受けていると考えられる。第１には, 送り手の日本企業の移転知識の特性である。
化粧品のような感性的な商品は暗黙知をそのまま移転することで, その核心にあるニュアンスを
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変えずに移転する傾向が強い。自動車のような機能や性能を訴求する商品は, 現地に伝える情
報をその企業イメージに合わせて移転すればよい特性をもっている。 
広告活動において, 資生堂のような感性に訴えるイメージが中心となる知識と三菱自動車のよ
うな機能や性能を伝える知識では, 形式知も暗黙知も移転される段階で現地市場への適応する
範囲が異なってくると考える。顧客追随型の業務に関する事例では, 上記のような知識特性の違
いが移転プロセスに影響を与えている。 
第 2 に, 分析の枠組みとして使用した個人からグループへの知識移転プロセスにおける中国
人マネジメントの機能の違いが現れていると考える。その違いの要因は, 「グループ中心」と「個
人中心」のマネジメント・スタイル（型）の違いである。「グループ中心」型の知識移転プロセスは, 
協調や調整を優先する価値観が基盤にあり, 個人の能力よりグループの総合力の最大化を志向
するものである。一方, 「個人中心」型の知識移転プロセスは, 個人からグループへの移転の段
階でグループの能力の最大化よりも, 個人の能力を出し切ることで, 業務に貢献する志向性があ
る（図 8-2, 参照）。 
 
図 8-2 : グループ中心型と個人中心型の知識移転の類型 
     
（●中国人マネジメント ○中国人スタッフ） 
 
最初にあげた資生堂業務の事例では, 中国人マネジメントと現地スタッフの間は「個人中心」
型の知識移転のプロセスになっていた。そこでは, 指示と命令が中心になる。 
三菱自動車の場合は, 本社と中国人マネジメント, そして現地スタッフまでが個人の能力よりグ
ループの総合力の最大化を志向する「グループ中心」型であった。「グループ中心」型の知識移
転プロセスの効用に関しては, 知識の流動化を促進し, 実務への応用を容易にすることが, 聞き
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取り調査からも明らかである。取り上げた事例では, 中国人マネジメントから現地スタッフへの, 
個人志向とグループ志向の知識移転のパターンが同じ拠点であっても, クライアントや案件の違
いと中国人マネジメントのスタイルによって混在していることがわかった。使用されていた言語は
英語の場合もあれば日本語の場合もあり, 言語の問題は知識移転のプロセスの「グループ中心」, 
「個人中心」の型とは関係がないと考えられる。 
 
発見事実 3 ：知識移転のプロセスは中国人マネジメントの志向によって決定される 
研究目的のひとつとして, 受け手の中国人の性質を要素に取り込みながら, 日本にとって重
要な市場である中国を対象として知識移転のプロセス上の問題について考察することであった。 
資生堂の事例に挙げた中国人マネジメントは, 個人中心型の知識移転プロセスを志向してい
た。それは, スタッフの個人の能力を引き出せばよく, 指示と監督を徹底するマネジメントのスタイ
ルである。スタッフが指示を受けて, 言われたことを正確にやれば業務は遂行される。しかし, グ
ループが知識を共有し, 組織の生産性を高めていくような日本人が得意としているオペレーショ
ンの形態には発展しにくいという課題をもっている。つまり, 現場の末端にまでは知識移転の中
心にあるニュアンスを含む暗黙知が行き渡らないということである。また, 日本の本社と現地派遣
者および中国人マネジメントの負担が軽減されないということを意味する。 
それに対して, 三菱自動車の事例に挙げた中国人マネジメントは, グループ志向性が高い知
識移転プロセスを目指していたといえる。中国人スタッフとのワークショップなどを自主的に開催し
ながら日本の担当者とも知識を共有し, グループ全体の総合力の底上げをおこなっていた。 
上海万博・中国民間企業連合館の事例でも, グループ中心型の知識移転が示された。日本
人をよく理解している中国人マネジメントが連結機能であるハブとなり, 中国企業クライアントや現
地のスタッフとの間をつないでバランスをとることが, 知識移転プロセスにおいて意味をもつことが
示された。チーム内での情報交換を意識的におこなうようなグループ志向の知識移転プロセスを
取り入れることは, 上海万博のパビリオンなどの大型のプロジェクトにおいて有効である点は, 中
国人マネジメントやスタッフにも理解されていた。注目すべきなのは, 情報や知識を個人レベル
で抱え込むのではなく, グループで共有する意識をもつことを志向している中国人マネジメントも
存在しているということである。 
このように, 知識移転のプロセスにおいて, ハブとなる中国人マネジメントが「個人とグループ
の関係」をどのように捉えて, 知識移転を実践するかが重要である。（図 8-3, 参照）。聞き取り調
査からも, 現地オペレーションに関しては中国人マネジメントがより強い影響力をもっている。 
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中国人マネジメントへの聞き取り調査では, 「中国人は責任の範囲を明確にしたがる傾向が強
く, 論点が明確でないと理解できない。また, 自分の責任でないことにはまったく無関心になって
しまう。それでは, 大規模なプロジェクトやキャンペーンを実施する場合に障害になる」と「個」を
重視し過ぎる仕事のやり方に, 中国人としても問題点を感じている意見も聞かれた。 
本稿において, 連結部分のハブ的な役割を担う中国人マネジメントのスタイルや考え方によっ
て「グループ中心型」か「個人中心型」かが決定され, オペレーションの最前線にいる現地スタッ
フへの知識移転の在り方が変わるということが示された。ただし, 個人志向の知識移転がグルー
プ志向のそれと比較して, 成果が低いかどうかは極めて判断が難しい。なぜならば, 資生堂担当
チームの業績は中国拠点において大きな比重を占めており, 成長しているからである。 
 
図 8-3 : 日本の広告会社の中国市場の知識移転プロセス（グループ中心型と個人中心型） 
            
 
最後に, 発見事実として記述した移転知識の特性と, 知識の受け手である中国人マネジメント
による知識移転のスタイルとプロセスの関連について整理をする。 
日本の移転知識は, 暗黙知度が高く, 属人的な要素が多いものである。聞き取り調査から, 明
らかに効果がみられた知識移転プロセスとしては, 顧客追随型の三菱自動車が挙げられる。その
事例では, 暗黙知をイメージなどにして共有化しやすい知識に変換し, ワークショップなどの共
有化する機会がグループ内にもたれていた。単純に暗黙知を形式化するということではなく, 暗
黙知を暗黙知として移転するための取り組みが必要であると考えられる。 
市場探索型の上海万博の事例で取り上げたように, 日本の専門チームが知識を摺り合わせす
る機会を積極的に作り出した取り組みが, 中国人マネジメントがグループで知識を共有することを
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促進したと考えられる。すなわち, 送り手側が移転知識の特性を理解して, 暗黙知をいかに共有
化しやすく整備するかという取り組みがなされてこそ, 中国人マネジメントのグループ志向の移転
スタイルが活きてくると考えられる。  
今後, 制度的な規制による難しさはあるものの, 中国は広告業のみならず, 不動産や保険, 
金融, 旅行業といった専門的なサービス業にとって大きな可能性のある市場となる。つまり, 日本
のサービス業の持続的な成長の鍵を握っているともいえる。本稿は, 成長市場における専門的
サービス業の知識移転のマネジメントは, 経営の実践上の問題として捉えるべきであることを提
示した。 
 
第 2 節  本稿の意義 
以上の発見事実に基づき, 第１に本稿の学問的な意義として以下の点を挙げる。 
まず, 知識移転に関する理論的枠組みを援用し, 中国市場での広告会社の事例を通して, 
学問的に手をつけられていなかった分野に限定的ではあるが, 専門的サービス業の知識移転マ
ネジメントの動態的展開を浮き彫りにしたことである。 
これまでも海外市場での知識移転に関しては, 製造業の技術移転を中心に数多くの研究がな
されている。近年ではサービス業に関しても, 小売業態の国際移転を中心とする知識移転の研
究が多くみられる。しかしながら, 広告会社のような専門サービス業についての知識移転を対象
にした研究は極めて少ない。 
また, 広告会社については, 海外市場への参入動機に関して実証研究を含めて先行研究が
みられる。しかしながら, 参入後の事業展開における知識移転プロセスの視点で論考したものは
見当たらない。本研究は, ある経時的な変化の視点をもって広告会社の知識移転の特性を明ら
かにできたと考える。 
先行研究では, 知識移転のプロセスを分析する単位として, 個人・グループ・組織を使ってい
る。その中で中心的に議論されていることは, 暗黙知の形式知化による共有であり, 移転をグル
ープの現象として一足飛びに捉えるというものであった。本研究での成果のひとつは, 個人・グル
ープ・組織の知識の流れのなかで, 個人のもつ志向性(スタイル）によって, どのように知識が展
開されていくかということを具体的に示したことにある。 
第 2 に企業経営の実践への意義として, 日本の広告会社が海外事業を拡大するうえで国際
競争力を向上させるために情報や知識といった無形資産の国際移転を, どのようなプロセスで展
開しているのかを明らかにしたことが挙げられる。そして, 知識移転マネジメントは, 日本の専門
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サービス業が中国市場を攻略するにあたって重要なテーマであることを提示した。 
中国人マネジメントが「個人中心」の知識移転のスタイルをとるか, 「グループ中心」の知識移
転のスタイルをとるかという違いがある。これは今後, 日本の広告会社のみならず専門的サービ
ス業が事業拡大をする上で, 国内市場で培った知識を中国のみならず新興国市場に有効に移
転する際に留意すべき点として提示することができた。 
専門的サービス業の顧客追随型と市場探求型の知識特性は異なるが, 移転プロセスにおけ
る中心的な連結部分となるハブとしての機能を担うのは, 中国人のマネジメントであるということを
提示した。知識移転のプロセスのマネジメントは, 人的資源管理の問題と併せて留意すべき課
題であることを実証したことは, 実務の上でも意義があると考える。 
新興国市場をめぐっては, 日本のみならず先進国企業が事業拡大を実現するうえで戦略的な
問題に直面している。共通するのは, 成熟市場で蓄積した知識をいかに成長市場に移転するか
ということである。事業機会の大きさと現地市場への適合はグローバルとローカルのトレード・オフ
の難しさも内包している。成熟市場と成長市場の条件の相違が事業拡大を容易には実現しない
障壁になっている。本稿は, 知識移転の実証研究として, 克服すべき課題を示した。 
 
第 3 節 中国市場における日本の広告会社の知識移転マネジメントの課題 
本稿は, 聞き取り調査による具体的な事例を検証しながら, 中国市場において, 日本の広告
会社を含む専門的サービス業が, いかにすれば効果的な知識移転を実現することが可能である
かを明らかにすることが目的であった。 
それは, なぜ日本国内と同じ知識移転プロセスでは機能しないケースが起こり得るのかという
問題に向き合うことでもある。事例分析から導出された, 中国市場における日本の広告会社の知
識移転マネジメントの課題は, 以下の 3 点に集約される。 
 
1.知識移転プロセスにおける日本企業（グループ中心型）の特性の認識 
広告会社のような専門サービス業の知識の特性として, 国内のクライアントへのサービスとして
海外市場に事業展開する顧客追随型の知識移転が中心にある。 
事例において取り上げた顧客知共有型の知識移転においては, 企業理念やその企業の「らし
さ」というようなトーン＆マナーのような知識は暗黙知度が高く, 現地に積極的に適合させる性質
のものではないことがわかった。日本企業の特性として, そのような知識は積極的に形式知化せ
ず, 現地スタッフにも暗黙知のまま「丸飲み」することを期待している。資生堂の「おもてなしの心」
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がそのことを象徴している。ここに, 第一の改善すべき課題があると考える。中国人は論理的思
考を求める。頭で理解して, 心で納得することが必要であると聞き取り調査でも述べられていた。
暗黙知のニュアンスを含めた形で, 現地のスタッフレベルまでが共有できるような知識移転プロセ
スの構築を試みるべきであろう。三菱自動車の事例で, 本社と中国のグループがイメージを共有
するために, ビジュアルでトーン&マナーや質感を確認していたような手法の導入はひとつの有
効なアプローチである。 
今後も日本人の得意とする暗黙知の共有化や暗黙知度の高い知識移転が, 中国市場で実行
される必要性は減少しないであろう。その際の課題としては, 日本人の得意技である暗黙知の共
有による知識移転プロセスに, 中国人マネジメントにも違和感がないような導入部分をつくること
である。そうすることで, 知識移転が迅速化され,  メリットを共有できると考えられる。 
ベストプラクティス共有型は, 日本での既存知識を現地で最適化して移転することを目指す知
識である。中国市場への資生堂の「TSUBAKI」の導入の事例を取り上げたが, 日本での市場導
入の知識が, 本社主導による派遣者と中国人マネジメントが中心的な役割を果たすことによって, 
比較的に迅速な展開を実現している。しかしながら, 現地スタッフのレベルまでの知識共有は, 
それほど深化していないという課題も浮き彫りにした。 
事例でも, 「グループ中心」型の知識移転プロセスが, グループの総合力の最大化を志向する
日本企業の強みを引き出すシステムであることが事例でも示された。より効果的な知識移転を実
現するためには, グループ志向の日本型の知識移転を一貫して中国市場でも展開することもひ
とつの問題解決方法であろう。その場合は, ハブになる中国人マネジメントに, グループでの知
識共有の有意性を見出している人材を最初から登用すべきである。事例でも取り上げた日本で
高等教育を受け, 就業経験を積んだ中国人マネジメントのような人材を, 時間とコストをかけて育
成することも中長期的な取り組みとしては検討すべきである。 
事業拡大を目的とする中国市場における知識移転プロセスでは, グループ中心型の日本企
業の移転知識特性を認識することが必要である。さらに, 中国人マネジメントとスタッフの性質を
見極めて, 移転知識といかに適合させるかという戦略的対応が最初の段階で検討すべき課題と
なる。 
 
2.中国人マネジメントの志向性の把握 
これまで, 日本企業は日本語能力の有無を重視していたが, 言語能力よりも問題は中国人マ
ネジメントの志向性やスタイルが重要である。 
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中国人マネジメントから現地スタッフへの移転プロセスは, 中国人マネジメントのタイプにより異
なることが事例により示された。 
成熟市場から成長市場への知識移転プロセスにおいて, 双方をつなぐハブ的な機能をもつ中
国人マネジメントの役割は, 極めて重要な意味をもっている。本社および日本からの派遣者は, 
中国人マネジメントの志向性を把握して, 知識移転に取り組む必要がある。すなわち, 知識の送
り手である本社にとっては, 連結部の役割である中国人マネジメントがグループ中心のマネジメ
ントをおこなうのか, 個人中心のマネジメントをおこなうのかという知識移転マネジメントの志向性
（スタイル）を見極めることが重要である。   
本稿の事例により明らかになったのは, 中国人マネジメントの志向性（スタイル）が画一的では
ないことである。同じ拠点の中でさえ, 異なる中国人マネジメントによる知識移転の志向性（スタイ
ル）が見られた(表 8-4, 参照)。 
 
表８-4 : 事例による中国人マネジメントの類型 
 
参入動機の類型 事例
中国資生堂の業務 現地社員には指示 個人中心型
顧客追随型 暗黙知の形式知化はしない
三菱自動車の業務 現地社員と暗黙知を共有 グループ中心型
自主的なワークショップ
中国民間企業連合館のプロジェクト 現地社員と暗黙知を共有 グループ中心型
市場探索型 知識の摺り合わせ部分をもつ
コンテンツおよびメディア事業開発 現地社員には指示 個人中心型
個人的な信頼関係が重要
中国人マネジメントの志向性（スタイル）の類型
 
 
例えば, 資生堂の事例に見られたように, 日本語能力は高いが個人中心の志向性（スタイル）
を示し, グループのメンバーには指示を与えるスタイルのマネジメントもいれば, 三菱自動車の業
務の事例に見られたように, 日本語はできないがグループ内の知識共有を推進するマネジメント
もいる。また, 上海万博の事例で取り上げた劉氏のように, 日本での教育, 仕事のやり方を身に
つけて, 日本的なグループ志向を実現するタイプなど複数のマネジメントの志向性（スタイル）が
存在していた。知識の送り手側は, 受け手側のハブになる中国人マネジメントの知識移転のスタ
イルを把握することが必要である。 
すなわち, 中国人マネジメントに対して, 日本からの知識を移転していくプロセスにおいて, ど
のような機能を期待するかを明確にするとともに, 中国人マネジメントのスタイルがどのようなタイ
プなのかを把握して適材適所の配置をおこなうことが望ましい。中国市場での知識移転プロセス
のマネジメントは, 人的資源管理（Human Resource Management）の問題とも密接な関係があ
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る。 
具体的な課題としては, 現地の中国人マネジメントを経路とする知識移転の状態をチェックす
る機能の整備である。移転した暗黙知が正確に理解されているのか, されていないのかを確認
する必要がある。中国人マネジメントが現地スタッフに対して, 個人中心かグループ中心のどちら
の知識移転が, おこなわれているのかを日本人派遣者はチェック機能としての役割を果たさねば
ならない。本社は派遣者を対して, 事業戦略に基づく中国の拠点での知識移転のデザインへの
取り組みを明確なミッションと位置付けることも求められる。 
 
3.市場探索型の知識移転へのシフト 
国内市場が縮小し始めた日本の広告会社にとって, 海外市場での事業の拡大は回避できな
い課題であることは明らかである。海外成長市場での事業拡大を基本戦略に設定し, 実現して
いくためには, 国際競争力を強化することしかない。そのためには, 新しい視点から事業に取り
組み, 日本企業のクライアントに加えて, ローカル企業のクライアントの獲得を推進することが必
要である。  
そのためのソリューションのひとつとして, 現地の企業へのサービスの提供がある。顧客追随型
のサービスから市場探索型の知識移転へと比重を移していくことが, 事業を拡大することにつな
がるソリューションのひとつとなる。博覧会などのプロジェクトのプランニング能力やアニメーショ
ン・コンテンツ, メディア事業の開発など日本企業の強みを活かす方法は中国市場では今後, 需
要が拡大するとみられている。 
日本の広告会社の海外事業の拡大のためには, 日本の広告会社の「強み」である知的資本を
中国市場に移転していくことが必要である。顧客追随型を維持しながら, 市場探索型の事業戦
略を明確にして, それに沿った中国人マネジメントの志向性も踏まえた知識移転のプロセスを構
築していくことが求められる。 
 
4.今後の研究課題 
本稿の試みは, サービス業の海外市場参入の動機である顧客追随型と市場探索型の類別を,
参入後の広告会社の事業目的に対して援用し, それぞれの知識移転について検証をすることで
あった。知識というものは動態的なものであり, 変化していくものであるから, 移転プロセスも必要
に応じて変化していく必要があると考える。 
今後の研究課題としては, サービス業の国際知識移転について, 海外市場に参入する段階,
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現地拠点が発達する段階, ネットワーク化や地域統合が進んだ段階, さらにグローバル構造が
完成される段階というように海外事業の発展段階ごとに細かく知識移転の問題を照らし合わせて
検証していくことが必要であると考える。すなわち, 知識の送り手である本社サイドが知識移転の
プロセスを体系化してマネジメントするかという問題である。 
中国では, 欧米の大学で MBA などを取得し, 国際経営を学んできた人口が増加している。事
例分析で取り上げた中国人マネジメントにも個人主義といわれる中国人の特性からはずれた
人々が現れてきていることが示された。そのような新しい世代の中国人マネジメントが台頭してくる
時代にあって, 日本の広告会社の事業拡大の鍵となる知識移転プロセスのマネジメントは順応で
きていないのではないだろうか。 
このようなビジネス環境の変化に対しては, 知識移転プロセスにおける中国人マネジメントの
「グループ中心」・「個人中心」の志向性（スタイル）の違いを, 中国拠点の人的資源管理（HRM）
の課題と合わせて研究していく必要があろう。そこには, 知識の受け手である現地スタッフの視点
やグローバルリーダーシップなどの概念を知識移転の研究にどう取り込むかという課題も示され
ていると考える。 
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付表-1 
 
聞き取り調査対象者のプロフィール 
 
（１）日本からの派遣者・及び駐在経験者
氏名 性別 年齢 勤続年数 駐在/担当期間 職位・派遣地 職務内容 言語レベル 実施場所 調査時間(分）
1 蒲生 岳人 男 49 23年 1997年～2006年 元営業部長（上海） 日系クライアント対応と本社との連絡 中国語（上級） 東京 180
2 山崎 忠弘 男 50 23年 1995年～2001年 元営業部長（上海） 日系クライアント対応＋拠点設立 中国語（上級） 東京 120
3 矢野 直哉 男 34 6年 2004年～ 営業職（上海） 日系クライアント対応と本社との連絡 中国語（上級） 東京 120
4 双川 俊男 男 33 6年 2004年～2006年 元営業職（北京） 日系クライアント対応と本社との連絡（イベント） 中国語（中級） 東京 180
5 加藤 高標呂 男 53 30年 2004年～ 上海旭通 副総経理 上海及び中国ネットワークの全体統括 中国語（中級） 上海 180
6 松本 正治 男 41 15年 1996年～ 上海旭通 営業本部長 日系クライアント・現地クライアント対応 中国語（上級） 上海 120
7 劉　大江 (中国人） 男 41 10年 2005年～ 旭通天覧 副総経理（上海） 日系クライアント・中国現地クライアント対応 日本語（上級） 上海 180
8 富永 二郎 男 42 15年 2002年～ 営業職/コンテンツ（北京） 日系クライアント対応とコンテンツ・ビジネス開発 中国語（上級） 東京 120
9 堤 由香 女 35 15年 2008年～ 営業職（上海） 日系クライアント対応 中国語（上級） 上海 180
10 桑原 章 男 45 20年 2000年～ 企画センター室長（上海） 日系クライアント対応 中国語（上級） 上海 120
11 周  栄平 (中国人） 男 45 ４年 2006年～ 営業部長 （総監）（上海） 日系クライアント・中国現地クライアント対応 中国語（上級） 上海 100
12 那 丹青 (中国人） 男 38 ４年 2006年～ 営業次長 （上海） 日系クライアント・中国現地クライアント対応 中国語（上級） 上海 90
13 田 漢臣 (中国人） 男 35 2年 2008年～ 営業職（上海）イベント担当 日系クライアント・中国現地クライアント対応 中国語（上級） 上海 90
14 岡田順子 女 42 20年 200７年～ PR（合弁）駐在（広州） 日系クライアント・現地クライアント対応 中国語（上級） 上海 90
（２）日本側の中国事業担当者
氏名 性別 年齢 勤続年数 担当期間 職位・派遣地 職務内容 言語レベル 実施場所 調査時間(分）
1 甲斐 純 男 55 32年 1985～ 営業職本部長補佐 資生堂担当営業の中国案件統括 中国語（初級） 東京 120
2 田辺　弘和 男 45 22年 1988～2006 営業職 資生堂担当営業 中国語（上級） 東京 120
3 五十嵐　淳哉 男 43 20年 2001～2011年 営業職 三菱自動車の中国案件の営業担当 中国語（初級） 東京 120
4 古城 光則 男 49 9年 2001～2010年 プロモーション本部 三菱自動車の中国案件の担当（イベント） 中国語（初級） 東京 120
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